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法法人人理理念念  
  

一一  個個人人のの尊尊厳厳のの尊尊重重  

私たち事業団職員は、人々が本来持つ個人の尊厳を尊重し、一人ひとり個人として最大

限尊重されるべき多様な存在であることを深く認識して支援を行います。 

 

二二  地地域域生生活活をを想想定定ししたた利利用用者者本本位位のの支支援援  

私たち事業団職員は、利用者が自立した生活を地域社会において営むことができるよう、

利用者本位の支援を行います。 

 

三三  多多様様なな福福祉祉ササーービビススのの総総合合的的なな提提供供  

私たち事業団職員は、様々な社会資源を活用し、多様な福祉サービスを総合的に提供す

ることで、利用者それぞれの状況に合わせた丁寧な支援を行います。 

 

四四  創創意意工工夫夫にによよるる自自立立支支援援  

私たち事業団職員は、多様な自立の達成のために、創意工夫による新しいサービスの提

供、新しい社会資源の開発、新しいネットワークの構築にも取り組みます。 

 

五五  地地域域福福祉祉へへのの貢貢献献    

私たち事業団職員は、地域社会における多様な福祉ニーズに応え、地域の人々が安全に

安心して豊かな地域生活が営めるように、持てる能力と知恵を発揮し、またノウハウや機

能を提供して、積極的に地域福祉に貢献します。 
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第第１１  事事業業計計画画総総括括  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  





 

１ 法人の経営 

  

（（１１））事事業業団団をを取取りり巻巻くく状状況況  

現況、物価や人件費の高騰、人手不足による人材の獲得競争など、社会を取り巻く環境

は厳しく、全産業が持続可能な事業を継続していくには、これまで以上にそれぞれに創意

工夫した経営が求められる。とりわけ、人材確保は事業団にとっても最重要課題であり、

利用者が安心安全に過ごせる施設を継続して運営していくためにも、魅力のある施設運営

及び法人経営を行い、意欲のある人材の確保および育成を図っていかなければならない。 

このような中、特別区では、「厚生関係施設再編整備計画【中間見直し版】」が令和５

年９月に取りまとめられ、同計画の中で、令和７年 10 月に高浜荘を設置するカナルサイ

ド高浜の竣工予定や令和 10 年度の救護施設・宿所提供施設淀橋荘の開設予定が示された。

これまで多くの厚生関係施設の運営を担い、その中核的役割を果たしてきた事業団として

は、今後とも施設種別相互や他の事業主体との連携強化等に向け全力で取り組んでいく。 

   コロナ渦以降低迷していた入所者数は、各施設で積極的に福祉事務所説明会を開催して 

きたこともあり、令和６年度は回復傾向で推移している。今後も各施設において速やかな 

入所対応と丁寧な支援を行っていくことにより、特別区から更なる信頼を得てこの傾向を 

堅持していく。加えて、淀橋荘が令和６年度末に一時閉鎖された中でも、事業団が現在の 

事業規模を維持するためには、各種の新たな事業に取り組んでいかなければならない。 

そして、こうした新たな取組みと合わせて、これまで培ってきた支援力を更に高めてい

くために「個別支援計画書」の活用とその検証を中心に特別区や特人厚と連携しながら、

利用者への安心安全と充実した支援の提供を進め、その負託に応えていかなければならな

い。また、現行の長期計画の終期である令和８年度後を見据え、令和９年度以降の事業の

在り方など検討していく必要がある。 

 

（（２２））令令和和７７年年度度のの重重点点目目標標  

長長期期計計画画・・人人材材育育成成計計画画（（以以下下「「長長期期計計画画」」とといいうう｡｡））にに基基づづくく、、第第３３期期実実施施計計画画（（令令

和和６６年年度度～～８８年年度度））をを踏踏ままええたた事事業業のの実実施施  

①①   リリススククママネネジジメメンントト体体制制のの強強化化 

近年の猛暑や多発する集中豪雨、地震などの自然災害や火災に対する BCP（事業継続計

画）について、｢施設安全・事故防止委員会」を中心に検証及び見直しを継続する。災害

発生時における特人厚をはじめとした関係機関や近隣社会資源との連携、利用者のケアを

想定した訓練等を積極的に行い、職員一人ひとりの対応力を高める。 

コロナ感染症の分類が引き下げられたものの依然その感染力は強く、集団生活における 

感染症拡大防止対策について、各所で設置する感染症防止委員会等を中心に徹底する。 
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②②   更更生生施施設設のの救救護護施施設設転転換換へへのの対対応応  

令和６年度は熊本の救護施設に管理職６名を派遣した。令和７年度以降は、令和４年度 

から救護派遣に赴いた職員で構成されているCFT（クロス・ファンクショナル・チーム） 

とともに法人内の集中検討の中心的存在となり、救護施設転換に向け諸課題に取り組む。 

併せて、更生施設において、人員加配や創意工夫、特に個別支援計画書の活用を推進し、 

  救護施設運営に準じるような支援力の向上を図る。 

また、財政や人事管理等の準備を並行して進め、令和10年度に開設予定の「救護施 

設・宿所提供施設淀橋荘」の確実な運営受託に向け、法人一丸となって取り組んでいく。 

③③  人人事事制制度度・・人人材材育育成成のの充充実実 

    次次のの取取組組みみをを通通ししてて、、法法人人のの大大ききなな課課題題ととななっってていいるる職職員員のの定定着着率率のの改改善善にに繋繋げげるる。。  

   ア 法人経営を担う管理職の養成及び育成を通して、長期的に法人を支え得る人材の確保 

及び育成を行う。また、利用者支援や会計・財務の高い専門性と知識の習得のため、専 

門講師を招聘した研修を積極的に実施する。 

   イ 副所長職の配置、主査・主任の複数配置による施設運営のガバナンス強化を図り、現 

場職員の教育、支援のフォローアップ体制の強化に繋がる取組みを進める。 

ウ 令和６年度に資格手当の創設や処遇改善手当の増額等人事給与制度を改善した。令

和７年度以降も職員の定着やモチベーション及び専門性の向上に資する取り組みを引

き続き検討していく。 

   エ 実習生を受け入れる体制を強化するため、社会福祉士資格取得者であって３年以上の 

   相談援助業務の経験を有する職員の「社会福祉士実習指導者講習会」の受講を促進する｡ 

加えて、主査会や施設長会等において各施設の実習指導状況を共有・検証することで、 

   実習指導内容の充実に取り組み、臨場感のある実習現場を提供する。 

   オ 広報・採用担当職員を専門に配置し、ホームページの更新や求人企業との連携を強化 

することで事業団の魅力を広く発信し、人材獲得機会の拡大を図る。   

（（３３））財財務務管管理理  

①①  指指定定管管理理料料及及びび受受託託事事業業収収入入のの見見直直しし  

昨今の水道光熱費や物価の高騰、また、最低賃金改正に伴う各種業務委託費の高騰を鑑 

みて、指定管理施設及び各種受託事業の経費について精査するとともに、現況の社会情勢 

を踏まえた見直しに向けて委託元と協議を進める。 

②②  各各種種積積立立金金のの見見直直しし  

   令和６年度に更生施設・宿所提供施設淀橋荘の閉鎖や職員手当の増額等の理由から、財 

政シミュレーションを更新し、新たな積立計画を作成する。 

③③  財財政政基基盤盤のの強強化化 

   指定管理料や措置費収入に影響のある入所者数について、事業団全体で意識を共有し、 

回復傾向にある入所者数や通所利用者数の更なる増加に繋がる取組みを進める。 
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世帯 人員

塩崎荘 男性単身 100 100 江東区

小計 100 100

本木荘 男性単身 50 50 足立区

けやき荘 女性単身 30 30 新宿区

千駄ヶ谷荘 男性単身 60 60 渋谷区

新塩崎荘 男性単身 100 100 江東区

しのばず荘 男性単身 100 100 台東区

小計 340 340

西新井栄荘 家族 32 66 足立区

小豆沢荘 家族 45 85 板橋区

葛飾荘 家族 40 50 葛飾区

新幸荘 家族 75 134 江東区

小計 192 335

綾瀬荘 家族 34 75 足立区

千歳荘 家族 34 48 世田谷区

小計 68 123

緊急一時保護 25 25

施設支援 45 45

自立支援住宅 22 22

地域継続支援 ― ―

巡回相談 ― ―

支援付地域生活移行 8 8

小計 100 100

700 898

事業団設置 のぞみ荘 家族 20 ― ―

区設置 メゾン･ド･あじさい 家族 10 ― ―

小計 30

さぽーとセンター事業 ― ―

新宿ﾌﾞﾗｻﾞｰｽﾞ＆ｼｽﾀｰｽﾞ ― ―

小計 ― ―

830 998　　　　　　　　　　　合　　　計

千代田区

特人厚設置施設 合計

母子生活支援施設

受託事業実施事業所 事業団設置

新宿生活さぽーと
センターさんぽっと

(新宿区生活保護受給者
地域生活自立支援事業)

新宿区

所在区

保
　
護
　
施
　
設

更生施設

事業団設置

特
別
区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
設
置

宿所提供施設

宿泊所

路
上
生
活
者
対
策
事
業

自立支援センター
千代田寮

２　事業団運営施設一覧

施設種別 設置区分 施設名 利用者区分、事業等
利用者定員
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通所 訪問

 塩崎荘 35 5

 本木荘 23 2

 けやき荘 14 1

 千駄ヶ谷荘 27 3

 新塩崎荘 35 5

 しのばず荘 35 5

合計 169 21

 本木荘

 けやき荘

 千駄ヶ谷荘

新塩崎荘

 しのばず荘

宿所提供施設

宿泊所

更生施設 けやき荘

のぞみ荘

ﾒｿﾞﾝ･ﾄ･ﾞあじさい

のぞみ荘

本木荘

千駄ヶ谷荘

新塩崎荘

しのばず荘

委託元

施設機能強化事業

江東区
生活自立支援事業

まなびサポート事業

淀橋荘保安管理業務

特別区
人事･厚生
事務組合

 退所者訪問、電話相談

研修事業  新規･初任者研修、法制度基本研修、専門研修 等

特定被保護者入所調整事務円滑化事業

包括的施設
支援事業

利用者支援事業

専門相談事業  心理相談、法律相談、他言語相談

居住支援事業  住宅相談、緊急連絡先確保、住宅契約支援

緊急一時保育事業  ベビーシッター派遣

社会参加状況モニタリング事業

新宿区
地域生活安定促進事業

生活保護受給者地域生活自立支援事業（新宿生活さぽーとセンターさんぽっと）

利用期間

２世帯 １ヵ月

荒川区、足立区、葛飾区

１区１名
概ね１ヵ月

新宿区、渋谷区

墨田区、江東区、中野区、杉並区、豊島区、
北区、板橋区、練馬区、江戸川区

台東区

更生施設緊急対応枠

受入区 定員・利用期間

３ヵ月(最長６ヵ月)

１名

１ヵ月母子生活
支援施設

２世帯

１世帯

緊急一時保護事業

定員 利用期間

全施設

母子生活
支援施設

定員

2

更生施設淀橋荘廃止に伴う保護施設通所事業利用者の継続支援事業

　　　　３　受託等事業一覧

施
設
機
能
の
活
用

保護施設通所事業 更生施設

定員

被災者一時滞在

アパート借上事業 更生施設

実施見込居室数

3

2

3

3
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◇本部ブロック

◇塩崎荘ブロック

◇本木荘ブロック

◇千駄ヶ谷荘ブロック

◇新塩崎荘ブロック

◇しのばず荘ブロック

◇のぞみ荘ブロック

江東区 まなびサポート事業

宿所提供施設 西新井栄荘

更生施設 本木荘

宿泊所 綾瀬荘

４　事業団組織図

　特定被保護者
　入所調整事務円滑化事業

経営企画課

江東区 生活自立支援事業

包括的施設支援事業

更生施設淀橋荘廃止に伴う
保護施設通所事業利用者の

継続支援事業

淀橋荘保安管理業務

監
事

更生施設 塩崎荘

理
事
会

理
事
長

副
理
事
長

常
務
理
事

更生施設 けやき荘

評
議
員
会

評
議
員
選
任
・
解
任
委
員
会

事
務
局
長

路上生活者自立支援センター
千代田寮

宿泊所 千歳荘

更生施設 千駄ヶ谷荘

新宿区 地域生活安定促進事業

更生施設 新塩崎荘 宿所提供施設 新幸荘

宿所提供施設 葛飾荘

更生施設 しのばず荘

宿所提供施設 小豆沢荘

新宿区 生活保護受給者
地域生活自立支援事業

新宿生活さぽーとセンター
さんぽっと

母子生活支援施設
のぞみ荘

母子生活支援施設
メゾン･ド･あじさい

通所 訪問

 塩崎荘 35 5

 本木荘 23 2

 けやき荘 14 1

 千駄ヶ谷荘 27 3

 新塩崎荘 35 5

 しのばず荘 35 5

合計 169 21

 本木荘

 けやき荘

 千駄ヶ谷荘

新塩崎荘

 しのばず荘

宿所提供施設

宿泊所

更生施設 けやき荘

のぞみ荘

ﾒｿﾞﾝ･ﾄ･ﾞあじさい

のぞみ荘

本木荘

千駄ヶ谷荘

新塩崎荘

しのばず荘

委託元

施設機能強化事業

江東区
生活自立支援事業

まなびサポート事業

淀橋荘保安管理業務

特別区
人事･厚生
事務組合

 退所者訪問、電話相談

研修事業  新規･初任者研修、法制度基本研修、専門研修 等

特定被保護者入所調整事務円滑化事業

包括的施設
支援事業

利用者支援事業

専門相談事業  心理相談、法律相談、他言語相談

居住支援事業  住宅相談、緊急連絡先確保、住宅契約支援

緊急一時保育事業  ベビーシッター派遣

社会参加状況モニタリング事業

新宿区
地域生活安定促進事業

生活保護受給者地域生活自立支援事業（新宿生活さぽーとセンターさんぽっと）

利用期間

２世帯 １ヵ月

荒川区、足立区、葛飾区

１区１名
概ね１ヵ月

新宿区、渋谷区

墨田区、江東区、中野区、杉並区、豊島区、
北区、板橋区、練馬区、江戸川区

台東区

更生施設緊急対応枠

受入区 定員・利用期間

３ヵ月(最長６ヵ月)

１名

１ヵ月母子生活
支援施設

２世帯

１世帯

緊急一時保護事業

定員 利用期間

全施設

母子生活
支援施設

定員

2

更生施設淀橋荘廃止に伴う保護施設通所事業利用者の継続支援事業

　　　　３　受託等事業一覧

施
設
機
能
の
活
用

保護施設通所事業 更生施設

定員

被災者一時滞在

アパート借上事業 更生施設

実施見込居室数

3

2

3

3
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A B C D

経営企画課 1 4 5 18 28 5 1 6 1 1 35
　 (受託事業を含む｡)

小計 1 4 5 18 0 0 28 5 1 0 6 0 1 1 35

本木荘 1 1 9 1 1 13 1 1 4 4 18

けやき荘 1 1 8 1 1 12 1 1 2 5 5 19

塩崎荘
(受託事業を含む｡)

2 1 15 2 1 21 2 2 4 1 5 28

千駄ヶ谷荘
(受託事業を含む｡)

1 1 12 1 1 16 4 4 4 4 24

新塩崎荘 2 1 10 1 1 15 2 1 3 4 4 22

しのばず荘 2 1 10 2 1 16 1 1 4 4 21

小計 0 9 6 64 8 6 93 11 2 0 13 25 1 26 132

西新井栄荘 1 3 4 2 2 0 6

葛飾荘 1 2 3 1 1 0 4

小豆沢荘 1 4 5 2 2 0 7

新幸荘 1 3 4 1 1 0 5

小計 0 0 4 12 0 0 16 6 0 0 6 0 0 0 22

綾瀬荘 1 2 3 1 1 0 4

千歳荘 1 3 4 0 0 4

小計 0 0 2 5 0 0 7 1 0 0 1 0 0 0 8

2 1 18 1 22 6 1 7 5 5 34

1 2 13 16 3 3 4 4 23

1 1 8 10 0 4 3 7 17

0 0 0 0
1 17 21 138 9 6 192 32 4 0 36 38 5 43 271

５　令和７年度 職員配置予定表

事
務
局
長

施設（事業所）名

自立支援センター 千代田寮

母子生活支援施設
メゾン・ド・あじさい

母子生活支援施設
のぞみ荘　(受託事業を含む｡)

課
長
・
所
長
級

種
別

施設長等

令和７年４月１日現在の職員配置予定数

パートタイマー

夜
間
支
援
員
等

そ
の
他

小
計

非常勤常勤
合
計

D

＝

A
+
B
+
C

栄
養
士係

長
級

指
導
員
等

看
護
師

小
計

栄
養
士

小
計

生
活
相
談
員
等

看
護
師

本
部

更
生
施
設

宿
所
提
供
施
設

宿
泊
所

合  計
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第第２２  各各施施設設等等事事業業計計画画  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  

A B C D

経営企画課 1 4 5 18 28 5 1 6 1 1 35
　 (受託事業を含む｡)

小計 1 4 5 18 0 0 28 5 1 0 6 0 1 1 35

本木荘 1 1 9 1 1 13 1 1 4 4 18

けやき荘 1 1 8 1 1 12 1 1 2 5 5 19

塩崎荘
(受託事業を含む｡)

2 1 15 2 1 21 2 2 4 1 5 28

千駄ヶ谷荘
(受託事業を含む｡)

1 1 12 1 1 16 4 4 4 4 24

新塩崎荘 2 1 10 1 1 15 2 1 3 4 4 22

しのばず荘 2 1 10 2 1 16 1 1 4 4 21

小計 0 9 6 64 8 6 93 11 2 0 13 25 1 26 132

西新井栄荘 1 3 4 2 2 0 6

葛飾荘 1 2 3 1 1 0 4

小豆沢荘 1 4 5 2 2 0 7

新幸荘 1 3 4 1 1 0 5

小計 0 0 4 12 0 0 16 6 0 0 6 0 0 0 22

綾瀬荘 1 2 3 1 1 0 4

千歳荘 1 3 4 0 0 4

小計 0 0 2 5 0 0 7 1 0 0 1 0 0 0 8

2 1 18 1 22 6 1 7 5 5 34

1 2 13 16 3 3 4 4 23

1 1 8 10 0 4 3 7 17

0 0 0 0
1 17 21 138 9 6 192 32 4 0 36 38 5 43 271

５　令和７年度 職員配置予定表

事
務
局
長

施設（事業所）名

自立支援センター 千代田寮

母子生活支援施設
メゾン・ド・あじさい

母子生活支援施設
のぞみ荘　(受託事業を含む｡)

課
長
・
所
長
級

種
別

施設長等

令和７年４月１日現在の職員配置予定数

パートタイマー

夜
間
支
援
員
等

そ
の
他

小
計

非常勤常勤
合
計

D

＝

A
+
B
+
C

栄
養
士係

長
級

指
導
員
等

看
護
師

小
計

栄
養
士

小
計

生
活
相
談
員
等

看
護
師

本
部

更
生
施
設

宿
所
提
供
施
設

宿
泊
所

合  計





経営企画課                          [令和７年度事業計画] 

１ 課の概況 

利用者支援の最前線である施設・事業所を含めた、事業団全体の適切・適正な活動を推進

する本部機能として、効率的・効果的な事業執行を進めていく。 

 法人運営は、長期計画・人材育成計画に基づく令和６年度からの第３期実施計画に沿った

各事業の推進と財政の維持を両立する持続可能な法人運営の実現を着実に進めているとこ

ろである。 

救護施設の転換に向けては、令和 10 年度に開設予定の「救護施設・宿所提供施設淀橋荘」

の確実な運営受託に向け、法人一丸となって取り組んでいく体制を整える。更生施設におけ

る人員加配の活用と創意工夫により救護施設に準じた支援に取り組めるように、救護施設

派遣職員の知見を法人全体で共有し、更なる取組みを推進していく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）長期計画・人材育成計画及び同計画に基づく第３期実施計画の着実な実施 

    両計画について、経営企画課として着実に実施するとともに、当該計画に基づく各事

業所における事業の推進を支援していく。また、実施の過程及び結果の検証、検証結果

に基づく必要な見直し等、計画の進捗管理を徹底して行う。 

（２）更生施設の救護施設転換への対応 

    令和６年度に熊本県の救護施設に派遣した所長級職員と、令和４年度から大阪及び熊

本の救護施設に派遣しているＣＦＴ救護施設研究チームが中心となり、その知見を法人

全体で共有し、救護施設受託に向けた更なる取り組みを推進していく。また、今後の救

護施設派遣の継続については、法人の更なる技術向上を鑑み検討していく。 

（３）特定被保護者入所調整事務円滑化事業の着実な実施 

    入所調整の精度向上を図るため、入院中の被保護者が更生施設入所を希望した際、実

施機関の依頼に基づき入院先を訪問し、本人及び医療関係者からの聴き取りを行い、疾

病や身体状況等を正確に把握する。また、本事業の実施に当たっては、関係機関と円滑

な連携を図るとともに、本事業担当者以外の職員も帯同させ、より多くの職員が事業へ

の理解を深めるよう法人一体となって取り組む。 

（４）人事・労務管理 

① 採用制度・昇任制度の継続見直しと制度の定着 

求人サイトへの登録や合同会社説明会に出展する等、多くの人材に法人を周知する 

取組みを進める。また、法人経営を担う管理職の積極的な育成と、職員の定着や昇任意 

欲に繋がる人事給与制度を検討し、長期に法人を支えうる人材の確保・育成を進める。 

② 障害者雇用における法定雇用率達成への取組み 

法定雇用率 2.5％（常勤換算６人相当）の達成に向け、法人内の方針を検討・作成し、 

ハローワーク等の関係機関と調整を行いながら採用を進める。 

③ 職場における安全衛生環境の強化と働き方改革の推進 

安全衛生委員会、産業医制度及びストレスチェック制度、ハラスメント委員会の活 

動を確実・適切に行い、職場における労働安全衛生環境の向上を図る。また、一般事 

業主行動計画（令和４年４月１日施行）の目標達成に向けた取組みを進めるとともに、 

達成状況を確認し、働き方改革をより進めるために必要な取組みを継続して検討し、同 

計画の改定を行う。 
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（５）会計管理 

① 指定管理料及び受託事業収入の見直し 

人事給与制度の検討に併せ、指定管理料収入及び受託事業収入の適正な額の算定に 

ついて検討を行い、委託元と協議を行っていく。 

② 各施設等及び経営企画課における経理担当者の育成 

引き続き会計実務研修を主催し、会計事務が各施設等の職員により深く理解された 

うえで、法人全体の会計事務が適正・確実に処理できる体制を整える。 

  ③ 契約事務マニュアルの改訂 

平成 30 年３月に改正された本マニュアルについて、契約マニュアル改定委員会を中 

心に施設等の意見を取り入れながら見直しを図り、所要の改訂を行う。 

（６）法人運営 

① 受託事業拡充に向けた取組み 

東京 23 区の地域の多様な福祉ニーズに対し、法人の専門性を活かし各区の負託に応 

えていくために、各区からの受託事業拡充に向けた取組みを進める。 

② 法人広報の充実 

広報誌「SEED」を定期的に発行し、各区福祉事務所や病院等に法人の各種事業を紹介 

し、施設利用の促進、連携強化を図る。併せて法人ホームページもリニューアルし、広 

く法人の事業を発信することでイメージアップを図り、採用活動の拡充に繋げる。 

③ 各種会議、委員会の計画的な開催 

法令等の定めによる評議員会、理事会及び評議員選任・解任委員会のほか、法人運 

営に必要不可欠な所長会、主査会、施設長会、その他業務改善委員会や CFT 等の各種 

委員会、PT 等について、計画的・効率的に開催する。 

④ 感染症対策と災害対策の徹底 

コロナ等の感染症対策を引き続き徹底するとともに、近年多発する自然災害への対  

策を施設安全・事故防止委員会を中心に検討するとともに、国、東京都及び特人厚から 

の情報の迅速・的確な伝達など、法人全体での情報共有と適切な対応を図る。 

３ 管理運営 

（１）組織体制 

    「更生施設・宿所提供施設淀橋荘」の閉鎖に伴い、施設解体工事が開始されるまで専

門に保全業務を担う人員を配置し、あわせて「救護施設・宿所提供施設淀橋荘」運営受

託に向けた準備チームの編成を始め、新たな事業を展開していく。 

（２）事務事業の計画的・効率的遂行 

① 定例打合せの実施 

法人の課題解決に一丸となって取り組む体制構築のため、課内定例打合せ（週 1回、 

主査級以上）とその後の担当ラインごとの打合せにより、緊密な情報共有を行う。 

② 事務事業の安定的な執行 

令和４年度から配属している事務専門職員を積極的に活用することにより、総務・人 

事及び経理事務を、人事異動による空白なく安定的に執行する。 

（３）職員の育成 

法人会計や経理、人事・給与制度、IT に関し、外部専門機関等を活用し、計画的に研

修の受講機会を設け、専門知識と実務経験の習得を進める。  
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包括的施設支援事業                      [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

包括的施設支援事業は、「厚生関係施設包括的施設支援事業実施要綱」に基づく、厚生関

係施設利用者の利便性向上と施設が提供するサービス水準の向上を図ることにより、施設

の利便性と施設利用者の社会的自立を促進することを目的とした事業である。 

当法人は、包括的施設支援事業のうち、「利用者支援事業」及び「施設機能強化事業」の

２事業を特人厚から受託し実施している。両事業は、特人厚が設置している厚生関係施設

（更生施設、宿所提供施設、宿泊所）の他法人が受託・運営する施設を含む全施設が対象と

なっており、幅広いサービスを提供している。 

「利用者支援事業」は、「地域生活移行支援(心理・法律・住宅相談等)」、「就労支援(緊急

一時保育)」、「社会参加(施設退所後の各モニタリング事業)」の３つに分類されており、合

計９の利用者対象の支援事業を事業者に委託して実施している。「施設機能強化事業」は、

施設職員や関係支援事業に従事する職員の資質向上のための研修実施事業であり、新規・初

任者研修や学識経験者による専門研修など様々な職種･職層、施設を対象に実施している。 

当事業の実施にあたっては、特人厚厚生部と密な連携を取りながら施設利用者・職員への

サービス提供を適切に実施し、関係各法人の利用者支援の向上に繋げるものとする。 

２ 主要目標と取組み 

受託している下記事業を適切且つ円滑に実施することにより、施設の利用者支援サービ

スの充実・向上を図る。 

（１）利用者支援事業 

① 専門相談事業（心理相談、法律相談、他言語相談） 

② 居住支援事業（住宅相談、緊急連絡先支援） 

③ 緊急一時保育事業 

④ 社会参加状況モニタリング事業(退所者訪問、電話相談) 

⑤ 生活相談支援事業 

（２）施設機能強化事業 

従事者資質向上研修実施事業は、新規・初任者研修、施設職員基本研修、法制度基本

研修、施設支援研修の各分野の研修ついて企画し、それぞれのテーマにふさわしい講師

を選定・依頼し開催する（年間７回を予定）。また、研修内容及び講師選定に際しては、

委託元の厚生部と綿密に協議し企画を進めるとともに、厚生関係施設を受託・運営する

各法人の研修担当者により構成する「研修担当者連絡会」を開催し、各施設現場の意見・

要望の聴取し、各法人が実施する個別の研修との調整を図る。 

３ 管理運営 

（１）利用率の向上と各支援事業の充実への取り組み 

各支援事業は施設職員の案内を介して利用者に提供されるサービスであるため、施設 

職員への適切な案内や迅速・丁寧な業務処理を行い、利用率の向上を図る。 

（２）心理相談契約心理士、他言語相談通訳支援員の新規契約獲得に向けた活動 
近年、当事業の課題となっている支援員の高齢化やそれに伴う契約終了について、新

たな支援員の確保を目標に、事業案内や施設見学などを通じて各支援事業の PR を行う。 

（３）委託元の厚生部と密な情報交換・共有を行い、適切・迅速な事業運営を行う。また、 

研修担当者連絡会の開催においては、特人厚と他法人を含む厚生関係施設職員との連 

携や意思疎通の仲介として、研修企画の計画的取り組みと調整を担う。 
 

（５）会計管理 

① 指定管理料及び受託事業収入の見直し 

人事給与制度の検討に併せ、指定管理料収入及び受託事業収入の適正な額の算定に 

ついて検討を行い、委託元と協議を行っていく。 

② 各施設等及び経営企画課における経理担当者の育成 

引き続き会計実務研修を主催し、会計事務が各施設等の職員により深く理解された 

うえで、法人全体の会計事務が適正・確実に処理できる体制を整える。 

  ③ 契約事務マニュアルの改訂 

平成 30 年３月に改正された本マニュアルについて、契約マニュアル改定委員会を中 

心に施設等の意見を取り入れながら見直しを図り、所要の改訂を行う。 

（６）法人運営 

① 受託事業拡充に向けた取組み 

東京 23 区の地域の多様な福祉ニーズに対し、法人の専門性を活かし各区の負託に応 

えていくために、各区からの受託事業拡充に向けた取組みを進める。 

② 法人広報の充実 

広報誌「SEED」を定期的に発行し、各区福祉事務所や病院等に法人の各種事業を紹介 

し、施設利用の促進、連携強化を図る。併せて法人ホームページもリニューアルし、広 

く法人の事業を発信することでイメージアップを図り、採用活動の拡充に繋げる。 

③ 各種会議、委員会の計画的な開催 

法令等の定めによる評議員会、理事会及び評議員選任・解任委員会のほか、法人運 

営に必要不可欠な所長会、主査会、施設長会、その他業務改善委員会や CFT 等の各種 

委員会、PT 等について、計画的・効率的に開催する。 

④ 感染症対策と災害対策の徹底 

コロナ等の感染症対策を引き続き徹底するとともに、近年多発する自然災害への対  

策を施設安全・事故防止委員会を中心に検討するとともに、国、東京都及び特人厚から 

の情報の迅速・的確な伝達など、法人全体での情報共有と適切な対応を図る。 

３ 管理運営 

（１）組織体制 

    「更生施設・宿所提供施設淀橋荘」の閉鎖に伴い、施設解体工事が開始されるまで専

門に保全業務を担う人員を配置し、あわせて「救護施設・宿所提供施設淀橋荘」運営受

託に向けた準備チームの編成を始め、新たな事業を展開していく。 

（２）事務事業の計画的・効率的遂行 

① 定例打合せの実施 

法人の課題解決に一丸となって取り組む体制構築のため、課内定例打合せ（週 1回、 

主査級以上）とその後の担当ラインごとの打合せにより、緊密な情報共有を行う。 

② 事務事業の安定的な執行 

令和４年度から配属している事務専門職員を積極的に活用することにより、総務・人 

事及び経理事務を、人事異動による空白なく安定的に執行する。 

（３）職員の育成 

法人会計や経理、人事・給与制度、IT に関し、外部専門機関等を活用し、計画的に研

修の受講機会を設け、専門知識と実務経験の習得を進める。  
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更生施設淀橋荘廃止に伴う保護施設通所事業利用者の継続支援事業（よどベース） 

（定員：通所 30 人）                      [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

令和６年度で更生施設淀橋荘保護施設通所事業の終了に伴い、通所事業利用者の継続支

援事業として実施する。事業利用者は、更生施設淀橋荘と宿所提供施設淀橋荘のアフターケ

アとしての利用が殆どである。地域生活への円滑な移行と定着を大きな目的として支援を

実施していく。地域の中で孤立しがちな利用者へ、３つの支援サービス（個別支援、福祉サ

ロン機能、日中プログラム）を中心に実施していく。 

２ 主要目標と取組 

（１）個別支援 

   居宅生活が安定するように、利用者の生活状況を確認すると共に、日常生活の各種相

談支援を行う。必要に応じて、社会的手続きや通院に同行する。 

（２）福祉サロンとしての機能 

   地域の中で孤立しがちな利用者へ、利用者がよどベースに来所したくなるような居

場所づくりを行う。 

（３）日中プログラム 

   毎日の日中プログラムの提供を通して、人的交流と生活意欲の喚起を図り、自立の助

長を図る。 

（４）福祉事務所、地域社会資源等との連携 

   事業終了後を見据え、福祉事務所、病院、訪問看護等と連携し、生活や病状の安定を

図っていく。 

３ 管理運営 

（１）居宅生活安定へ向けた個別支援 

① 日常生活支援 ② 社会生活支援 ③ 健康管理支援 ④ 就労支援  

⑤ 関係機関連絡調整  ⑥ 昼食サービス 

（２）福祉サロン機能 

   福祉サロンとして機能していくように、利用者がリラックスして気軽に立ち寄りた

くなるような居場所作りと、職員の声かけ等を実施していく。週１回、利用者主体で実

施する、よどカフェを開催する。 

（３）日中プログラム 

   毎日：よどわーく（清掃訓練等）等 

週１回：懇談会、散策会・歩行会、クリーンデイ、体操、映画会等 

   月２回以上：調理教室、カラオケ練習会等 

月１回以上：絵画教室、書道教室、俳句教室、健康教室、室内ゲーム、誕生会等 

随時：音楽教室、園芸会,手芸会、ネイルサロン、季節行事等 

（４）開設時間 

   平日９時～16 時（連休等の場合、祝日の開所も実施） 

（５）その他 

① 利用者に応じたこまめな安否確認を行い、必要に応じて緊急訪問する。 

② 利用者向けの Wi-Fi を提供する。 

③ 通所事業便りを隔月に発行する。 
 

-16-



新宿区地域生活安定促進事業                  [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

本事業は、新宿区の委託事業であり、宿泊所・簡易宿所・これらに準ずる施設等並びにア

パート等で生活する利用者のうち、ホームレスだった生活保護受給者に対し、「相談援助｣

｢居宅生活移行支援｣｢地域生活安定支援｣の各種支援を提供し、地域での社会生活を営める

よう支援をしている。ケースワーカーの依頼によって支援が開始となり、随時、住居訪問・

個別面談による相談援助、各種手続等の同行支援を実施している。 

今年度も、ケースワーカーとの連携・協議等に基づき、利用者が地域社会で自立した生活

が営めるよう、適切かつ必要な支援を提供し実施する。 

２ 主要目標と取組 

（１）利用者支援（相談援助） 

地域生活への移行に向け、利用者の問題を課題化して取り組み、随時、ケースワーカ 

ーと連携を図り、利用者が社会生活を継続できるよう支援を行う。 

（２）居宅生活移行支援（転宅支援） 

宿泊所等の利用者が適切な居住環境を整えるために必要な情報収集を行い、福祉事 

務所・関係機関と連携し、アパート等への移行を支援する。 

（３）地域生活安定支援（定着支援） 

アパート生活を開始して間もない利用者が、充実した生活環境で生活を続けること 

ができるよう、定期的に住居に訪問し適切な対応を行う。また、生活上で問題が生じた 

際は、速やかにケース-ワーカーと連携を行い必要な支援を実施する。 

（４）年間目標 

 新規利用者数 利用者支援総数 

令和７年度目標 300 人 4,900 回 

令和６年度実績（見込み） 300 人 4,900 回 

令和５年度実績 245 人 3,541 回 
 

３ 管理運営 

（１）利用者支援の実施 

① 生活上で「見て・知った」ことは、随時、ケースワーカーに報連相を行い対応する。 

② 生活管理（衛生・健康・食事）、金銭管理など生活全般に関する見守りや助言を行う。 

③ ケースワーカーの依頼に応じ厚生関係施設の見学対応を行う。（随時） 

④ 養護老人ホーム対象者に対して養護老人ホーム見学会を実施する。（年３回） 

⑤ 本事業の「地域生活安定支援」利用者に対して「生活懇談会」を実施する。（年２回） 

（２）相談援助記録の作成及び個人情報管理の徹底 

① 相談援助記録を速やかに作成し、福祉事務所と利用者情報の共有化を図る。また、

共有化した利用者情報は、利用者の暮らしの向上に向け活用する。 

② 利用者情報の管理を徹底するとともに、個人情報を外部に持ち出さない。 

（３）福祉事務所内への事業実施状況の周知 

委託元の担当者と定期的にミーティングを開催し、相互に実施状況を確認する。 

（４）業務の効率化、リスクマネジメント、安全管理 

① 福祉事務所のニーズに応えるため、随時、業務の検証と手順の見直しを行う。 

② 必用に応じ、消毒薬・マスク等を使い感染症対策を行う。 
 

更生施設淀橋荘廃止に伴う保護施設通所事業利用者の継続支援事業（よどベース） 

（定員：通所 30 人）                      [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

令和６年度で更生施設淀橋荘保護施設通所事業の終了に伴い、通所事業利用者の継続支

援事業として実施する。事業利用者は、更生施設淀橋荘と宿所提供施設淀橋荘のアフターケ

アとしての利用が殆どである。地域生活への円滑な移行と定着を大きな目的として支援を

実施していく。地域の中で孤立しがちな利用者へ、３つの支援サービス（個別支援、福祉サ

ロン機能、日中プログラム）を中心に実施していく。 

２ 主要目標と取組 

（１）個別支援 

   居宅生活が安定するように、利用者の生活状況を確認すると共に、日常生活の各種相

談支援を行う。必要に応じて、社会的手続きや通院に同行する。 

（２）福祉サロンとしての機能 

   地域の中で孤立しがちな利用者へ、利用者がよどベースに来所したくなるような居

場所づくりを行う。 

（３）日中プログラム 

   毎日の日中プログラムの提供を通して、人的交流と生活意欲の喚起を図り、自立の助

長を図る。 

（４）福祉事務所、地域社会資源等との連携 

   事業終了後を見据え、福祉事務所、病院、訪問看護等と連携し、生活や病状の安定を

図っていく。 

３ 管理運営 

（１）居宅生活安定へ向けた個別支援 

① 日常生活支援 ② 社会生活支援 ③ 健康管理支援 ④ 就労支援  

⑤ 関係機関連絡調整  ⑥ 昼食サービス 

（２）福祉サロン機能 

   福祉サロンとして機能していくように、利用者がリラックスして気軽に立ち寄りた

くなるような居場所作りと、職員の声かけ等を実施していく。週１回、利用者主体で実

施する、よどカフェを開催する。 

（３）日中プログラム 

   毎日：よどわーく（清掃訓練等）等 

週１回：懇談会、散策会・歩行会、クリーンデイ、体操、映画会等 

   月２回以上：調理教室、カラオケ練習会等 

月１回以上：絵画教室、書道教室、俳句教室、健康教室、室内ゲーム、誕生会等 

随時：音楽教室、園芸会,手芸会、ネイルサロン、季節行事等 

（４）開設時間 

   平日９時～16 時（連休等の場合、祝日の開所も実施） 

（５）その他 

① 利用者に応じたこまめな安否確認を行い、必要に応じて緊急訪問する。 

② 利用者向けの Wi-Fi を提供する。 

③ 通所事業便りを隔月に発行する。 
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新宿区生活保護受給者地域生活自立支援事業・新宿生活さぽーとセンターさんぽっと 

                               [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

本事業は、令和６年度から当法人が新たに新宿区から受託することとなった事業で、｢新

宿生活さぽーとセンターさんぽっと｣を開設し、実施している。実施事業として、(１)生活

保護世帯を対象とした日常生活自立及び社会生活自立のための支援(以下｢さぽーとセンタ

ー事業｣という｡)、並びに(２)生活保護世帯の義務教育就学中の児童、生徒及び保護者を対

象とした、居場所づくり等による日常生活自立のための支援(以下｢SBS(新宿ブラザーズ＆

シスターズ)｣という｡)を行う。 

事業実施にあたっては、ケースワーカーとの連携・協議等に基づき、利用者が地域社会で

自立した生活が営めるよう、各種支援を適切かつ適正に実施し、当事業の推進を図る。 

２ 主要目標と取組 

（１）さぽーとセンター事業では、保護世帯を対象に、日常生活自立や社会生活自立に向け 

たサービスの提供を行う。創意工夫を凝らした各種講座を原則として毎日開催し、利 

用者の自己有用感の醸成を目指す。 

 【主な取組内容】 

ア いきがい、健康保持及び安全な生活に関する支援 

イ 規則正しい生活に関する支援 

ウ 社会生活に関する支援 

エ 就労意欲形成に関する支援 

（２）SBS では、利用する子どもに学習習慣が養われるよう、学習会、宿題応援会を開催 

する。また、居場所支援として、テレビゲーム、カードゲーム、誕生日会、季節行事 

等を行う。なお、学習会、宿題応援会と居場所支援の間にはおやつタイムを設ける。 

 【主な取組内容】 

  ア 居場所づくり等による日常生活自立のための支援 

  イ 家庭訪問による支援 

  ウ 異年齢者との交流を通じた支援 

（３）年間目標 

 各種講座・居場所支援回数 利用者支援総数 

令和７年度目標 720 回 2,880 回 

令和６年度実績（見込み） 450 回 1,900 回 
 

３ 管理運営 

（１）利用者支援の実施 

① 生活状況において課題を把握した場合、随時、ケースワーカーへ報告し、支援の補 

助を行う。 

② 生活管理(健康、食事、衛生)、金銭管理など生活全般に関する助言を行う。 

（２）福祉事務所内への事業実施状況の周知 

委託元の担当者と定期的にミーティングを実施し、相互に事業実施状況を確認する。 

（３）業務の効率化、リスクマネジメント、安全管理、個人情報管理の徹底 

① 福祉事務所のニーズに応えるため、随時、業務検証と手順見直しを図る。 

② 利用者情報の共有を徹底することにより、リスクマネジメントの向上に努める。 

③ 事業実施にあたっては、感染症対策を徹底する。 

④ 利用者情報の管理を徹底するとともに、個人情報を外部に持ち出さない。  
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江東区生活自立支援事業                  ［令和７年度事業計画］ 

１ 事業の概況 
江東区からの受託事業である本事業は、江東区福祉事務所保護第一課・保護第二課に

専門的知識のある生活自立支援員を配置して支援を行っている。支援対象者は、区内の

生活保護受給者で、障がい（身体・知的・精神）や高齢等の理由から居宅での日常生活

に様々な課題を抱えるケースである。支援対象者の安定した地域生活及び生活の向上を

目指し、面接、訪問、電話相談、医療機関や各関係機関への同行や連絡調整等を行う。 
２ 主要目標と取組み 
（１）支援対象者との関係構築を通じた地域生活の定着と向上 

支援対象者が抱える課題も多岐にわたり、ケースワーカーから求められる支援も 

困難なものが増えている。支援対象者と丁寧に信頼関係を築きつつ、必要に応じて 

医療、保健、福祉等複数の社会資源に繋ぎ、地域生活の定着と向上を図る。 

（２）ケースワーカーの業務補完 

施設支援で培った専門的知識や技術を活かして支援にあたり、ケースワーカーの 

業務負担軽減を図り、専門職として社会資源等に関する提案や助言を随時行う。 

（３）関係団体との連携強化 

   法人が運営する施設は利用開始手続きの方法や支援内容がケースワーカーに認知

されていないことがある。法人運営施設の利用により自立が見込まれるケースは、

利用を提案し、施設との連絡・調整を行う。 

（４）年間目標 

 所 管 年間利用者数 支援回数（訪問・面接、連絡調整等） 

令和７年度目標 
保護第一課 45 人 2,000 回 

保護第二課 45 人 2,000 回 

令和６年度実績 

（見込み） 

保護第一課 45 人 2,000 回 

保護第二課 45 人 2,000 回 

令和５年度実績 
保護第一課 46 人 2,186 回 

保護第二課 46 人 1,990 回 
 

３ 管理運営 
（１）生活自立支援員による関係構築に基づいた支援の実施 

面接、訪問、電話相談を通じて築いた信頼関係に基づき、関係機関への同行や連 

絡調整等、支援対象者の個々の状況に合わせてきめ細かい支援を提供する。 

（２）ケースワーカーとの綿密な連携・相談記録等による報告 

支援経過や支援方針について、日報や支援状況記録票を提出。口頭にて随時報告、 

相談等のコミュニケーションにより、協働して支援にあたる。 

（３）江東区及び法人へ業務の実績報告 

江東区及び法人へ事業実績報告書を毎月提出し、報告を行う。 

４ その他 
（１）広報誌発行による事業周知 

事業の積極的な利用へと繋がるように、福祉事務所職員へ「生活自立支援員だよ 

り」を年３回発行し、事業概要や事例内容を発信することで事業周知を行う。 

（２）江東区委託事業従事連絡会の活用 

福祉事務所が抱えるニーズや本事業の特性を法人へフィードバックし、受託事業 

の開拓に向けて先駆的な役割を果たしていく。 

 

新宿区生活保護受給者地域生活自立支援事業・新宿生活さぽーとセンターさんぽっと 

                               [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

本事業は、令和６年度から当法人が新たに新宿区から受託することとなった事業で、｢新

宿生活さぽーとセンターさんぽっと｣を開設し、実施している。実施事業として、(１)生活

保護世帯を対象とした日常生活自立及び社会生活自立のための支援(以下｢さぽーとセンタ

ー事業｣という｡)、並びに(２)生活保護世帯の義務教育就学中の児童、生徒及び保護者を対

象とした、居場所づくり等による日常生活自立のための支援(以下｢SBS(新宿ブラザーズ＆

シスターズ)｣という｡)を行う。 

事業実施にあたっては、ケースワーカーとの連携・協議等に基づき、利用者が地域社会で

自立した生活が営めるよう、各種支援を適切かつ適正に実施し、当事業の推進を図る。 

２ 主要目標と取組 

（１）さぽーとセンター事業では、保護世帯を対象に、日常生活自立や社会生活自立に向け 

たサービスの提供を行う。創意工夫を凝らした各種講座を原則として毎日開催し、利 

用者の自己有用感の醸成を目指す。 

 【主な取組内容】 

ア いきがい、健康保持及び安全な生活に関する支援 

イ 規則正しい生活に関する支援 

ウ 社会生活に関する支援 

エ 就労意欲形成に関する支援 

（２）SBS では、利用する子どもに学習習慣が養われるよう、学習会、宿題応援会を開催 

する。また、居場所支援として、テレビゲーム、カードゲーム、誕生日会、季節行事 

等を行う。なお、学習会、宿題応援会と居場所支援の間にはおやつタイムを設ける。 

 【主な取組内容】 

  ア 居場所づくり等による日常生活自立のための支援 

  イ 家庭訪問による支援 

  ウ 異年齢者との交流を通じた支援 

（３）年間目標 

 各種講座・居場所支援回数 利用者支援総数 

令和７年度目標 720 回 2,880 回 

令和６年度実績（見込み） 450 回 1,900 回 
 

３ 管理運営 

（１）利用者支援の実施 

① 生活状況において課題を把握した場合、随時、ケースワーカーへ報告し、支援の補 

助を行う。 

② 生活管理(健康、食事、衛生)、金銭管理など生活全般に関する助言を行う。 

（２）福祉事務所内への事業実施状況の周知 

委託元の担当者と定期的にミーティングを実施し、相互に事業実施状況を確認する。 

（３）業務の効率化、リスクマネジメント、安全管理、個人情報管理の徹底 

① 福祉事務所のニーズに応えるため、随時、業務検証と手順見直しを図る。 

② 利用者情報の共有を徹底することにより、リスクマネジメントの向上に努める。 

③ 事業実施にあたっては、感染症対策を徹底する。 

④ 利用者情報の管理を徹底するとともに、個人情報を外部に持ち出さない。  
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江東区まなびサポート事業                 ［令和７年度事業計画］ 

１ 事業の概況 
 本事業は江東区からの受託事業である。「貧困の連鎖」を防止するため、区内の生活保護

受給世帯及び生活困窮世帯のうち、様々な要因から育成環境の維持が困難な世帯の子と保

護者を対象とし支援を行っている。江東区福祉事務所保護第一課・保護第二課に各１名の

まなび支援員を配置し、以下のプログラムを実施する。 
（１）次世代育成支援プログラム：小学生から高校生相応年齢児がいる世帯を対象とし、

家庭環境、不登校、引きこもり等の子どもを取り巻く幅広い課題について支援を行う。 

（２）高校進学支援プログラム：生活保護受給世帯の中学３年生とその保護者対象とし、

面接・電話等による情報提供や各種手続き支援など、高校入学までの支援を行う。 

（３）高校生進路支援プログラム：高校在籍者のいる生活保護受給世帯を対象とし、高校

入学から卒業までの間、進路志望に沿った支援を行う。 

２ 主要目標と取組み 
（１）世帯の課題改善に取り組み、子どもが将来自立した社会生活を営めることを目指す。 
（２）担当ケースワーカーや相談支援員と連携し、支援方針に沿った支援を行う。 
（３）各種機関とのさらなる関係強化と協働 

① 学校、教育委員会、こども家庭支援課、子ども家庭支援センター、児童相談所等の関 
係機関と連携し必要な助言や支援を行う。 

② 社会福祉協議会、まなび塾（江東区実施の無料学習塾）、民間学習塾と連携し、対象 
者に沿った社会資源利用の助言と促しを行う。 

（４）年間目標 

 所 管 年間利用者数 支援回数（訪問・面接、連絡調整等） 

令和７年度目標 
保護第一課 90 人     900 回 

保護第二課 90 人 1,000 回 

令和６年度実績 

（見込み） 

保護第一課 95 人   800 回 

保護第二課 80 人 1,000 回 

令和５年度実績 
保護第一課 101 人   953 回 

保護第二課 107 人 1,062 回 
 

３ 管理運営 
（１）子どもの自立を目指した支援 

① 面接、家庭訪問、電話相談等により、対象世帯の状況に応じて相談支援を実施する。 

② 進学に関する情報や各種奨学金・貸付金等に関する情報収集を行い、必要に応じて 

対象世帯に情報を提供する。 

（２）相談記録等の作成及び管理 

① 勤務日毎の日報や支援状況記録票の提出により、迅速かつ的確に支援報告を行う。 

② 年２回の評価会議により、支援方針を協議・共有して支援を行う。 

（３）事業実績報告書を江東区及び法人へ毎月提出し、報告を行う。 

４ その他 
（１）福祉事務所ケースワーカーの業務補完 

① 社会資源等の情報収集を行い、専門性の高い情報提供や助言を行うことで、担当ケ 

ースワーカーの業務補完を図る。 

② 世帯の支援方針に応じて生活自立支援員と連携し、子どもの生活・学習環境の改善 

を図る。 

（２）福祉事務所職員への事業周知 

事業理解へと繋がるよう、年２回の広報誌発行だけでなく積極的に自ら周知を行う。 
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更生施設 塩崎荘（定員：男性単身 100 人）             [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

法人の直営施設である塩崎荘は、指定管理の施設とは違う特徴的な取り組みを行ってい

る。特人厚の入所調整を経ず、迅速に直接入所できることもその一つである。また、ミニチ

ュアホースやヤギの飼育などを通して、地域の方々とのふれあいの機会を創出し、当施設の

認知度を上げることにもつながっている。さらに動物の飼育を所内作業の一環として、利用

者の方々の日中活動の一つにもなっている。令和６年度下半期に開催した法人主催のこど

も食堂に会場を提供し、スタッフとしても参加し地域福祉に貢献した。 

入所については、生活害虫被害を受け一時居室を閉鎖した。結果的に入所停止となる時期

があり、各区のニーズに十分応えられなかった。令和７年度はその教訓を活かし入所時の衛

生管理を徹底し再発を防止する。 

利用者属性については、高齢者（65 歳以上）、精神・知的・身体の手帳所持者、精神疾患

を抱える救護施設の利用者層と共通する方々が多数在籍している。そのため、法人の救護施

設受託運営に向けて、大阪府の救護施設へ職員３名の派遣を行い、そのノウハウを習得して

所及び法人全体へ還元する。 

２ 主要目標と取組み 

（１）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

① 令和７年度も大阪府の救護施設へ職員を派遣し、法人としての救護施設転換及び受託

へ向けた取組みに貢献する。また、職員派遣で獲得した知識・技術及び運営ノウハウを

法人本部と連携し、法人全体へ還元させていく。 

② 高齢者支援の基礎を学ぶための研修を継続することで、身体介助の基礎のみならず、

心理面にも目を向けて ADL や認知機能が低下した利用者への対応力を高めていく。 

（２) 施設入所者増に向けた取組み 

① 23 区や市部の福祉事務所を対象とした施設見学・説明会を実施し、更生施設の取組

みについてアピールする事で入所者増を目指す。 

② 直接入所の空き枠を適宜各福祉事務所へメールで情報提供し、入所利用者の増加へ 

繋げていく。 

（３) 利用者支援の充実 

① アセスメントを通してニーズや意向を聞き取り、個別支援計画に沿って支援をする。

作成した計画書を元に所内で意見交換する事で質を高めていく。また、個別課題に応じ

た支援経過報告書の作成や、退所後の実績報告書を福祉事務所と共有し、地域移行を想

定した支援を展開していく。 

② 潜在的な問題が複雑化する前に、日常的に細やかな声かけを実施する事で顕在化さ

せ、適切な支援を実施していく事で着実な目的達成を促進していく。 

（４) 年間目標（対定員利用率） 

施設定員 

（100 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標 95.0％ 75.0％ 

令和６年度実績（見込み） 94.0％ 60.0％ 

令和５年度実績 93.8％ 60.2％ 
 

 

江東区まなびサポート事業                 ［令和７年度事業計画］ 

１ 事業の概況 
 本事業は江東区からの受託事業である。「貧困の連鎖」を防止するため、区内の生活保護

受給世帯及び生活困窮世帯のうち、様々な要因から育成環境の維持が困難な世帯の子と保

護者を対象とし支援を行っている。江東区福祉事務所保護第一課・保護第二課に各１名の

まなび支援員を配置し、以下のプログラムを実施する。 
（１）次世代育成支援プログラム：小学生から高校生相応年齢児がいる世帯を対象とし、

家庭環境、不登校、引きこもり等の子どもを取り巻く幅広い課題について支援を行う。 

（２）高校進学支援プログラム：生活保護受給世帯の中学３年生とその保護者対象とし、

面接・電話等による情報提供や各種手続き支援など、高校入学までの支援を行う。 

（３）高校生進路支援プログラム：高校在籍者のいる生活保護受給世帯を対象とし、高校

入学から卒業までの間、進路志望に沿った支援を行う。 

２ 主要目標と取組み 
（１）世帯の課題改善に取り組み、子どもが将来自立した社会生活を営めることを目指す。 
（２）担当ケースワーカーや相談支援員と連携し、支援方針に沿った支援を行う。 
（３）各種機関とのさらなる関係強化と協働 

① 学校、教育委員会、こども家庭支援課、子ども家庭支援センター、児童相談所等の関 
係機関と連携し必要な助言や支援を行う。 

② 社会福祉協議会、まなび塾（江東区実施の無料学習塾）、民間学習塾と連携し、対象 
者に沿った社会資源利用の助言と促しを行う。 

（４）年間目標 

 所 管 年間利用者数 支援回数（訪問・面接、連絡調整等） 

令和７年度目標 
保護第一課 90 人     900 回 

保護第二課 90 人 1,000 回 

令和６年度実績 

（見込み） 

保護第一課 95 人   800 回 

保護第二課 80 人 1,000 回 

令和５年度実績 
保護第一課 101 人   953 回 

保護第二課 107 人 1,062 回 
 

３ 管理運営 
（１）子どもの自立を目指した支援 

① 面接、家庭訪問、電話相談等により、対象世帯の状況に応じて相談支援を実施する。 

② 進学に関する情報や各種奨学金・貸付金等に関する情報収集を行い、必要に応じて 

対象世帯に情報を提供する。 

（２）相談記録等の作成及び管理 

① 勤務日毎の日報や支援状況記録票の提出により、迅速かつ的確に支援報告を行う。 

② 年２回の評価会議により、支援方針を協議・共有して支援を行う。 

（３）事業実績報告書を江東区及び法人へ毎月提出し、報告を行う。 

４ その他 
（１）福祉事務所ケースワーカーの業務補完 

① 社会資源等の情報収集を行い、専門性の高い情報提供や助言を行うことで、担当ケ 

ースワーカーの業務補完を図る。 

② 世帯の支援方針に応じて生活自立支援員と連携し、子どもの生活・学習環境の改善 

を図る。 

（２）福祉事務所職員への事業周知 

事業理解へと繋がるよう、年２回の広報誌発行だけでなく積極的に自ら周知を行う。 
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３ 管理運営 

（１）日常の援助 

① 利用者のニーズを反映し、個々の意向を踏まえた個別支援計画を作成し実行する。 

② 利用者の生命や尊厳を大切にし、質の高い適切な支援を提供する。 

③ 苦情解決制度や第三者評価制度を適切に運用し、利用者の権利擁護を徹底する。 

（２）自立促進・転出促進 

① 入所時に利用目的等を共有し、適宜モニタリングする事で目的達成率の向上を図る。 

② 退所後の生活を見据えて社会資源等の情報を収集し、職員間で共有し活用する。 

（３）給食関係 

① 安心安全な食事を提供するため、徹底した衛生管理を進める。 

② 健康維持に繋がる食事、減塩・カロリー制限食等状況に応じた個別対応食を提供する。 

③ 栄養面を考慮した上で、個人の嗜好や食習慣にも配慮した食事指導を実施する。 

（４）諸行事 

① 利用者懇談会 ② 秋祭り ③ クリーンデイ ④ 健康・栄養相談 ⑤ 生活スキル向

上講座（社会マナー、教養、防犯）⑥ 福祉事務所説明会 ⑦ 余暇活動の充実 

（５）消防・防災等 

① 職域消防団と連携した自衛消防訓練と定期的な設備点検等を実施する。 

② 事業継続計画(法人策定)に加え、所独自に所長、主査不在時の体制を整備する。 

③ 災害備蓄品について、在庫・消費期限の確認等管理を行う。非常食について、通常食 

に見合った食事が提供できるよう整備する。 

④ 一斉緊急連絡網等、職員の安否確認や指示が速やかに行える仕組みを整備する。 

⑤ 地域防災の意識を高め、区と連携して福祉避難所(江東区指定)としての役割を担う。 

（６）職員会議等 

① 朝礼 ② 職員・指導員会議 ③ 給食連絡会 ④ 感染症対策委員会 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 服薬管理の徹底 ② 感染症対策委員会マニュアルに基づいた迅速な対応 

③ 寝具乾燥等、防虫点検など日常衛生管理の推進 ④ 定期健康診断 

⑤ インフルエンザ予防接種・胸部レントゲン検診 ⑥ 保健栄養教室の開催  

⑦ 介護予防のための健康運動教室 ⑧ 居室衛生点検 ⑨ 入所時の衛生管理徹底 

（２）感染症対策 

① 感染症発症時の対応訓練 ② コロナに備えて抗原検査の継続 ③ 手洗い・うがい 

の推奨 ④ バイタルチェック ⑤ マスクの配布 ⑥ 使い捨て容器による給食提供 

（３）環境整備 

① 長期修繕計画に基づく適切な建物管理・修繕 ② 設備の不具合への迅速な対応 

③ 厨房機器等の保守点検  ④ 馬・ヤギの衛生保持・清掃 ⑤ 定期清掃 

５ 施設の社会化 

（１）社会福祉士等資格取得を目指す実習生の受入れを行い福祉の人材育成に貢献する。 

（２）区内社会福祉法人ネットワーク連絡会等の参加により地域福祉の連携を強化する。 

（３）地域住民がこども食堂や動物と触れ合う機会等を通じて施設理解の向上に繋げる。 
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保護施設通所事業 塩崎荘（定員：通所 35 人・訪問５人）     [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

令和６年度における通所訪問事業の利用率は 85％を超える見込みであり、施設における

通所事業の役割を果たすとともに安定した経営を維持できている。令和６年度から、地域枠

が５割までに拡充された。それに伴い地元区へ地域枠の紹介や江東区生活自立支援事業の

職員と協力し、依頼のあった利用者は男女年齢問わず受け入れ、地域生活の伴走に注力し

た。多様な疾病を持っている利用者の地域生活の安定のため、専門職と連携し必要に応じて

居宅訪問や通院同行を行った。生活状況に応じて必要な社会資源に繋げ、安定した地域生活

を送るために支援をしている。令和７年度は、施設退所者や地元区のみならず近隣区から生

活保護受給者を広く受け入れ、安定した地域生活を送るための社会資源の一つになりうる

よう福祉事務所と協力体制を築き事業運営を行っていく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）関係機関と協力体制を築き安定した地域生活を継続できるよう支援する。 

（２）感染症が発生した場合は、必要に応じて抗原検査を実施し、通院・療養指導を行い 

迅速な対応をとる。 

（３）食事の提供や給食サービス、金銭管理等、地域生活の定着に向けた支援を行う。 

（４）所内作業の実施や動物飼育など就労訓練事業を通じて社会参加を促す。 

（５）関係機関との連携を強化し、多様化している利用者の就労支援の充実を図る。 

（６）専門職との居宅訪問を通して健康状態の把握と維持・改善への助言・指導を行い福祉

事務所や社会資源と連携することで、地域生活の定着を図る。 

（７）災害発生時は災害伝言ダイヤルを活用した安否確認を行い、必要に応じて施設居室の

開放をすることで、災害時の緊急避難場所としての役割を果たしていく。 

（８）地元区以外の福祉事務所へも訪問を行い、通所訪問事業と地域枠の認知度を高める。 

（９）年間目標 

事業定員 

（通所 35 人・訪問５人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 90.0％  60.0％ 80.0％ 50.0％ 

令和６年度実績（見込み） 85.5％  40.0％ 80.0％ - 

令和５年度実績 91.1％  - 64.7％ - 
 

３ 管理運営 

（１）居宅生活の安定に向けた支援 

① 居宅訪問や電話連絡などを定期的に行い、居宅生活の維持を図る。 

② 利用者承諾のもと自宅の鍵を預かり、連絡が取れない場合は状況に応じた適切な対 

応を行う。 

③ 看護師や医療機関と連携し、利用者それぞれに適した方法で通院指導・調整を行う。 

④ 定期的な余暇行事を実施し、生活へのメリハリを作る。 

（２）更生施設の機能を活用した支援 

① 健康相談 ② 栄養指導 ③ 食事・個室シャワー・洗濯サービスの提供 

④ 専門相談事業の活用（法律相談、住宅相談等） 

（３）行事 

① 利用者懇談会(月１回) ② 調理実習(月１回) ③ 秋祭り ④ 余暇行事(年 10 回) 
 

３ 管理運営 

（１）日常の援助 

① 利用者のニーズを反映し、個々の意向を踏まえた個別支援計画を作成し実行する。 

② 利用者の生命や尊厳を大切にし、質の高い適切な支援を提供する。 

③ 苦情解決制度や第三者評価制度を適切に運用し、利用者の権利擁護を徹底する。 

（２）自立促進・転出促進 

① 入所時に利用目的等を共有し、適宜モニタリングする事で目的達成率の向上を図る。 

② 退所後の生活を見据えて社会資源等の情報を収集し、職員間で共有し活用する。 

（３）給食関係 

① 安心安全な食事を提供するため、徹底した衛生管理を進める。 

② 健康維持に繋がる食事、減塩・カロリー制限食等状況に応じた個別対応食を提供する。 

③ 栄養面を考慮した上で、個人の嗜好や食習慣にも配慮した食事指導を実施する。 

（４）諸行事 

① 利用者懇談会 ② 秋祭り ③ クリーンデイ ④ 健康・栄養相談 ⑤ 生活スキル向

上講座（社会マナー、教養、防犯）⑥ 福祉事務所説明会 ⑦ 余暇活動の充実 

（５）消防・防災等 

① 職域消防団と連携した自衛消防訓練と定期的な設備点検等を実施する。 

② 事業継続計画(法人策定)に加え、所独自に所長、主査不在時の体制を整備する。 

③ 災害備蓄品について、在庫・消費期限の確認等管理を行う。非常食について、通常食 

に見合った食事が提供できるよう整備する。 

④ 一斉緊急連絡網等、職員の安否確認や指示が速やかに行える仕組みを整備する。 

⑤ 地域防災の意識を高め、区と連携して福祉避難所(江東区指定)としての役割を担う。 

（６）職員会議等 

① 朝礼 ② 職員・指導員会議 ③ 給食連絡会 ④ 感染症対策委員会 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 服薬管理の徹底 ② 感染症対策委員会マニュアルに基づいた迅速な対応 

③ 寝具乾燥等、防虫点検など日常衛生管理の推進 ④ 定期健康診断 

⑤ インフルエンザ予防接種・胸部レントゲン検診 ⑥ 保健栄養教室の開催  

⑦ 介護予防のための健康運動教室 ⑧ 居室衛生点検 ⑨ 入所時の衛生管理徹底 

（２）感染症対策 

① 感染症発症時の対応訓練 ② コロナに備えて抗原検査の継続 ③ 手洗い・うがい 

の推奨 ④ バイタルチェック ⑤ マスクの配布 ⑥ 使い捨て容器による給食提供 

（３）環境整備 

① 長期修繕計画に基づく適切な建物管理・修繕 ② 設備の不具合への迅速な対応 

③ 厨房機器等の保守点検  ④ 馬・ヤギの衛生保持・清掃 ⑤ 定期清掃 

５ 施設の社会化 

（１）社会福祉士等資格取得を目指す実習生の受入れを行い福祉の人材育成に貢献する。 

（２）区内社会福祉法人ネットワーク連絡会等の参加により地域福祉の連携を強化する。 

（３）地域住民がこども食堂や動物と触れ合う機会等を通じて施設理解の向上に繋げる。 
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更生施設 本木荘 （定員：男性単身 50 人）           [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況  

令和６年度上半期の月初平均在籍人数は 40.5 人（令和５年度同時期 36.2 人）で、月初平

均在籍率は 81.0％（令和５年度同時期 72.3％）と令和５年度同時期に比して 8.7％ポイン

ト増である。９月の月初在籍率は 92.0％と平成 30 年２月（90.0％）以来、５年７カ月ぶり

に 90.0％を超えるまでに回復した。令和 7 年度は月初在籍率 100.0％を目標に地元区を始

めとする各区の入所需要に速やかに応え、各区の信頼を得ながら事業を推進していく。 

入所者の年齢層は 20 代から 80 代までと幅広く、精神疾患のある利用者が常に５割を超

えている。病院や保健所と連携を取りそれぞれの利用者特性にあった対応を適切に実施し、

通院同行などきめ細やかな支援を継続する。 

中間的就労であるトライワークプログラムでは地元企業からの内職作業の受託、足立区

委託の公園清掃の実施など従来からのメニューに加え、新たにアクセサリー作りと陶芸を

開始し、利用者からも好評を得ている。 

令和５年度の就労率は約 2.8％～7.3％で推移していたが、９月には６名が就労になり

13.3％（６名就労）と増加傾向である。就労準備ガイダンスなどで就労意欲を喚起し、トラ

イワークから外部就労への無理のない移行を促進し就労率向上を目指していく。 

また、定期的な地域清掃や地域包括支援センターと連携した高齢者向け食事会の開催な

ど地元に密着した施設運営を継続し、地元区及び関係機関から信頼される施設運営を行う。 

２ 主要目標と取組み 

（１）個別支援計画書に基づいた計画的な支援の実施 

① 利用者一人ひとりの意向を把握し個別性を尊重した支援を行う。個別支援計画書を 

利用者と福祉事務所と共有し、互いに連携しながら利用者の地域移行を実現する。 

② 荒川区・足立区・葛飾区の緊急対応枠の需要に確実に応え、迅速に対応する。入所 

後、一般利用を希望する場合は速やかに切り替える。 

③ 福祉事務所のケースワーカー向け施設説明会を開催し、施設の役割と機能を知って 

頂く機会を設け、施設利用を促進する。 

（２）地域貢献事業の強化と地域移行支援の充実 

① 入所後早期から退所後の地域生活を見据え、通所・訪問事業を積極的に活用するこ 

とにより地域生活の定着を図る。 

② 地域住民向けの行事やランチ会の定期開催などを通じて、利用者と地域住民と相互

交流の場を設ける。退所後の地域生活を見据えた社会資源との連携を強化する。 

（３）災害対策の強化 

① 頻発する地震・台風などの自然災害に備え、実効性のある避難訓練を実施する。 

② 水害避難計画を定期的に見直し、広域避難計画の検討を進める。 

③ 職員の帰宅訓練・参集訓練を含む法人一斉防災訓練を実施し、災害時の連絡方法や 

 応援職員などの体制整備を見直す。また災害備蓄品の定期的な整理を行う。 

（４）救護施設転換・受託を見据えた取り組みと人材育成 

① 救護施設転換を見据え、新利用者情報システムの活用により多職種間での利用者情

報の共有を図り、支援体制を構築する。 

② 相談しやすい職場環境の構築と実践的な OJT を実施し、職場環境の活性化を図る。 

（５）年間入所目標等（対定員利用率）   

施設定員 

（50 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標 100.0％ 80.0％ 

令和６年度実績（見込み） 85.0％ 60.0％ 

令和５年度実績 75.8％ 51.1％ 
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３ 管理運営 

（１）日常の援助（適切な個別支援の推進） 
① 個々の利用者の状況に合わせた自立支援計画書を作成し、適宜見直しを行う。心理相 
談などを活用し、関連する知識等について専門職からの助言、主任・主査からのスーパ 
ーバイズを行い、支援スキルの向上を図る。 

② 毎朝の引継ぎや定例会議、入所調整事務円滑化事業等から得た情報を共有し、必要に
応じて随時少人数でのケース検討を実施して、課題や目標へ迅速に対応していく。 

③ 地元ボランティア講師による工芸品、陶芸や園芸活動など日中活動を充実させ、利用
者の個別支援の推進と合わせて集団支援の場として活用する。 

（２）自立促進・転出促進（就労・居宅生活に向けての支援） 
① 利用者の能力に合わせたトライワークを提供し、活動の中から得られた利用者特性を
共有していく。また、参加する利用者の意欲向上、自信の回復を図る。 

② 就労支援対象者に対する就労準備ガイダンスを実施する。（月１回） 
③ 「ステップハウス事業」「通所事業」「生活訓練室」を活用し、地域移行を図る。 
④ 住宅相談の活用や不動産情報等の有効活用を行い、効果的な転宅支援を行う。 

（３）給食関係（適切な食事の提供） 
① 健康状態に応じた治療食(アレルギー食、塩分制限食等)の提供を行う。 
② 退所後も健康的な生活が出来るように、積極的な栄養相談を実施していく。 
③ 郷土料理等ご当地メニュー（月１回） ④セレクトメニュー（月１回） 

（４）諸行事 
① 利用者懇談会(年12回) ② 秋祭り(年１回) ③調理実習(年10回) 
④ アルコールミーティング(年12回) ⑤ 旅行会(年２回) ⑥ ソフトボール会(都度) 
⑦ ボウリング会(年１回) ⑧ 防災学習会・防災食試食会(年１回) ⑨作業懇談会(都度) 

（５）消防・防災等 
① 自衛消防訓練（月１回）総合訓練、地震・水害想定の防災訓練 
② 非常用備品の定期点検・上級救命技能講習の受講 

（６） 職員会議等 
① 利用者状況・施設運営報告（毎朝各職員より） ② 自立支援会議（月２回） 
③ 職員会議（月１回） ④ 給食連絡会（月１回） ⑤ ケース検討会（年３回） 
⑥ 感染症対策委員会（年４回） 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生（健康状態の把握、健康増進） 
① 嘱託医による入所時健診、健康相談（月６回）② 看護師による入所面接、健康相談 
③ 服薬管理と自己管理への移行支援 ④ 定期健康診断（年２回） 
⑤ 保健栄養教室（年５回） ⑥ インフルエンザ予防接種（年１回） 
⑦ 居室確認による利用者への衛生指導（月１回） ⑧ ラジオ体操（月～土の朝）  
⑨ 体重測定（月１回） ⑩ 健康カード利用推進 ⑪ 検温・体調確認（毎日） 

（２）衛生保持・感染予防（衛生習慣習得による疾病予防） 
① 手洗い・うがい・手指消毒励行 ② 入浴（週４回）③ シャワー浴（週３回） 
④ シーツ交換（月３回）・寝具乾燥（月１回） ⑤ 理髪（月１回）  

（３）環境整備（施設内外の清掃徹底） 
① 利用者による施設内外の清掃(各階掃除当番、季節毎に全員参加での大掃除) 
② 委託専門業者による床・ガラス清掃、カーテンクリーニング、防虫消毒の実施 
③ 快適性向上のための施設整備（花壇植栽美化、緑化推進等） 

５ 施設の社会化 

１）地域との交流促進・実習生受け入れ・広報等 
① 絆のあんしんネットワーク、アルコール関連問題ネットワーク、精神保健福祉情報 
ネットワーク、おりづる会、こころの健康フェスティバル等への継続参加 
② 地域包括支援センターと連携した地域食事会の継続  
③ 足立区所管の公園清掃実施 
④ 地域清掃クリーンデイの実施（月１回）⑤ 実習生の受入（社会福祉士）  

更生施設 本木荘 （定員：男性単身 50 人）           [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況  

令和６年度上半期の月初平均在籍人数は 40.5 人（令和５年度同時期 36.2 人）で、月初平

均在籍率は 81.0％（令和５年度同時期 72.3％）と令和５年度同時期に比して 8.7％ポイン

ト増である。９月の月初在籍率は 92.0％と平成 30 年２月（90.0％）以来、５年７カ月ぶり

に 90.0％を超えるまでに回復した。令和 7 年度は月初在籍率 100.0％を目標に地元区を始

めとする各区の入所需要に速やかに応え、各区の信頼を得ながら事業を推進していく。 

入所者の年齢層は 20 代から 80 代までと幅広く、精神疾患のある利用者が常に５割を超

えている。病院や保健所と連携を取りそれぞれの利用者特性にあった対応を適切に実施し、

通院同行などきめ細やかな支援を継続する。 

中間的就労であるトライワークプログラムでは地元企業からの内職作業の受託、足立区

委託の公園清掃の実施など従来からのメニューに加え、新たにアクセサリー作りと陶芸を

開始し、利用者からも好評を得ている。 

令和５年度の就労率は約 2.8％～7.3％で推移していたが、９月には６名が就労になり

13.3％（６名就労）と増加傾向である。就労準備ガイダンスなどで就労意欲を喚起し、トラ

イワークから外部就労への無理のない移行を促進し就労率向上を目指していく。 

また、定期的な地域清掃や地域包括支援センターと連携した高齢者向け食事会の開催な

ど地元に密着した施設運営を継続し、地元区及び関係機関から信頼される施設運営を行う。 

２ 主要目標と取組み 

（１）個別支援計画書に基づいた計画的な支援の実施 

① 利用者一人ひとりの意向を把握し個別性を尊重した支援を行う。個別支援計画書を 

利用者と福祉事務所と共有し、互いに連携しながら利用者の地域移行を実現する。 

② 荒川区・足立区・葛飾区の緊急対応枠の需要に確実に応え、迅速に対応する。入所 

後、一般利用を希望する場合は速やかに切り替える。 

③ 福祉事務所のケースワーカー向け施設説明会を開催し、施設の役割と機能を知って 

頂く機会を設け、施設利用を促進する。 

（２）地域貢献事業の強化と地域移行支援の充実 

① 入所後早期から退所後の地域生活を見据え、通所・訪問事業を積極的に活用するこ 

とにより地域生活の定着を図る。 

② 地域住民向けの行事やランチ会の定期開催などを通じて、利用者と地域住民と相互

交流の場を設ける。退所後の地域生活を見据えた社会資源との連携を強化する。 

（３）災害対策の強化 

① 頻発する地震・台風などの自然災害に備え、実効性のある避難訓練を実施する。 

② 水害避難計画を定期的に見直し、広域避難計画の検討を進める。 

③ 職員の帰宅訓練・参集訓練を含む法人一斉防災訓練を実施し、災害時の連絡方法や 

 応援職員などの体制整備を見直す。また災害備蓄品の定期的な整理を行う。 

（４）救護施設転換・受託を見据えた取り組みと人材育成 

① 救護施設転換を見据え、新利用者情報システムの活用により多職種間での利用者情

報の共有を図り、支援体制を構築する。 

② 相談しやすい職場環境の構築と実践的な OJT を実施し、職場環境の活性化を図る。 

（５）年間入所目標等（対定員利用率）   

施設定員 

（50 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標 100.0％ 80.0％ 

令和６年度実績（見込み） 85.0％ 60.0％ 

令和５年度実績 75.8％ 51.1％ 
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保護施設通所事業本木荘（定員：通所 23人・訪問２人）     [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 
 令和６年度は更生施設退所後に通所訪問事業を利用する利用者が増加した。また、地域枠

による事業利用者の受入を行った。日々の所内作業や区委託事業である公園清掃などの日

中活動を着実に実施した。また鉄板焼き会や食事会、更生施設と合同行事である調理実習や

秋まつりなど一年をとおして季節感を感じられる行事を開催した。 
また月２回の支援会議や日誌等を通じ、日頃から利用者情報の共有を徹底し、栄養士及び

看護師も訪問を実施するなど、施設全体でフォローしていく体制を維持していく。 
 利用者数は年度当初の 18人から 10月には通所事業の利用者の定員 23名に達したため訪

問事業や OB 事業への移行を行っていく。また令和７年度も週２回の安否確認を継続しイン

フルエンザや熱中症なども含め、体調の変化に関する相談に速やかに対応できるよう見守

りを行うなど、利用者から相談し易く頼られる施設運営を行っていく。 
２ 主要目標と取組み 
（１）本木荘トライワーク・プログラム、更生施設機能等を活用した支援の提供 
（２）感染症拡大防止対策の継続（検温、手指消毒、体調や健康状態の確認、各種資料や

情報の提供、衛生対策の啓発・指導等） 
（３）福祉事務所や病院等の関係機関と連携した支援の実施 
（４）通所時の見守りや定期的な訪問を通した、福祉事務所との情報共有 
（５）年間目標 

事業定員 

（通所 23 人・訪問２人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 95.7％ 75.0％ 100％ 100％ 

令和６年度実績（見込み） 85.5％ 0.0％ 67.7％ - 

令和５年度実績 74.4％ 0.5％ 85.7％ 100％ 
 

３ 管理運営 
（１）専門的サービスの提供 
  ① 本木荘トライワーク・プログラムの提供 

② 更生施設機能を活用したサービス提供（食事、入浴、洗濯等） 
③ 嘱託医・看護師による健康相談（健康管理支援） 
④ 栄養士による食事指導（栄養相談、調理実習等） 
⑤ 就労支援（各種情報提供、面接・履歴書作成等の対策、就労継続サポート等） 
⑥ 利用者支援事業の活用（心理相談、法律相談、住宅相談等） 

（２）個別プログラム 
① 日常生活支援（食事サービスの利用、各種事務手続き、各種の関係機関との調整） 
② 金銭管理支援（収支状況の確認と助言、預り金を含む金銭管理等） 
③ 衛生管理支援（居室清掃、入浴・洗濯の確認、衛生維持に関わる助言・指導、通所 
時の体調確認、感染症に関わる情報提供・啓発・指導等） 
④ 関係機関との連携、社会資源の活用支援 

（３）諸行事（集団プログラム） 
① 通所事業単独行事：通所懇談会（月１回）、調理実習（随時）、旅行会（年１回）、
クリスマス会（年１回）、鉄板焼き会（年１回）、食事会（年１回） 
② 更生施設との合同行事：保健栄養教室、秋祭り、金属加工、陶芸、園芸作業等 

４ その他 
（１）緊急時等における対応 

① 緊急時の電話相談・居宅訪問 
② 安否連絡が取れない場合、関係機関への連絡、居宅への緊急訪問実施 
③ 更生施設での緊急一時宿泊対応の実施 

（２）事業終了者へのアフターフォロー（OB・OG地域生活支援事業） 
（３）地域包括支援センター等と各種行事へ相互に参加・協力を行い地域交流促進 
（４）震災・水害発生時の連絡や対応方法について、啓発・指導・各種の情報提供実施  
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更生施設 けやき荘（定員：女性単身 30 人）           [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

 令和６年度も引き続き救護施設対象となるような精神科領域の疾患を持つ利用者が多

く、入浴の一部介助をはじめ個別対応を求められる状況が続いている。このような利用者に

対応するため、介護チェアの導入等設備・備品を整備し、所内作業・けやきプログラム・ト

ライワーク等日中活動の充実・強化に尽力している。加配職員が中心となり困難な課題を抱

える利用者への支援をより充実させるため、定期的に職員学習会を実施し支援力向上を図

っている。他に同種施設間の職員交流を積極的に実施し支援課題やスキルの共有にも努め

ている。また、激甚化する災害に備え、施設の備蓄品を見直すと共に利用者個々の災害対応

力を向上させる働きかけ等も開始した。 

 利用率向上を図る取組みとしては、令和５年度に引き続き施設連絡会（福祉事務所等向け

の説明会）を実施すると共に、福祉事務所へ出向いての施設利用案内も行い、令和６年度後

半から利用率が向上し始めている。 

 地域に密着した施設運営のため、地域行事への参加や地域住民向けけやきランチ提供、近

隣福祉施設との交流なども積極的に行っている。  

２ 主要目標と取組み 

（１）利用率向上を視野に入れた利用者支援の充実強化 

① 個別支援計画に基づく支援の充実。日常生活支援だからこそ見える利用者個々の課 

題と強みを明確化した個別支援計画書を作成し利用者や福祉事務所と共有していく。 

② 利用者情報システムの活用による情報の共有化、及び課題解決型支援と伴走型支援 

を併用したチーム支援により、救護施設対象者への支援の充実を図る。 

③ 通所・訪問事業、ステップハウス事業との一体運用をより強化し、福祉事務所等の 

関係機関と連携して利用者個々の状況に応じた早期地域移行を図る。 

（２）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

① 外部講師を招いた定期的なグループスーパービジョンを導入。 

② 主任を主軸とした個別支援ミーティングの定期的な実施。 

③ 介助・介護に関する技術を習得するための所内研修の企画実施。 

④ 法人内外の女性支援に関係する施設等と共同での学習会や意見交換会を開催する。 

（３）安心安全な施設運営の推進 

① 防災対策担当チームを編成し、様々な災害に対応できるよう対応力強化を図る。 

② 防災士による助言を受けた実践的な対策を実施する。 

③ 利用者の防災意識向上のため利用者支援プログラム等を活用し働きかけを行う。 

④ 感染症対策委員会を中心とした感染対策向上に資する発信と実践を行う。 

（４）年間目標 

 

 

 

 

 

 

施設定員 

（30 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標 96.6％ 83.0％ 

令和６年度実績（見込み） 90.0％ 65.0％ 

令和５年度実績 81.9％ 57.5％ 

３ 管理運営 

（１）日常の支援 

① 利用者・福祉事務所の意向を踏まえた個別支援計画を作成し、計画的に支援する。 

 

保護施設通所事業本木荘（定員：通所 23人・訪問２人）     [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 
 令和６年度は更生施設退所後に通所訪問事業を利用する利用者が増加した。また、地域枠

による事業利用者の受入を行った。日々の所内作業や区委託事業である公園清掃などの日

中活動を着実に実施した。また鉄板焼き会や食事会、更生施設と合同行事である調理実習や

秋まつりなど一年をとおして季節感を感じられる行事を開催した。 
また月２回の支援会議や日誌等を通じ、日頃から利用者情報の共有を徹底し、栄養士及び

看護師も訪問を実施するなど、施設全体でフォローしていく体制を維持していく。 
 利用者数は年度当初の 18人から 10月には通所事業の利用者の定員 23名に達したため訪

問事業や OB 事業への移行を行っていく。また令和７年度も週２回の安否確認を継続しイン

フルエンザや熱中症なども含め、体調の変化に関する相談に速やかに対応できるよう見守

りを行うなど、利用者から相談し易く頼られる施設運営を行っていく。 
２ 主要目標と取組み 
（１）本木荘トライワーク・プログラム、更生施設機能等を活用した支援の提供 
（２）感染症拡大防止対策の継続（検温、手指消毒、体調や健康状態の確認、各種資料や

情報の提供、衛生対策の啓発・指導等） 
（３）福祉事務所や病院等の関係機関と連携した支援の実施 
（４）通所時の見守りや定期的な訪問を通した、福祉事務所との情報共有 
（５）年間目標 

事業定員 

（通所 23 人・訪問２人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 95.7％ 75.0％ 100％ 100％ 

令和６年度実績（見込み） 85.5％ 0.0％ 67.7％ - 

令和５年度実績 74.4％ 0.5％ 85.7％ 100％ 
 

３ 管理運営 
（１）専門的サービスの提供 
  ① 本木荘トライワーク・プログラムの提供 

② 更生施設機能を活用したサービス提供（食事、入浴、洗濯等） 
③ 嘱託医・看護師による健康相談（健康管理支援） 
④ 栄養士による食事指導（栄養相談、調理実習等） 
⑤ 就労支援（各種情報提供、面接・履歴書作成等の対策、就労継続サポート等） 
⑥ 利用者支援事業の活用（心理相談、法律相談、住宅相談等） 

（２）個別プログラム 
① 日常生活支援（食事サービスの利用、各種事務手続き、各種の関係機関との調整） 
② 金銭管理支援（収支状況の確認と助言、預り金を含む金銭管理等） 
③ 衛生管理支援（居室清掃、入浴・洗濯の確認、衛生維持に関わる助言・指導、通所 
時の体調確認、感染症に関わる情報提供・啓発・指導等） 
④ 関係機関との連携、社会資源の活用支援 

（３）諸行事（集団プログラム） 
① 通所事業単独行事：通所懇談会（月１回）、調理実習（随時）、旅行会（年１回）、
クリスマス会（年１回）、鉄板焼き会（年１回）、食事会（年１回） 
② 更生施設との合同行事：保健栄養教室、秋祭り、金属加工、陶芸、園芸作業等 

４ その他 
（１）緊急時等における対応 

① 緊急時の電話相談・居宅訪問 
② 安否連絡が取れない場合、関係機関への連絡、居宅への緊急訪問実施 
③ 更生施設での緊急一時宿泊対応の実施 

（２）事業終了者へのアフターフォロー（OB・OG地域生活支援事業） 
（３）地域包括支援センター等と各種行事へ相互に参加・協力を行い地域交流促進 
（４）震災・水害発生時の連絡や対応方法について、啓発・指導・各種の情報提供実施  
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② 全職員で支援会議を実施し、組織的な支援を展開し支援力の向上を図る。 

③ 夜間・土日祝日の職員体制を維持し、複雑化する利用者課題に対応する。 

④ 利用者懇談会、意見箱、第三者評価結果を踏まえた利用者の権利擁護の推進を図る。 

（２）自立促進・転出促進 

① 生活リズム形成と地域生活への意欲向上を図るため、所内作業や所内プログラム活 

動、デイケア参加等の日中活動の促しを行う。 

② 通院支援、服薬管理及び段階的な自己管理に向けた支援を行う。 

③ ステップハウス事業を活用し、円滑な地域生活移行を行う。 

（３）給食関係 

① 利用者の健康状態に合わせた安全で適切な食事を提供する。 

② 食生活から生活改善や健康回復を働きかけ、利用者支援の向上を目指す。 

③ 給食委託費（原材料費）の支出状況を四半期ごとに検証し、献立を調整する等、費用 

対効果を意識した適正な食事提供を行う。 

④ 職員、委託業者及び利用者向けに食中毒防止研修を実施する。 

⑤ 季節を感じられる行事食を提供する。 

（４）諸行事 

① 居宅生活に向けた個別調理実習（適宜） ② 利用者懇談会（月１回）  

③ けやきプログラム（地域生活講話、運動療法、教育講座など） ④ 地域行事 

（５）消防・防災・防犯対策等 

① 自衛消防訓練（火災、地震、風水害、夜間等多様な場面を想定した訓練、月１回） 

② BCP に基づいた訓練の実施と必要に応じた見直し、非常用備品の定期点検と補充 

③ 消防用設備、非常通報装置等定期点検 

（６）職員会議等 

① 朝礼（毎朝）② 支援会議（月１回）③ 職員会議（月１回）④ 給食連絡会（月１回） 

⑤ 個別支援プログラム会議（各入所者ごと）⑥ その他 地域・施設間連絡会議等 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 利用者の服薬管理・指導、嘱託医による健康相談、定期健康診断、インフルエンザ予 

防接種、血圧・体重測定、入所時における心身状態確認を実施する。 

② 衛生的な生活環境の確保 

ア 寝具乾燥・シーツ交換  イ クリーンデー（月１回） ウ 入浴・シャワー浴（毎日） 

エ 防虫調査（年６回）    オ 業者による居室及び床清掃（年６回） 

③ 感染症対策委員会（年４回）主導での研修や実地訓練を企画実施する。 

（２）環境整備 

利用者スペースや執務環境の衛生保持のため専門業者による清掃を実施する。 

５ 施設の社会化 

（１）地域交流事業 

① けやき荘地域連絡協議会の開催  ② 町会との連携（AED 常設、地元社協連絡会参加） 

③ 平日毎朝の町会高齢者クラブとのラジオ体操の実施  ④ けやきランチの提供 

（２）福祉系大学等からの社会福祉士実習生の受入れ 

（３）福祉事務所・医療機関等との施設連絡会の実施 

（４）法人内女性支援施設等との事例検討や勉強会の企画実施 

（５）外部女性支援関連施設等との情報交換会や勉強会の企画実施  
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保護施設通所事業 けやき荘（定員：通所 14 人・訪問１人）    [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

 更生施設との一体運営により利用率は安定しており、令和６年度内には利用率 100％にな

る見込みである。救護施設対象と思われる利用者や様々な課題を抱えた若年利用者に対し

ても、福祉事務所と連携し更生施設利用期間から通所事業を想定した個別支援計画を作成

し支援している。また、単身生活の経験が少なく課題がある利用者には、段階的な地域生活

への移行のためにステップハウスを活用した支援も行っている。 

通所事業利用後は各種社会資源の活用を進め、利用者と新たな支援機関の関係が軌道に

のるまで繰り返し調整を図り、利用者が安心して地域生活を送ることができるよう細やか

に支援し福祉事務所からも信頼を得ている。今後も利用者ニーズに応えつつ地域の関係機

関との連携を強化し社会資源の活用を促進し安心安全な地域生活の定着を目指していく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）更生施設との一体運営による利用率の維持 

施設生活より居宅生活の中で生活能力のアセスメントが必要と判断した利用者につ

いて、通所事業へ移行し、地域での支援を行っていく。福祉事務所にも入所当初から通

所事業について説明し、事業利用に繋げる。 

（２）通所事業終了後を見据えた地域社会資源等の利用促進 

   通所事業終了後を見据えた適切な目標設定と地域社会資源の利用促進を行う。 

（３）日中プログラムの開発と提供 

   更生施設と共同で所内作業や多様なプログラムを実施し、日中活動の場を提供する。 

 事業定員 

（通所 14 人・訪問１人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 100.0％  100.0％  100.0％ 100.0％ 

令和６年度実績（見込み） 89.3％  100.0％  100.0％    － 

令和５年度実績 77.9％  33.3％  66.6％ － 
 

３ 管理運営 

（１）居宅生活安定に向けた支援 

① 日常生活支援（通所･訪問を通じた生活把握、個別事情に即した支援、緊急時の支援） 

② 健康管理支援（看護師・嘱託医による健康相談、必要時の通院同行及び入退院支援） 

③ 栄養管理支援（個別喫食状況の確認、栄養士による個別調理指導や買い物支援） 

④ 金銭管理支援（家計費の状況把握と計画的支出の支援、預り金を含む金銭管理） 

⑤ 衛生管理支援（居室清掃、入浴、洗濯、ゴミ出しの支援） 

⑥ 就労・日中活動支援（利用終了後に向けた障害福祉サービス等地域社会資源の紹介） 

⑦ 関係機関連絡調整（福祉事務所、訪問看護ステーション、保健所、医療機関等） 

⑧ ステップハウスを活用したアパート転宅訓練の実施 

（２）更生施設の機能を活用した支援 

① 所内作業の活用   ② 食事・入浴・洗濯サービスの提供   ③ 緊急宿泊 

④ プログラム活動（危機管理支援、SST、余暇支援、災害対策支援、各種講座等） 

（３）その他 

  ① 通所事業終了時には OG 地域生活支援事業を案内し地域生活の継続を支援する。 

  ② 近隣の福祉事務所等へ地域枠利用の働きかけを行っていく。   

② 全職員で支援会議を実施し、組織的な支援を展開し支援力の向上を図る。 

③ 夜間・土日祝日の職員体制を維持し、複雑化する利用者課題に対応する。 

④ 利用者懇談会、意見箱、第三者評価結果を踏まえた利用者の権利擁護の推進を図る。 

（２）自立促進・転出促進 

① 生活リズム形成と地域生活への意欲向上を図るため、所内作業や所内プログラム活 

動、デイケア参加等の日中活動の促しを行う。 

② 通院支援、服薬管理及び段階的な自己管理に向けた支援を行う。 

③ ステップハウス事業を活用し、円滑な地域生活移行を行う。 

（３）給食関係 

① 利用者の健康状態に合わせた安全で適切な食事を提供する。 

② 食生活から生活改善や健康回復を働きかけ、利用者支援の向上を目指す。 

③ 給食委託費（原材料費）の支出状況を四半期ごとに検証し、献立を調整する等、費用 

対効果を意識した適正な食事提供を行う。 

④ 職員、委託業者及び利用者向けに食中毒防止研修を実施する。 

⑤ 季節を感じられる行事食を提供する。 

（４）諸行事 

① 居宅生活に向けた個別調理実習（適宜） ② 利用者懇談会（月１回）  

③ けやきプログラム（地域生活講話、運動療法、教育講座など） ④ 地域行事 

（５）消防・防災・防犯対策等 

① 自衛消防訓練（火災、地震、風水害、夜間等多様な場面を想定した訓練、月１回） 

② BCP に基づいた訓練の実施と必要に応じた見直し、非常用備品の定期点検と補充 

③ 消防用設備、非常通報装置等定期点検 

（６）職員会議等 

① 朝礼（毎朝）② 支援会議（月１回）③ 職員会議（月１回）④ 給食連絡会（月１回） 

⑤ 個別支援プログラム会議（各入所者ごと）⑥ その他 地域・施設間連絡会議等 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 利用者の服薬管理・指導、嘱託医による健康相談、定期健康診断、インフルエンザ予 

防接種、血圧・体重測定、入所時における心身状態確認を実施する。 

② 衛生的な生活環境の確保 

ア 寝具乾燥・シーツ交換  イ クリーンデー（月１回） ウ 入浴・シャワー浴（毎日） 

エ 防虫調査（年６回）    オ 業者による居室及び床清掃（年６回） 

③ 感染症対策委員会（年４回）主導での研修や実地訓練を企画実施する。 

（２）環境整備 

利用者スペースや執務環境の衛生保持のため専門業者による清掃を実施する。 

５ 施設の社会化 

（１）地域交流事業 

① けやき荘地域連絡協議会の開催  ② 町会との連携（AED 常設、地元社協連絡会参加） 

③ 平日毎朝の町会高齢者クラブとのラジオ体操の実施  ④ けやきランチの提供 

（２）福祉系大学等からの社会福祉士実習生の受入れ 

（３）福祉事務所・医療機関等との施設連絡会の実施 

（４）法人内女性支援施設等との事例検討や勉強会の企画実施 

（５）外部女性支援関連施設等との情報交換会や勉強会の企画実施  
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更生施設 千駄ヶ谷荘（定員：男性単身 60 人）         [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

 ５類移行後のコロナは、重症化率及び致死率が低下しているものの、基礎疾患を有し

た利用者が当施設には常時在籍しているため、引き続き安心安全を確保した事業運営に

努めていかなければならない。そのためには、利用者の健康状態を日々把握し、各専門

職が連携することによって各種感染症に対しても幅広く対応能力を向上させながら、基

礎的な安全対策を継続していく。 

令和６年度の入所においても、半数程度が病院退院後の入所で、その大半が精神科領

域の疾患である。利用者の身体的・精神的特性、病歴、生活歴、就労歴、本人意向につ

いて総合的に把握しながら、個別支援計画を策定した。また、日常的なモニタリング等

による行動評価で気づいた病状変化や方針変更の必要に伴い、創意工夫しながら個別性

に配慮した福祉サービスを提供している。 

令和７年度は、「施設入所者、事業利用者の増加」・「救護施設転換及び受託を見据え

た人材育成」・「感染症や自然災害への対応力強化」の３点を重点項目として設定し、

事業運営を進めていく。また、多様化・複雑化した課題に対して適切に対応できるよう

に、共通言語としての国際生活機能分類（以下「ICF」という）を活用したアセスメン

トシートの応用とともに、利用者情報システムによる情報共有を行うことで、柔軟かつ

強固な組織体制を構築していく。 

２ 主要目標と取組 

（１）施設入所者、事業利用者の増加 

① 施設の生活環境を考慮し、地域生活を想定した支援を柔軟に実施する。 

② 金銭・服薬管理、健康、栄養の相談など、地域生活に不安や課題を抱える利用者 

は退所後も支援継続できるように通所事業との一体的な支援を提供する。 

③ 設置区の需要に応える緊急枠を活用する。 

（２）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

① 共通言語としての ICF を活用したアセスメントシートをもとに、個別支援計画・ 

経過報告・実績報告を用いて、関係機関との連携や職員全体での共通認識の強化を 

図る。そして、加配職員の専門性を活用することで支援の質を高めていく。 

② 栄養士や看護師（専門職）による支援力の向上のための学習会を実施する。 

③ 業務改善・気づき・アイデアの継承を目的として、Before＆After 報告書を保存 

する。 

④ 利用者情報システムの活用により、業務効率化と情報共有を強化する。 

（３）安心・安全の施設運営に向けた取組み 

① コロナ、インフルエンザ予防対策として、看護師と職員による体調チェック巡 

回、発熱者に対してはゾーニングにより、まん延防止対策を徹底することでクラス 

ターを未然に防ぐ。 

② 火災・自然災害に備え、個々の対応力向上のため、実践的訓練を実施する。 

③ 緊急時対応ファイルを整備して、必要情報を集約する。 

④ 感染症及び火災・自然災害にも対応可能とする BCP の策定と検証を実施する。 

（４）年間入所目標 

 

 

施設定員 

（60 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標  70.0％ 70.0％ 

令和６年度実績（見込み） 51.3％ 72.2％ 

令和５年度実績       63.8％ 69.7％ 
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３ 管理運営 

（１）日常の支援 

① 円滑な地域生活の移行に向けて、身体的・精神的特性や生活歴、就労歴、能力、 

本人希望などを丁寧に把握しながら、共通言語としての ICF を活用したアセスメン 

トシートを基に、個別支援計画、経過報告、実績報告を用いて福祉事務所と連携を 

図る。また、日常的なモニタリングによる行動評価の実施により、適切な支援に結 

び付けていく。 

② トライワークを通じ、個々の特性に合わせた就労支援を実施する。 

③ 利用者支援事業の心理相談や、医療機関等と連携を図り、精神・知的及び発達障 

がい、依存症を抱える利用者への専門的・包括的な支援を実践する。 

④ 困難事例を共有し、組織的な支援を実践しながら全体の支援力向上を図る。 

（２）自立促進・転出促進 

① 支援計画をもとに方針を利用者や関係者と適宜共有し、地域移行率を高める。 

② 退所後を見据えた社会資源の開拓と情報を収集し、職員間で活用する。 

③ ステップハウス事業を活用し、地域定着を図る。 

（３）給食関係 

① 「日本人の食事摂取基準」に基づく献立、季節の行事食を提供する。 

② 栄養士の視点を支援に活かし、食生活改善による QOL の向上に繋げる。 

③ 生活習慣に配慮した選択食、疾病の状態にあわせた治療食を提供する。 

（４）諸行事 

①対話型懇談会（年 12 回）②クリーンデー（年 24 回）③調理食育教室（年６回）  

④保健栄養教室（年４回） ⑤施設外周美化（年４回） ⑥町会行事（随時） 

（５）消防・防災等 

① 避難訓練を毎月実施する（総合訓練、地震、洪水、夜間、SNS 緊急連絡）。 

② 非常用備品の点検補充を実施する。 ③ 施設内巡回、鍵の取扱いを徹底する。 

（６）定例会議（朝礼、職員会議、支援会議、感染症対策委員会、給食連絡会） 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 施設内健康診断、胸部レントゲン撮影、インフルエンザワクチン接種を実施す 

る。 

② 保健栄養教室を実施し、体調管理能力向上と健康増進に努める。 

（２）感染症対策 

① 感染症等対策委員会（年 12 回）を開催し、現状の対応・対策等を検証する。 

② 感染症発生時の対応を明確にするため、対応を可視化して共有する。  

（３）環境整備 

① 利用者による施設内外清掃（各階当番、大掃除、クリーンデー、園芸活動） 

② 委託業者による床清掃、ガラス清掃、浴室清掃、防虫消毒の実施 

③ 施設内の環境測定やヒヤリハット報告書の作成・共有により、利用者の生活環境 

や職員の職場環境における安全性を高める。 

５ 施設の社会化 

（１）施設機能強化推進事業 

①施設外周美化  ②クリーンデー  ③保健栄養教室  ④調理食育教室 

（２）第一種社会福祉事業として、医療機関等の関係機関における専門性向上に向けた

ニーズに対応する。 

（３）大学や専門学校からの実習生を受け入れ、福祉人材の育成に貢献する。  

更生施設 千駄ヶ谷荘（定員：男性単身 60 人）         [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

 ５類移行後のコロナは、重症化率及び致死率が低下しているものの、基礎疾患を有し

た利用者が当施設には常時在籍しているため、引き続き安心安全を確保した事業運営に

努めていかなければならない。そのためには、利用者の健康状態を日々把握し、各専門

職が連携することによって各種感染症に対しても幅広く対応能力を向上させながら、基

礎的な安全対策を継続していく。 

令和６年度の入所においても、半数程度が病院退院後の入所で、その大半が精神科領

域の疾患である。利用者の身体的・精神的特性、病歴、生活歴、就労歴、本人意向につ

いて総合的に把握しながら、個別支援計画を策定した。また、日常的なモニタリング等

による行動評価で気づいた病状変化や方針変更の必要に伴い、創意工夫しながら個別性

に配慮した福祉サービスを提供している。 

令和７年度は、「施設入所者、事業利用者の増加」・「救護施設転換及び受託を見据え

た人材育成」・「感染症や自然災害への対応力強化」の３点を重点項目として設定し、

事業運営を進めていく。また、多様化・複雑化した課題に対して適切に対応できるよう

に、共通言語としての国際生活機能分類（以下「ICF」という）を活用したアセスメン

トシートの応用とともに、利用者情報システムによる情報共有を行うことで、柔軟かつ

強固な組織体制を構築していく。 

２ 主要目標と取組 

（１）施設入所者、事業利用者の増加 

① 施設の生活環境を考慮し、地域生活を想定した支援を柔軟に実施する。 

② 金銭・服薬管理、健康、栄養の相談など、地域生活に不安や課題を抱える利用者 

は退所後も支援継続できるように通所事業との一体的な支援を提供する。 

③ 設置区の需要に応える緊急枠を活用する。 

（２）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

① 共通言語としての ICF を活用したアセスメントシートをもとに、個別支援計画・ 

経過報告・実績報告を用いて、関係機関との連携や職員全体での共通認識の強化を 

図る。そして、加配職員の専門性を活用することで支援の質を高めていく。 

② 栄養士や看護師（専門職）による支援力の向上のための学習会を実施する。 

③ 業務改善・気づき・アイデアの継承を目的として、Before＆After 報告書を保存 

する。 

④ 利用者情報システムの活用により、業務効率化と情報共有を強化する。 

（３）安心・安全の施設運営に向けた取組み 

① コロナ、インフルエンザ予防対策として、看護師と職員による体調チェック巡 

回、発熱者に対してはゾーニングにより、まん延防止対策を徹底することでクラス 

ターを未然に防ぐ。 

② 火災・自然災害に備え、個々の対応力向上のため、実践的訓練を実施する。 

③ 緊急時対応ファイルを整備して、必要情報を集約する。 

④ 感染症及び火災・自然災害にも対応可能とする BCP の策定と検証を実施する。 

（４）年間入所目標 

 

 

施設定員 

（60 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標  70.0％ 70.0％ 

令和６年度実績（見込み） 51.3％ 72.2％ 

令和５年度実績       63.8％ 69.7％ 
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保護施設通所事業 千駄ヶ谷荘（定員：通所 27 人・訪問３人）  [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

千駄ヶ谷荘退所後に地域で安定した生活を継続できるように、アセスメント・モニタリン

グシートの活用、個別支援計画を軸とした定期的な効果測定によって関係機関と連携しな

がらの安否確認や救急対応など様々な問題に対処していく。併せて、長期的支援を要するケ

ースについては、ステップハウス事業を活用することにより、包括的な支援体制を構築し、

段階的な地域移行・地域定着を目指す。 

地域生活における課題解決のため、必要に応じて各種福祉サービスを開拓し有効活用し

ていく。また、利用促進を図るため、個別支援計画を軸とした地域包括ケアシステムによる

支援と近隣地区の生活保護受給者に通所地域枠を提案していく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）施設入所者、事業利用者の増加 

個別支援計画を軸とした地域包括ケアシステムによる支援の展開によって、事業の 

有効性を実施機関に理解してもらい、利用促進を図る。 

（２）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

アセスメント・モニタリングシートの活用、個別支援計画をもとに定期的な効果測 

定によって福祉事務所・関係機関と連携し、職員全体での共通認識の強化を図ること 

で安定した地域生活の継続と支援の質を高めていく。 

（３）地域の社会資源と連携した継続的な支援 

地域特性を活かした社会資源と連携し、地域生活継続のための環境調整を行う。 

（４）地域で孤立を防ぎ他者と円滑に交流のできる行事やプログラムの提供 

他者との会食をとおして孤立予防を図る運営ミーティングを実施する。 

また、高齢化に伴うフレイルの予防として、各行事ではタオル体操や嚥下機能体操 

等を実施し、身体機能の維持を図る。 

（５）年間利用目標 

事業定員 

（通所 27 人・訪問３人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 85.0％  ―  100.0％ ―  

令和６度実績（見込み） 83.6％  ―  75.0％ ―  

令和５度実績 79.7％  41.6％  76.4％ 100% 

３ 管理運営 

（１）地域生活支援プログラム 
① 日常生活支援（週１回以上の生活状況の確認、感染対策支援、各種手続き支援等） 
② 金銭管理支援（通帳管理による金銭管理指導、家賃等の支払状況確認） 
③ 健康管理支援（看護師・嘱託医による健康相談、看護師訪問指導、通院同行等） 
④ 栄養管理支援（｢日本人の食事摂取基準｣に基づく食事サービスの提供、栄養指導） 
⑤ その他   （衛生管理、専門相談、地域機関連携） 

（２）行事 
① 調理食育教室、保健栄養教室、施設外周美化 
② 散歩会、社会見学、花見、高齢者身体機能維持体操 
③ 茶話会、運営ミーティング  

４ その他 

① 低額・無料の食事サービス提供による健康的な食事習慣の意識付けを図る。  
② 通所だよりを郵送して、開催予定の行事案内などをお知らせする。 
③ ステップハウス事業を活用した地域移行支援を行う。 
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更生施設 新塩崎荘（定員：男子単身 100 人）          [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

入所率は令和６年度当初の78％から年度後半には約90％まで回復した。利用者の属性は、

精神科領域の疾病・障がいのある方が５割弱、65 歳以上の高齢者と 39 歳以下の若年層が２

割～３割で推移し大きな変化はない。個室ニーズは依然として高く、入所調整は常時 10 名

以上を維持している。個別支援計画に基づく支援により退所者数が増加し、目的達成率も維

持されている。緊急枠の相談件数が増えており、新規入所者の３割強を占めている。 

依然としてコロナ罹患者は散発しており、２階隔離ゾーンの柔軟な運用により入所需要

に応えつつ感染拡大防止に努めている。今後も、感染症と食中毒予防、各種防災対策の徹底

と建物設備の適切な維持管理により、安心安全な生活環境を提供する。 

利用者支援では、情報共有の徹底や多職種連携を促進して、支援力・専門性の向上を図

る。また、厚生部及び福祉事務所と連携を密にした丁寧・迅速な入所調整より、新規利用者

の円滑な入所を促進する。個別支援計画の福祉事務所との共有や利用者支援に係る情報交

換を積極的に行い、施設退所後の地域生活移行を踏まえた計画的な支援を展開する。 

人材育成では、救護施設転換・受託を見据え、多様な状況に対応し得る実践力を育む。 

２ 主要目標と取組み 

（１）更生施設の強みを活かす支援の推進 

専門職（看護師・栄養士）と連携した支援、包括的施設支援事業の各種相談の活用、 

通所・訪問事業による地域移行と定着、専門性の高い切れ目のない支援を推進する。 

（２）丁寧かつ迅速な入所調整 

入所前見学を推奨し、集団生活の適応やメンタル面で特に配慮が必要な方の申し込 

みに対して丁寧に入所調整を行い、入所前後の不安を軽減させ目的外退所の減少に取 

組む。 

一般入所と緊急入所の受付窓口体制を強化し、入所調整に要する時間の短縮を図る。 

（３）日中活動の促進と充実 

心身の健康・生活リズムの回復と維持のため、参加・体験型の日中プログラムを充実 

させる。また、所内作業に加えて館内清掃のトライワークを導入する。 

（４）安心安全な施設運営の推進 

感染症・食中毒予防の研修や防災訓練を通じて、BCP の実効性の向上に取り組む。 

また、老朽化した設備・機器の不具合には、迅速な修繕や計画的な更新で対応し、生 

活環境を適切に維持管理する。 

（５）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

救護施設派遣研修の経験者の知見を共有し、ADL が低下した困難ケース等の支援を実 

践する。 

また、介護基礎技術等、生活支援全般の対応力強化に向けた研修等を実施する。 

（６）施設入所者の増加 

福祉事務所の他に医療機関や社会福祉協議会等に対象を拡大し、更生施設の理解と 

利用を促進する施設見学会を定期的に開催する。 

 

 

 

 

 

 

施設定員 

（100 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者など）

令和７年度目標 90.0％ 75.0％ 

令和６年度実績（見込み） 79.0％ 69.8％ 

令和５年度実績 77.3％  67.1％ 

           

保護施設通所事業 千駄ヶ谷荘（定員：通所 27 人・訪問３人）  [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

千駄ヶ谷荘退所後に地域で安定した生活を継続できるように、アセスメント・モニタリン

グシートの活用、個別支援計画を軸とした定期的な効果測定によって関係機関と連携しな

がらの安否確認や救急対応など様々な問題に対処していく。併せて、長期的支援を要するケ

ースについては、ステップハウス事業を活用することにより、包括的な支援体制を構築し、

段階的な地域移行・地域定着を目指す。 

地域生活における課題解決のため、必要に応じて各種福祉サービスを開拓し有効活用し

ていく。また、利用促進を図るため、個別支援計画を軸とした地域包括ケアシステムによる

支援と近隣地区の生活保護受給者に通所地域枠を提案していく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）施設入所者、事業利用者の増加 

個別支援計画を軸とした地域包括ケアシステムによる支援の展開によって、事業の 

有効性を実施機関に理解してもらい、利用促進を図る。 

（２）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

アセスメント・モニタリングシートの活用、個別支援計画をもとに定期的な効果測 

定によって福祉事務所・関係機関と連携し、職員全体での共通認識の強化を図ること 

で安定した地域生活の継続と支援の質を高めていく。 

（３）地域の社会資源と連携した継続的な支援 

地域特性を活かした社会資源と連携し、地域生活継続のための環境調整を行う。 

（４）地域で孤立を防ぎ他者と円滑に交流のできる行事やプログラムの提供 

他者との会食をとおして孤立予防を図る運営ミーティングを実施する。 

また、高齢化に伴うフレイルの予防として、各行事ではタオル体操や嚥下機能体操 

等を実施し、身体機能の維持を図る。 

（５）年間利用目標 

事業定員 

（通所 27 人・訪問３人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 85.0％  ―  100.0％ ―  

令和６度実績（見込み） 83.6％  ―  75.0％ ―  

令和５度実績 79.7％  41.6％  76.4％ 100% 

３ 管理運営 

（１）地域生活支援プログラム 
① 日常生活支援（週１回以上の生活状況の確認、感染対策支援、各種手続き支援等） 
② 金銭管理支援（通帳管理による金銭管理指導、家賃等の支払状況確認） 
③ 健康管理支援（看護師・嘱託医による健康相談、看護師訪問指導、通院同行等） 
④ 栄養管理支援（｢日本人の食事摂取基準｣に基づく食事サービスの提供、栄養指導） 
⑤ その他   （衛生管理、専門相談、地域機関連携） 

（２）行事 
① 調理食育教室、保健栄養教室、施設外周美化 
② 散歩会、社会見学、花見、高齢者身体機能維持体操 
③ 茶話会、運営ミーティング  

４ その他 

① 低額・無料の食事サービス提供による健康的な食事習慣の意識付けを図る。  
② 通所だよりを郵送して、開催予定の行事案内などをお知らせする。 
③ ステップハウス事業を活用した地域移行支援を行う。 
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３ 管理運営 

（１）利用者支援 

① 個別支援計画書、支援経過報告書に加え、退所時には支援実績報告書を作成し、退所 

後の福祉事務所や関係機関による継続支援に活用してもらう。 

② 日常的なコミュニケーションを重視することで円滑な支援関係の構築に努め、施設の 

様々な生活場面において利用者の強みや課題を把握する。 

③ 懇談会、意見箱、アンケート等による意見聴取や第三者委員を含めた苦情解決制度の 

周知と問題の迅速・適正な解決を図ることにより、利用者の権利擁護を推進する。 

④ 包括的施設支援事業の専門相談を積極的に活用し、心理的課題のアセスメント、債務 

問題の解消、並びに効率的な転宅活動を促進する。 

⑤ 地元ハローワークや各区の就労支援事業と連携し、積極的な就労支援を展開する。 

⑥ 生活訓練室を積極的に活用し、段階的な地域移行支援を実践する。 

（２）給食関係 

食事摂取基準を活用した栄養バランスの取れた食事や季節感のある献立を提供する。 

また、地域移行後の生活を想定した食生活や栄養管理の助言・指導を適宜行う。 

(個別栄養相談、食事カルテに基づく個別対応食提供、習慣病指導等) 

（３）人材育成  

   人を育て活かす職場風土を醸成し、所内全体で組織的な OJT を実践する。 

   「支援の手引き」や「ヒヤリハット」を積極的に活用し、OJT の効果を高める。 

（４）行事・プログラム 

・クリーンデー(地域清掃) 、調理実習 、ビデオ上映会 、塩崎荘合同行事 等 

・ラジオ体操、園芸、 DIY 教室、各種スポーツ 等 

（５）消防・防災等 

① 避難訓練（月１回） ② 消防用設備定期点検（年２回）  

③ BCP 対策委員会による各種 BCP の演習と防災備蓄品の整備及び適正管理 

（６）職員会議等 

   ① 職員・指導会議（月２回）② 給食連絡会（月１回）③ 各種選定会議（適宜） 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

利用者の体調変化の早期発見と早期対応のために、毎日の健康チェックを継続する。 

看護師面談、嘱託医診療（内科：週１回、精神科：隔週）、定期健康診断（年２回）に 

よる健康管理と健康増進プログラム（ラジオ体操等）、保健栄養教室（年３回）による 

自己管理意識を醸成する。安全な服薬管理体制の運用と段階的な自己管理への支援を 

行う。また、感染症予防及び食中毒防止の職員研修（年２回以上）を実施する。 

（２）環境整備 

建物保全業務の徹底と専門業者による清掃美化により安全清潔な生活環境を維持す 

る。竣工 14 年を経過していることから、建物や設備について特人厚と協議し、適切な 

修繕対応を行う。 

５ 施設の社会化    

（１）地域及び近隣施設との連携促進 

塩崎荘と合同の地域交流行事の開催や BCP に基づく災害時の訓練等で連携を促進す 

る。地元の消防団に塩崎荘と事業所消防団員として加入し地域防災に協力する。 

（２）実習生（社会福祉士養成校）を積極的に受け入れ、将来の福祉従事者を育成する。     
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保護施設通所事業 新塩崎荘（定員：通所 35 人・訪問５人）    [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

利用者の地域生活の円滑な移行と安定継続へ向けて支援している。コロナ５類移行後、各

種サービスや集合行事を段階的に再開し、人的交流や社会参加の提供の機会を増やしてき

た。定期訪問や安否確認等で生活状況を見守りつつ、集団活動が苦手な利用者には個別コミ

ュニケーションを通じて孤立を予防している。速やかな危機介入と生活のリカバーができ

るよう、積極的にアウトリーチしている。また、中長期的に寄り添いながら、利用者が地域

の関係機関に繋がるようにアプローチし、支援の主体を引き継げるよう努めている。 

今後は更生施設のアフターケアとしてだけでなく、地域の被保護世帯の自立を支える社

会資源として活用してもらえるように福祉事務所及び関係各機関との連携を促進する。 

２ 主要目標と取組み 

（１）借上げアパート事業、地域枠の利用提案による新規利用者増 

（２）アウトリーチによる生活状況の把握と安定継続のための早期介入 

（３）更生施設の本体機能を活用した支援及びサービスの提供 

（４）所内作業や施設内清掃を始めとする福祉的就労の機会の提供 

（５）通所事業利用終了後を見据えた地域社会資源等の利用促進 

事業定員 

（通所 35 人・訪問５人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 85.7％ 60.0％  100.0％ 100.0％ 

令和６年度実績（見込み） 71.9％ 20.0％  100.0％ 100.0％ 

令和５年度実績 54.8％ 13.3％  75.0％ 100.0％ 
 

３ 管理運営 

（１）地域生活の安定に向けた支援 

①  生活支援等 

ア 日常生活支援（食事、入浴、掃除、洗濯、理髪等の促進） 

イ 社会生活支援（金銭管理、防災・防犯、各種手続き、社会マナー等） 

ウ 余暇活動支援（行事やプログラムを通した余暇活動の機会と場所の提供） 

エ 対人関係支援（親族・近隣等との関係、行事参加を通した利用者間の交流） 

②  健康管理支援 

嘱託医・看護師による健康相談、必要時の通院同行・入退院時支援・服薬管理 

③  栄養管理支援 

栄養士による栄養指導、調理実習の実施 

④  就労支援等  

ア 所内作業や施設共用部分の清掃作業など福祉的就労の機会を提供 

イ 福祉事務所の就労支援活用に向けた支援 

⑤  地域関係機関との連絡調整（福祉事務所、医療機関、地域包括支援センター等） 

（２）更生施設の機能を活用した支援 

①  食事・入浴・洗濯サービスの提供や専門職員（看護師、栄養士）による支援 

②  緊急宿泊、一時入所事業によるショートステイ ③ 包括的施設支援事業の活用 

（３）諸行事 

通所懇談会、栄養教室、クリスマス会、園芸活動、所外行事 等 

（４）その他 

① 「通所だより」の定期発行 

②  緊急時の電話相談、電話連絡及び緊急訪問による安否確認の徹底 
 

３ 管理運営 

（１）利用者支援 

① 個別支援計画書、支援経過報告書に加え、退所時には支援実績報告書を作成し、退所 

後の福祉事務所や関係機関による継続支援に活用してもらう。 

② 日常的なコミュニケーションを重視することで円滑な支援関係の構築に努め、施設の 

様々な生活場面において利用者の強みや課題を把握する。 

③ 懇談会、意見箱、アンケート等による意見聴取や第三者委員を含めた苦情解決制度の 

周知と問題の迅速・適正な解決を図ることにより、利用者の権利擁護を推進する。 

④ 包括的施設支援事業の専門相談を積極的に活用し、心理的課題のアセスメント、債務 

問題の解消、並びに効率的な転宅活動を促進する。 

⑤ 地元ハローワークや各区の就労支援事業と連携し、積極的な就労支援を展開する。 

⑥ 生活訓練室を積極的に活用し、段階的な地域移行支援を実践する。 

（２）給食関係 

食事摂取基準を活用した栄養バランスの取れた食事や季節感のある献立を提供する。 

また、地域移行後の生活を想定した食生活や栄養管理の助言・指導を適宜行う。 

(個別栄養相談、食事カルテに基づく個別対応食提供、習慣病指導等) 

（３）人材育成  

   人を育て活かす職場風土を醸成し、所内全体で組織的な OJT を実践する。 

   「支援の手引き」や「ヒヤリハット」を積極的に活用し、OJT の効果を高める。 

（４）行事・プログラム 

・クリーンデー(地域清掃) 、調理実習 、ビデオ上映会 、塩崎荘合同行事 等 

・ラジオ体操、園芸、 DIY 教室、各種スポーツ 等 

（５）消防・防災等 

① 避難訓練（月１回） ② 消防用設備定期点検（年２回）  

③ BCP 対策委員会による各種 BCP の演習と防災備蓄品の整備及び適正管理 

（６）職員会議等 

   ① 職員・指導会議（月２回）② 給食連絡会（月１回）③ 各種選定会議（適宜） 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

利用者の体調変化の早期発見と早期対応のために、毎日の健康チェックを継続する。 

看護師面談、嘱託医診療（内科：週１回、精神科：隔週）、定期健康診断（年２回）に 

よる健康管理と健康増進プログラム（ラジオ体操等）、保健栄養教室（年３回）による 

自己管理意識を醸成する。安全な服薬管理体制の運用と段階的な自己管理への支援を 

行う。また、感染症予防及び食中毒防止の職員研修（年２回以上）を実施する。 

（２）環境整備 

建物保全業務の徹底と専門業者による清掃美化により安全清潔な生活環境を維持す 

る。竣工 14 年を経過していることから、建物や設備について特人厚と協議し、適切な 

修繕対応を行う。 

５ 施設の社会化    

（１）地域及び近隣施設との連携促進 

塩崎荘と合同の地域交流行事の開催や BCP に基づく災害時の訓練等で連携を促進す 

る。地元の消防団に塩崎荘と事業所消防団員として加入し地域防災に協力する。 

（２）実習生（社会福祉士養成校）を積極的に受け入れ、将来の福祉従事者を育成する。     
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更生施設 しのばず荘（定員：男性単身 100 人）          [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

しのばず荘の年間入所者数は令和３年度 47 名、令和４年度 38 名、令和５年度 39 名、令

和６年度上半期 16 名であり減少傾向が続いている。入所者数の減少により在籍者数も減少

し令和元年度以来施設定員を満たせずにいる。令和６年９月末在籍者数は 40 名であり財政

基盤の強化という視点でも入所者数の増加は喫緊の課題である。在籍者の傾向は 50－59 歳

の年齢層が最も多く全体の 52.5％、60-69 歳は 17.5％を占めており中高齢者が多い。在籍

者は精神科受診者（40.0％）の他、生活習慣病と呼ばれる糖尿病（20.0％）、高血圧症（17.5％）

の罹患者が多い。生活の課題が深刻化する前に定期受診、日中活動、食育、運動等の健康に

対する働きかけを行い、利用者が虚弱化しないように対策をとる必要がある。利用者の退所

理由は、令和３年度以前は退所者の半数以上が居宅移管等による地域移行によるものであ

ったが、令和４年度以降は利用者の見守り等がある他施設移管が増加しつつある。令和６年

９月末時点は居宅移管 40％、他施設移管 13.3％である。利用者が施設利用の目的を達成す

るために職員の支援力向上を図る必要がある。 

２ 主要目標と取り組み 

（１）施設入所者の増加 

ケースワーカーを対象とした施設説明会を開催し、利用者の自立に必要な支援を提 

案し実践している施設であることを説明しながら施設利用の促進を図る。個室希望の要

望に沿えない生活環境であるが、厚生部の協力を得ながら入所者数増加を目指す。 

（２）説明責任と情報共有の徹底 

個別支援計画書はわかりやすい表現を用いて利用者に説明し、利用者が主体的に活動

できるように支援を行う。作成された個別支援計画書、終結報告書は福祉事務所に随時

提出して情報共有及び連携を図る。 

（３）就労支援の充実 

   長期間就労から遠ざかっている利用者や継続就労に課題のある利用者の就労訓練の

場として所内作業やトライワークの充実を図る。所内作業やトライワークは訓練の進

み具合や利用者の特性にあわせて作業内容や役割の見直しを行う。 

（４）自立支援プログラムの充実 

居宅生活を安定して送れず日常生活の自立に課題を持つ利用者に対応するため、金  

銭管理・健康管理・衛生管理の課題等、利用者の生活課題に対するプログラムを改定し、

利用者が意識しながらプログラムに参加することで生活課題の軽減を図る。 

（５）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

疾病や加齢により ADL が低下した利用者に適切な対応ができるよう令和５年度から

実施している職員向け介助講習を継続受講し介助の初期対応を習得する。加配職員の専

門性を活かして自立支援検討会議を開催し支援力向上を図る。新任職員の育成を強化す

るため、OJT 研修のほか入職３年未満の若手職員が中心になり勉強会を定期開催する。 

 
 

施設定員 

（100 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標 60.0％ 75.0％ 

令和６年度実績（見込み） 38.3％ 53.3％ 

令和５年度実績 38.1％ 65.1％ 
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３ 管理運営 

（１）日常の支援 

① 利用者・福祉事務所の意向を踏まえた個別支援計画書を作成し、計画的に支援する。 

② 利用者との信頼関係を大切にし、利用者に説明、合意を形成した上で支援を進める。 

③ 利用者懇談会、意見箱、第三者評価結果を踏まえた利用者の権利擁護の推進を図る。 

（２）自立促進・転出支援 

① 所内作業・トライワーク・自立支援プログラム等の参加により生活課題の軽減を図る。 

② 通院支援、服薬管理及び段階的な自己管理に向けた健康管理支援を行う。 

③ 在籍時から通所・訪問事業利用を視野に入れた支援を行い、地域生活の定着を図る。 

（３）給食関係 

① 利用者の健康状態に応じた食事（カロリー制限、減塩、きざみ食等）を提供する。 

② 潤いや季節感がある選択食や行事食を提供する。 

特別行事食（３回/年） 正月特別給食（１月１日） 

③ 生活習慣病を抱えた利用者に対し、食生活から生活改善、健康回復を目的とした栄養

指導（買い物同行、運動療法等）を実施する。 

④ 地域移行及び地域生活の維持のため調理・食育教室を実施する。（随時） 

⑤ 防災炊出し訓練の実施（年１回） 

（４）諸行事 

① 利用者懇談会 ② 大江戸清掃隊 ③ 所外行事（風鈴絵付け体験、モルック大会） 

④ 健康プログラム（ポールウオーキング、ラジオ体操、モルック体験など） 

⑤ 地域ボランティアを活用した行事（酒害相談、太極拳、箸タイム）⑥ その他行事  

（５）消防・防災、安全対策 

① 自衛消防訓練（月１回） ② 消防設備定期点検（年２回） ③ 防犯訓練（年１回） 

④ 感染対策委員会（年４回） ⑤ 災害に備えたＢＣＰの見直し（随時） 

（６）職員会議 

定例会議（朝夕の引継ぎ・職員会議月２回・給食連絡会月１回） 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生・衛生保持 

① 入所時診療 ② 検温（毎日）③ 看護師健康相談 ④ 服薬管理と服薬自己管理支援  

⑤ 定期健康診断（年２回）⑥ インフルエンザ等予防接種 ⑦ ラジオ体操（平日朝） 

⑧ 害虫駆除の徹底 ⑨ 入浴（週４回）、シャワー浴（週３回） 

⑩ シーツ交換（隔週１回）寝具乾燥（月１回）カーテン洗濯（随時） 

⑪ 保健栄養教室（年３回） 

（２）環境整備 

① 建物保全業務の徹底 ② 専門業者・トライワークによる清掃の徹底 

③ 共用部の清潔維持 ④居室スペース美化 

⑤グリストラップ清掃、雑排水清掃 ⑥free Wi-fi の導入 

５ 施設の社会化 

（１）台東区社会福祉協議会との連携し利用者のボランティア参加による地域交流の促進 

（２）地元町会をはじめ、地域関係者が参加する地域連絡懇話会の開催（年２回） 

（３）実習生受け入れによる福祉従事者の育成 

更生施設 しのばず荘（定員：男性単身 100 人）          [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

しのばず荘の年間入所者数は令和３年度 47 名、令和４年度 38 名、令和５年度 39 名、令

和６年度上半期 16 名であり減少傾向が続いている。入所者数の減少により在籍者数も減少

し令和元年度以来施設定員を満たせずにいる。令和６年９月末在籍者数は 40 名であり財政

基盤の強化という視点でも入所者数の増加は喫緊の課題である。在籍者の傾向は 50－59 歳

の年齢層が最も多く全体の 52.5％、60-69 歳は 17.5％を占めており中高齢者が多い。在籍

者は精神科受診者（40.0％）の他、生活習慣病と呼ばれる糖尿病（20.0％）、高血圧症（17.5％）

の罹患者が多い。生活の課題が深刻化する前に定期受診、日中活動、食育、運動等の健康に

対する働きかけを行い、利用者が虚弱化しないように対策をとる必要がある。利用者の退所

理由は、令和３年度以前は退所者の半数以上が居宅移管等による地域移行によるものであ

ったが、令和４年度以降は利用者の見守り等がある他施設移管が増加しつつある。令和６年

９月末時点は居宅移管 40％、他施設移管 13.3％である。利用者が施設利用の目的を達成す

るために職員の支援力向上を図る必要がある。 

２ 主要目標と取り組み 

（１）施設入所者の増加 

ケースワーカーを対象とした施設説明会を開催し、利用者の自立に必要な支援を提 

案し実践している施設であることを説明しながら施設利用の促進を図る。個室希望の要

望に沿えない生活環境であるが、厚生部の協力を得ながら入所者数増加を目指す。 

（２）説明責任と情報共有の徹底 

個別支援計画書はわかりやすい表現を用いて利用者に説明し、利用者が主体的に活動

できるように支援を行う。作成された個別支援計画書、終結報告書は福祉事務所に随時

提出して情報共有及び連携を図る。 

（３）就労支援の充実 

   長期間就労から遠ざかっている利用者や継続就労に課題のある利用者の就労訓練の

場として所内作業やトライワークの充実を図る。所内作業やトライワークは訓練の進

み具合や利用者の特性にあわせて作業内容や役割の見直しを行う。 

（４）自立支援プログラムの充実 

居宅生活を安定して送れず日常生活の自立に課題を持つ利用者に対応するため、金  

銭管理・健康管理・衛生管理の課題等、利用者の生活課題に対するプログラムを改定し、

利用者が意識しながらプログラムに参加することで生活課題の軽減を図る。 

（５）救護施設転換及び受託を見据えた人材育成 

疾病や加齢により ADL が低下した利用者に適切な対応ができるよう令和５年度から

実施している職員向け介助講習を継続受講し介助の初期対応を習得する。加配職員の専

門性を活かして自立支援検討会議を開催し支援力向上を図る。新任職員の育成を強化す

るため、OJT 研修のほか入職３年未満の若手職員が中心になり勉強会を定期開催する。 

 
 

施設定員 

（100 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

地域移行率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標 60.0％ 75.0％ 

令和６年度実績（見込み） 38.3％ 53.3％ 

令和５年度実績 38.1％ 65.1％ 
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保護施設通所事業 しのばず荘（定員：通所 35 人 訪問５人）   [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

通所・訪問事業の新規利用者数は令和５年度 11 名、令和６年度上半期は７名が開始した。

通所・訪問事業を活用してもらうために施設説明会では、施設退所者以外の居宅の被保護者

（地域枠）の事業活用を周知し続けてきた。その結果、地域枠は令和５年度３名、令和６年

度上半期は１名が開始している。利用者の傾向は、疾病や加齢等の影響で ADL が低下し見

守りが必要な利用者や書類作成を補助する機会が増加している他、地域枠では金銭管理を

必要とする利用者が増えつつある。他機関と連携し、地域資源を活用しながら居宅生活を継

続できるように調整したり定期連絡による孤立防止や外出機会の増加に取り組んでいる。 

２ 主要目標と取組み 

（１）事業利用者の増加 

  施設説明会において、関係機関へ通所・訪問事業の周知を図ることで事業の有効性を

説明する。近隣区の福祉事務所には地域枠の具体例を説明することで居宅の被保護者に

対しても支援を行っていることを周知し続ける。地域枠の利用拡充をきっかけに地域の

関係機関へ更生施設の施設機能の有効活用を周知し、新規利用者の増加を目指す。 

（２）更生施設入所時からの通所・訪問事業利用促進 

更生施設入所時から通所・訪問事業を活用した生活を身近に感じられるようアパー 

ト生活準備セミナーでの内容周知やステップハウス見学会を実施する。更生施設個別 

支援では通所・訪問事業の活用を見据えた計画を策定し地域生活移行支援を実施する。 

（３）日中プログラムの充実 

   利用者がしのばず荘に通所したいと感じられるような各種行事の企画や、所内作業、

ボランティア活動等の日中プログラムの充実を図ることで、通所者数の増加を目指す。 

事業定員 

（通所 35 人 訪問５人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 85.7% 60.0% 80.0% 100.0% 

令和６年度実績（見込み） 58.0% 23.3% 50.0% 0.0% 

令和５年度実績 59.1% 33.3% 75.0% 100.0% 
 

３ 管理運営 

（１）居宅生活安定に向けた個別支援 

① 日常生活支援 ② 社会生活支援 ③ 健康管理支援 ④ 栄養管理支援 

⑤ 就労（継続）支援 ⑥ 関係機関連絡調整 ⑦ 安否確認 ⑧ 緊急訪問 

（２）更生施設の機能を活用した支援の実施 

① 食事・入浴サービス、金銭管理等、日常生活安定に向けたサービスを実施する。 

② 調理食育教室等、専門職と連携し QOL 向上を意識した支援を実施する。 

③ 一時的に地域生活困難になった場合は、更生施設での緊急宿泊を実施する。 

（３）諸行事 

① 茶話会（毎月） ② 所外行事 ③ しのばずブランチ(毎月) ④ 防災館見学ツアー 

⑤ 他施設通所合同行事 ⑥ 調理食育教室 (随時) ⑦ 更生施設機能活用 (随時) 

⑧ バーベキュー会 ⑨ カラオケ会 

（４）その他 

① OB・OG 地域生活支援事業の充実強化 
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宿所提供施設 西新井栄荘（定員：32 世帯 66 人）         [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

当所は、女性と家族の緊急一時保護事業を運営している。女性単身者の入所割合が約６割

と最多で、10 代後半から高齢者まで幅広い年齢層となっている。家族世帯は、母子や親子、

三世代等、多様な世帯構成であり、外国籍や若年の母子等、複雑な課題を抱える世帯も多

い。入所理由は、夫からの暴力及び離婚・遺棄と並び、親族不和や自立した生活困難の割合

が約半数となり、疾病や障害を抱える利用者も多く、利用期間が長期化している。職員は、

利用者と共に課題に向き合い、粘り強く解決に取り組み、着実に地域生活へ繋げている。 

 子ども支援機能付き宿所提供施設モデル事業（以下「子ども支援事業」という。）は、７

年目を迎える。子ども支援事業「すまいるルーム」は、子どもと保護者が安心して過ごせる

居場所として定着し、利用世帯の満足度は高く、子どもには良い変化が見られている。事業

継続と共に、関係機関との繋がりも豊かになり、子どもを支える地域の輪が広がっている。 

 利用者が安心安全に生活し、希望に沿った地域移行が実現するよう、時代の変化に合わせ

て創意工夫を凝らしながら、各事業の円滑な運営に取り組んでいく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）入所者の増加につながる施設運営 

快適な住環境の提供と、利用者が安心安全を実感できる運営管理を行う。計画的な居 

室整備と入退所事務の効率化に取り組み、余裕のある受入れ態勢を整える。福祉事務所 

等へ広報活動に積極的に取り組み、施設についての正確な理解と利用促進に繋げる。 

（２）利用者満足度を高める適切な支援と環境の提供 

利用者の希望に沿った的確な目標設定を行い、福祉事務所と連携し、課題解決に向け 

た支援を提供する。日常の関わりや行事を通し、ルールだけでない丁寧な生活の営みの 

中で、利用者が穏やかな生活を取り戻して行くことができる環境を提供する。 

（３）地域生活を見据えた子どもを支える環境づくり 

子ども支援事業を中心とし、地域生活を見据えた子どもを支える環境づくりに取り 

組む。地域の関係機関と相互理解を深め、様々な連携方法を試みながら、人材育成にも 

積極的に取り組み、子ども達の多様な状況に応えられる支援体制の構築を目指す。 

施設定員 

（32 世帯 66 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

月初平均利用率 

（世帯/居室） 
地域移行率 

（世帯/退所世帯数） 

令和７年度目標   56.0％   68.0％   98.0％ 

令和６年度実績（見込み）   55.0％   67.1％   97.5％ 

令和５年度実績   55.8％   66.6％   97.4％ 
 

３ 管理運営 

（１）日常の援助 

① 入所時のアセスメントや面接を適切に行い、利用者の課題やニーズに基づいた支援 

確認書を作成し、福祉事務所と共有する。役割を明確にし、連携した支援を行う。 

② 毎日の安否確認を実施し、利用者の状況把握、事故防止に努める。高齢者や乳幼児の 

居る世帯等、要配慮世帯への定期的な声掛け（週２回）により安否確認を徹底する。 

  ③ 夜間巡回、防犯カメラの活用、警察との連携を通し、安心安全な住環境を提供する。

また、センサーライトの設置等、施設でできる防犯対策について検討し実施する。 

  ④ 朝の引継ぎ、業務日誌、援護管理人との連携を通し、情報共有・施設管理を徹底する。 

  ⑤ 利用者懇談会や利用者アンケートを実施し、利用者の意向を施設運営に反映する。 

保護施設通所事業 しのばず荘（定員：通所 35 人 訪問５人）   [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

通所・訪問事業の新規利用者数は令和５年度 11 名、令和６年度上半期は７名が開始した。

通所・訪問事業を活用してもらうために施設説明会では、施設退所者以外の居宅の被保護者

（地域枠）の事業活用を周知し続けてきた。その結果、地域枠は令和５年度３名、令和６年

度上半期は１名が開始している。利用者の傾向は、疾病や加齢等の影響で ADL が低下し見

守りが必要な利用者や書類作成を補助する機会が増加している他、地域枠では金銭管理を

必要とする利用者が増えつつある。他機関と連携し、地域資源を活用しながら居宅生活を継

続できるように調整したり定期連絡による孤立防止や外出機会の増加に取り組んでいる。 

２ 主要目標と取組み 

（１）事業利用者の増加 

  施設説明会において、関係機関へ通所・訪問事業の周知を図ることで事業の有効性を

説明する。近隣区の福祉事務所には地域枠の具体例を説明することで居宅の被保護者に

対しても支援を行っていることを周知し続ける。地域枠の利用拡充をきっかけに地域の

関係機関へ更生施設の施設機能の有効活用を周知し、新規利用者の増加を目指す。 

（２）更生施設入所時からの通所・訪問事業利用促進 

更生施設入所時から通所・訪問事業を活用した生活を身近に感じられるようアパー 

ト生活準備セミナーでの内容周知やステップハウス見学会を実施する。更生施設個別 

支援では通所・訪問事業の活用を見据えた計画を策定し地域生活移行支援を実施する。 

（３）日中プログラムの充実 

   利用者がしのばず荘に通所したいと感じられるような各種行事の企画や、所内作業、

ボランティア活動等の日中プログラムの充実を図ることで、通所者数の増加を目指す。 

事業定員 

（通所 35 人 訪問５人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/終了者数） 

通所 訪問 通所 訪問 

令和７年度目標 85.7% 60.0% 80.0% 100.0% 

令和６年度実績（見込み） 58.0% 23.3% 50.0% 0.0% 

令和５年度実績 59.1% 33.3% 75.0% 100.0% 
 

３ 管理運営 

（１）居宅生活安定に向けた個別支援 

① 日常生活支援 ② 社会生活支援 ③ 健康管理支援 ④ 栄養管理支援 

⑤ 就労（継続）支援 ⑥ 関係機関連絡調整 ⑦ 安否確認 ⑧ 緊急訪問 

（２）更生施設の機能を活用した支援の実施 

① 食事・入浴サービス、金銭管理等、日常生活安定に向けたサービスを実施する。 

② 調理食育教室等、専門職と連携し QOL 向上を意識した支援を実施する。 

③ 一時的に地域生活困難になった場合は、更生施設での緊急宿泊を実施する。 

（３）諸行事 

① 茶話会（毎月） ② 所外行事 ③ しのばずブランチ(毎月) ④ 防災館見学ツアー 

⑤ 他施設通所合同行事 ⑥ 調理食育教室 (随時) ⑦ 更生施設機能活用 (随時) 

⑧ バーベキュー会 ⑨ カラオケ会 

（４）その他 

① OB・OG 地域生活支援事業の充実強化 
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  ⑥ 心理士によるカウンセリングの定期的な実施や心理相談を通し、心身の安定を図る。 

  ⑦ 苦情解決制度や第三者委員の活用により、利用者の権利擁護に取り組む。 

⑧ 居室整備について、修繕や清掃、備品の入れ替えを含めた整備計画を立て実行する。 

入退所に係る事務を見直し効率化を図り、入所依頼に即時対応できる体制を整える。 

（２）子ども支援事業 

① ６年間の実績を基に、要保護児童対策地域協議会への参加、地域の関係機関との相互 

見学等を行い、子どもを支える様々な機関と連携を深め、多様な支援を提供する。 

  ② 子ども支援員は、一人ひとりの子どもの状況や気持ちに寄り添い、個性や希望に合わ 

せた遊びと学びの機会を提供する。心理巡回指導や研修受講を通し、子どもの発達や精 

神的ケアに係る知識を深め、他施設等での支援を学び、対応力向上に取り組む。 

  ③ 緊急一時保護事業と連携し、行事等でのボランティアの受入れを再開する。子ども支 

援員を中心とした、様々な大人との関わりの中で、他者への信頼感や自尊心を育む。 

（３）自立促進・転出促進 

① 住宅相談、不動産仲介業者や都営住宅の情報提供を行い、計画的な転出促進を行う。 

② 世帯状況を把握し、関係機関と適宜情報共有し、専門相談等を活用しながら、利用期 

限を見据えた円滑な転出を実現する。必要に応じ、支援会議や三者協議等開催する。 

③ 転出後の自立した地域生活を見据え、入所中から計画的に地域の社会資源に繋げる。 

（４）諸行事 

① 利用者懇談会(年４回)や寄道連絡会を開催し、予定の伝達や意見聴取を綿密に行う。 

② 季節感のある行事や装飾（子どもの日、夏休み行事、クリスマス等）、利用者の状況 

に合わせた行事（子ども学習会、栄養教室、暮らしの学び舎等）を提供する。 

（５）防災関係 

  ① 避難訓練(年３回)、法人一斉防災訓練(年１回)、併設の地元区施設との合同防災訓練

(年１回)実施、地元町会の訓練参加を通し、利用者及び職員の防災意識の向上を図る。 

 ② 法人のガイドラインに基づいた施設 BCP の見直し、消防設備の点検、防災用品及び備

蓄品の点検及び計画的な補充、災害時の連絡方法の見直し等を行う。 

（６）職員会議等 

  ① 職員会議・支援会議(月１回)実施し、施設運営の協議、情報共有、ケース検討を行う。 

  ② 個別研修計画に基づき研修に参加する。職員学習会（前期）、チーム学習会・独自研

修（後期）を実施する他、スーパービジョンを導入し、職場全体で資質向上を図る。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

  ① 基本的な感染防止対策の継続、感染対策委員会により情報共有や研修を実施する。 

  ② 血圧計や体重計の設置、体温計提供、熱中症や食中毒予防等、健康管理推進を行う。 

（２）環境整備 

  ① 定期的に建物の状況確認を行い、屋上や陸屋根の雑草除去や適切な修繕を実施する。 

  ② 防虫消毒、水質検査、受水槽・雑排水管清掃等、施設内衛生管理を徹底する。 

５ 施設の社会化 

（１）様々な形式（集合形式、オンライン等）で関係機関に向けた施設説明会を実施する。 

（２）要保護児童対策地域協議会や DV 対策庁外連絡会に参加し、地元区と協力関係を作る。 

（３）地元町会、併設の地元区施設と、委員会や行事、防災等を通し、協力関係を深める。 
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宿所提供施設 葛飾荘（定員：40 世帯 50 人）         [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

 令和６年度は、入所理由が多岐にわたってきている。令和４年度以降高齢単身者で同居親

族との不和、DV、若年層の離婚・遺棄等の家族関係崩壊が原因での入所があとを絶たない状

況である。また、現住居立ち退き、高家賃収入減少により居所を維持できない事を理由とす

る世帯の入所もいる状況である。 

利用者属性として、障がい者手帳の所持、精神疾患治療が必要とする利用者も減少するこ

となく、生活保護法以外の高齢福祉・障がい福祉等他法に係る制度の利用・活用など、適宜

柔軟な支援が必要とされている。そのため、施設マニュアルの補足を検討していく。 

 退所は、居宅保護移管での民間アパートへの転出が大多数を占めており、入居審査通過の

ため債務問題の解決及び緊急連絡先の確保が課題となっている。特に、乳幼児のいる世帯、

ペットを飼っている世帯は物件が少なく、福祉事務所との連携を図るとともに、住宅相談業

者にも世帯状況の説明を行うなど協力体制づくりに向けての支援を行っていく。 

 令和２年以降コロナ流行で中止となっていた地元区行事も見直し等で再開されており、

地域での催事及び福祉関係イベントに参加をすることで関係維持を図っていく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）利用者の安心安全に配慮した施設運営 

① コロナ・インフルエンザ等予防に重点を置き、感染症対策として施設内のアルコール 

消毒液の設置を継続的に実施する。 

② 安否確認を含め、利用者の健康状態に配慮した運営を行う。 

③ 施設安全対策として敷地内の巡回及び防犯カメラ映像確認を行う。 

④ 防災対策として災害用備蓄品の定期点検及び期限物品入替を行い、緊急時に備える。 

（２）利用者支援 

① 利用者の状況に合わせ、福祉事務所と協働して、施設利用目的に則した支援を行う。 

② 利用者の抱える課題解決のため、包括的施設支援事業等を活用した支援を行う。 

（３）地域交流を促進した施設運営 

地元区、町会の催事等への参加を促し、地域との良好な関係維持に努める。 

（４）年間目標 

施設定員 

（40 世帯 50 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

月初平均利用率 

（世帯/居室） 
地域移行率 

（世帯/退所世帯数） 

令和７年度目標 31.5％ 28.5％ 95.0％ 

令和６年度実績（見込み） 21.5％ 22.1％ 93.8％ 

令和５年度実績 31.5％ 28.5％ 90.9％ 
 

３ 管理運営 

（１）日常の援助 

① 支援確認書に基づいて利用者の要望を尊重した支援を行う。ケースワーカーと情報 

共有のため、支援確認書を送付し、また近況報告等を作成提出し、必要な支援を実践 

② 安否確認及び声掛けを行い、利用者の健康状態を把握し、状況に応じた情報を提供 

③ 臨床心理士によるカウンセリング（年 18 回）を実施し、必要な支援を提供 

④ 利用者ニーズに応えるため、各種手引き及び施設マニュアルを見直し、支援を展開 

⑤ 利用者にとって必要な行政手続き、サービス利用について情報提供 

⑥ 利用者に配慮して個人情報保護を徹底、苦情解決制度の適正な運用 

  ⑥ 心理士によるカウンセリングの定期的な実施や心理相談を通し、心身の安定を図る。 

  ⑦ 苦情解決制度や第三者委員の活用により、利用者の権利擁護に取り組む。 

⑧ 居室整備について、修繕や清掃、備品の入れ替えを含めた整備計画を立て実行する。 

入退所に係る事務を見直し効率化を図り、入所依頼に即時対応できる体制を整える。 

（２）子ども支援事業 

① ６年間の実績を基に、要保護児童対策地域協議会への参加、地域の関係機関との相互 

見学等を行い、子どもを支える様々な機関と連携を深め、多様な支援を提供する。 

  ② 子ども支援員は、一人ひとりの子どもの状況や気持ちに寄り添い、個性や希望に合わ 

せた遊びと学びの機会を提供する。心理巡回指導や研修受講を通し、子どもの発達や精 

神的ケアに係る知識を深め、他施設等での支援を学び、対応力向上に取り組む。 

  ③ 緊急一時保護事業と連携し、行事等でのボランティアの受入れを再開する。子ども支 

援員を中心とした、様々な大人との関わりの中で、他者への信頼感や自尊心を育む。 

（３）自立促進・転出促進 

① 住宅相談、不動産仲介業者や都営住宅の情報提供を行い、計画的な転出促進を行う。 

② 世帯状況を把握し、関係機関と適宜情報共有し、専門相談等を活用しながら、利用期 

限を見据えた円滑な転出を実現する。必要に応じ、支援会議や三者協議等開催する。 

③ 転出後の自立した地域生活を見据え、入所中から計画的に地域の社会資源に繋げる。 

（４）諸行事 

① 利用者懇談会(年４回)や寄道連絡会を開催し、予定の伝達や意見聴取を綿密に行う。 

② 季節感のある行事や装飾（子どもの日、夏休み行事、クリスマス等）、利用者の状況 

に合わせた行事（子ども学習会、栄養教室、暮らしの学び舎等）を提供する。 

（５）防災関係 

  ① 避難訓練(年３回)、法人一斉防災訓練(年１回)、併設の地元区施設との合同防災訓練

(年１回)実施、地元町会の訓練参加を通し、利用者及び職員の防災意識の向上を図る。 

 ② 法人のガイドラインに基づいた施設 BCP の見直し、消防設備の点検、防災用品及び備

蓄品の点検及び計画的な補充、災害時の連絡方法の見直し等を行う。 

（６）職員会議等 

  ① 職員会議・支援会議(月１回)実施し、施設運営の協議、情報共有、ケース検討を行う。 

  ② 個別研修計画に基づき研修に参加する。職員学習会（前期）、チーム学習会・独自研

修（後期）を実施する他、スーパービジョンを導入し、職場全体で資質向上を図る。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

  ① 基本的な感染防止対策の継続、感染対策委員会により情報共有や研修を実施する。 

  ② 血圧計や体重計の設置、体温計提供、熱中症や食中毒予防等、健康管理推進を行う。 

（２）環境整備 

  ① 定期的に建物の状況確認を行い、屋上や陸屋根の雑草除去や適切な修繕を実施する。 

  ② 防虫消毒、水質検査、受水槽・雑排水管清掃等、施設内衛生管理を徹底する。 

５ 施設の社会化 

（１）様々な形式（集合形式、オンライン等）で関係機関に向けた施設説明会を実施する。 

（２）要保護児童対策地域協議会や DV 対策庁外連絡会に参加し、地元区と協力関係を作る。 

（３）地元町会、併設の地元区施設と、委員会や行事、防災等を通し、協力関係を深める。 
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（２）自立促進・転出促進 

① 福祉事務所等関係機関と連携した就労支援、自立支援の推進 

② 包括的施設支援事業（住宅相談・法律相談等）を活用した転出支援 

③ 都営住宅一般募集（空き家）、特別割当等の情報提供及び申込手続きを支援 

（３）諸行事 

① 利用者懇談会（年４回）② グリーンデイ（年６回）③ アロマテラピー（年７回） 

④ こどもの日（５月）    ⑤ ショウブまつり（６月）⑥ 七夕まつり（７月） 

⑦ ハロウィン（10 月）   ⑧ クラフト会（12 月）    ⑨ クリスマス会（12 月） 

⑩ ひなまつり（３月）    ⑪ ウォーキング（年２回） 

（４）消防防災関係 

① 消防訓練（年４回）・防災訓練（法人防災一斉訓練、地域防災訓練） 

② 事業継続計画（BCP）の検証見直し、災害対応に強い施設作りを推進 

③ 消防用設備点検（年２回）、定期自主点検の実施及び不良個所の早期発見整備 

（５）職員会議等 

① 職員会議（感染症対策委員会を含む）を毎月開催。施設運営及び支援内容・情報共有 

を図り、必要な支援を検討する。 

② 毎朝、管理人からの引継ぎ。朝礼及び業務日誌確認等から情報共有を図る。 

③ 各種会議内容から現状把握に努め、施設運営の充実に向けて検討する。 
④ 支援において複数の機関が関与する場合、ケースカンファレンスを実施する。 

⑤ 職員人材育成のため、外部研修への参加を促進する。また研修内容の共有化を図る。 

（６）その他 

① 利用者アンケートにおいて、施設利用等調査を行い、ニーズの把握に努める。 

② ケースワーカーを対象にした施設利用アンケートを行い、対応の充実を図る。 

③ 退所者支援として相談には適宜対応する。地域生活移行後の生活安定のため情報提 

供を行い、施設行事のお知らせや時候の挨拶など行っていく。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 感染症対策として入所時にマスクの配布を行う。施設玄関及び多目的室にアルコー 

ル消毒液を配置など継続していく。 

② 施設内衛生管理として、防虫調査消毒（年３回）、排水管清掃（年１回） 

（２）環境整備 

① 退所時、居室の使用状況を点検し、必要に応じて修繕・交換など整備を実施 

② 増圧給水設備点検（年１回） 

③ 利用者の生活支援の充実に向け貸出用品及び支給用品の点検、見直しを行っていく。 

④ 施設建物設備の点検及び保全を行い、事故防止に取り組む。 

５ 施設の社会化 

（１）地元町会との地域防災協定による協力関係を維持する。地域防災訓練に参加 

（２）地域行事（菖蒲まつり等）への参加を利用者に呼びかけ推進 

（３）地域貢献を通し、地域と良好な関係を維持する施設運営の継続 

① 地元区 PTA 連絡会等の「こどもひまわり 110 番」に協力を継続実施（プレート掲示） 

② ゴミ集積所（２ケ所）の管理及び施設周辺清掃（週４回） 

③ 葛飾区社会福祉法人ネットワークに参加を継続し、地域貢献活動について検討 
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宿所提供施設 小豆沢荘（定員：45 世帯 85 人）         [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

当所では、緊急一時保護事業を主とし、子ども支援機能付き宿所提供施設モデル事業（以

下「子ども支援事業」と記載）を実施している。 

令和６年度上半期の入所理由は、夫の暴力逃避、立ち退き、離婚・遺棄の順に多く、退所

先は、居宅（アパートや公営住宅）が主なものとなっている。利用者の生活課題として、DV、

心身障がい、子どもの養育等の課題がある中、昨今は外国人の入居者も増えており、社会復

帰に向けた関係機関との連携や多様な支援が欠かせないものとなっている。 

「子ども支援事業」は７年目を迎え、小豆沢荘は、子ども世帯の入所率が高い中、児童室

の利用率も増加している。利用者が安心し「居場所」・「遊びと学びの場」を提供していくと

伴に、利用ニーズに応えるよう事業の内容の充実を図る。 

２ 主要目標と取組み 

（１）多様な利用者ニーズに応え、利用者に寄り添った支援の提供 

  ① 緊急一時保護事業の趣旨に基づき、利用者の目的に応じた支援を行う。 

  ② 多様な支援ニーズに応えられる支援体制を関係機関等と構築し支援を実施する。 

  ③ 宿所提供施設支援に必要な職員スキルの強化を含めた職員育成を職場として図る。 

（２）子ども支援事業の充実 

  ① 子ども支援事業は、事業実施要綱に従い、子どもの自尊心涵養等を図るため、「居 

場所」・「遊びと学びの場」作りを着実かつ適切に実施する。 

  ② 学習支援等を含めた日中のプログラムの充実を図る。 

（３）施設入所者の増員への取組み 

  ① 福祉事務所等の訪問及び説明会を実施し、小豆沢荘の事業への理解に努める。 

  ② 利用者の生活状況の連絡を密にすることにより、関係機関への信頼構築を図る。 

（４）防災体制の強化 

   避難訓練の他、震災や風水害を含めた BCP の見直しを図り、大規模災害に備える。 

施設定員 

（45 世帯 85 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

月初平均利用率 

（世帯/居室） 
地域移行率 

（世帯/退所世帯数） 

令和７年度目標    55.0％  60.0％    92.0％ 

令和６年度実績（見込み）   50.0％  50.0％    85.0％ 

令和５年度実績  50.9％  46.3％  90.5％ 
 

３ 管理運営 

（１）日常の援助 
① 緊急一時保護事業に相応しい必要即応の入所への備え 
ア 厚生部と緊密に連携を図り、利用者の迅速かつ柔軟な受入を実施する。また、退 
所後は、速やかに居室を整備し受入を行う。 

  イ 利用者の施設生活に必要な生活用品を適切に貸出して生活支援を行う。 
  ウ 福祉事務所等対象の施設説明会を年１回以上実施し、施設利用促進及び施設支援 

の理解に繋げる。 
② 利用者へ安心安全を提供 
ア 利用者の理解を得ながら確実な安否確認を行う。  
イ 施設内の定期巡回を励行の他、設備点検・施設内の保安維持に努める。 
ウ 休日・夜間の不審者等確認のために防犯カメラの利用や、管理人との情報共有を 
 密にし、緊急連絡体制の強化を図る。 
エ 利用者の個人情報保護を徹底し、情報漏洩等の事故を防止する。 

③ 利用者の生活課題に応じた個別的支援を推進 
ア 利用者、福祉事務所との相談を通して、緊急一時保護事業の趣旨に則った支援 

ニーズを個別的・段階的に把握しながら、実施機関と協働して支援を進める。 
イ 利用者支援事業（緊急一時保育、住居支援、心理相談、多言語相談）を活用し、利 

  
（２）自立促進・転出促進 

① 福祉事務所等関係機関と連携した就労支援、自立支援の推進 

② 包括的施設支援事業（住宅相談・法律相談等）を活用した転出支援 

③ 都営住宅一般募集（空き家）、特別割当等の情報提供及び申込手続きを支援 

（３）諸行事 

① 利用者懇談会（年４回）② グリーンデイ（年６回）③ アロマテラピー（年７回） 

④ こどもの日（５月）    ⑤ ショウブまつり（６月）⑥ 七夕まつり（７月） 

⑦ ハロウィン（10 月）   ⑧ クラフト会（12 月）    ⑨ クリスマス会（12 月） 

⑩ ひなまつり（３月）    ⑪ ウォーキング（年２回） 

（４）消防防災関係 

① 消防訓練（年４回）・防災訓練（法人防災一斉訓練、地域防災訓練） 

② 事業継続計画（BCP）の検証見直し、災害対応に強い施設作りを推進 

③ 消防用設備点検（年２回）、定期自主点検の実施及び不良個所の早期発見整備 

（５）職員会議等 

① 職員会議（感染症対策委員会を含む）を毎月開催。施設運営及び支援内容・情報共有 

を図り、必要な支援を検討する。 

② 毎朝、管理人からの引継ぎ。朝礼及び業務日誌確認等から情報共有を図る。 

③ 各種会議内容から現状把握に努め、施設運営の充実に向けて検討する。 
④ 支援において複数の機関が関与する場合、ケースカンファレンスを実施する。 

⑤ 職員人材育成のため、外部研修への参加を促進する。また研修内容の共有化を図る。 

（６）その他 

① 利用者アンケートにおいて、施設利用等調査を行い、ニーズの把握に努める。 

② ケースワーカーを対象にした施設利用アンケートを行い、対応の充実を図る。 

③ 退所者支援として相談には適宜対応する。地域生活移行後の生活安定のため情報提 

供を行い、施設行事のお知らせや時候の挨拶など行っていく。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 感染症対策として入所時にマスクの配布を行う。施設玄関及び多目的室にアルコー 

ル消毒液を配置など継続していく。 

② 施設内衛生管理として、防虫調査消毒（年３回）、排水管清掃（年１回） 

（２）環境整備 

① 退所時、居室の使用状況を点検し、必要に応じて修繕・交換など整備を実施 

② 増圧給水設備点検（年１回） 

③ 利用者の生活支援の充実に向け貸出用品及び支給用品の点検、見直しを行っていく。 

④ 施設建物設備の点検及び保全を行い、事故防止に取り組む。 

５ 施設の社会化 

（１）地元町会との地域防災協定による協力関係を維持する。地域防災訓練に参加 

（２）地域行事（菖蒲まつり等）への参加を利用者に呼びかけ推進 

（３）地域貢献を通し、地域と良好な関係を維持する施設運営の継続 

① 地元区 PTA 連絡会等の「こどもひまわり 110 番」に協力を継続実施（プレート掲示） 

② ゴミ集積所（２ケ所）の管理及び施設周辺清掃（週４回） 

③ 葛飾区社会福祉法人ネットワークに参加を継続し、地域貢献活動について検討 
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用者の生活に必要な支援を提供する。 
④ 施設及び地域情報の提供 
ア 入所時、当所における生活情報（緊急避難方法・場所、病院等）を分かりやすく 
説明し、必要に応じて、公的機関等の地域情報も提供する。 

イ 利用者懇談会を年４回実施し、施設の予定（行事・工事等）の連絡等を行う。 
（２）子ども支援事業 

① 子どもたちに「遊びと学びの場」を提供して居場所作りを行う。 
② 身近な相談相手となる子ども支援員を配置し、子どもの目線で気軽に話し合いや相 
談が行うことにより、情操豊かな子どもに成長できるような環境を提供する。 

③ 対象者に応じた学習方法を取り入れることにより、事業の活性化に努める。 
④ 月１回の特人厚子ども支援事業等巡回指導を活用し、子ども支援の充実を図る。 

（３）自立支援・転出促進 
  ① 入所前後、厚生部及び福祉事務所と連絡・調整し、転出に向けての支援ニーズを明 

確にして、計画的な支援を実施する。 
② 利用者とは入所時に支援方針を確認し、自立阻害要因の確認・軽減を計画的に行う。 

  ③ 利用者に緊急一時保護事業の利用期限（３カ月）を踏まえた転出促進を図る。 
  ④ 支援状況を定期的に確認し、必要に応じて福祉事務所等とケース検討会を実施する。 
  ⑤ 福祉事務所に支援方針、経過報告、退所報告を書面で提出し、支援内容を共有する。 
（４）諸行事 

 夏祭りやクリスマス等の季節による行事を行い、利用者に楽しみを提供する。 
（５）防災関係 
  ① 消防避難訓練を年３回実施する（土日、夜間想定訓練を含む）。 
  ② 障がい者福祉施設と共同で総合防災訓練を実施する（年１回）。 
  ③ 災害備蓄品及び防災用品の点検、整備、補充を行う。 
（６）感染症予防・再発防止に対する取り組み 
  ① 感染症対策委員会を年４回開催する。 
  ② 食中毒等の感染防止について、職場内外の講師を招き、学習会を年２回実施する。 
（７）職員会議等 
  ① 職員会議を月２回開催し、運営・支援上の課題、利用者情報等を確認・検討する。 

② 外部講師を招き職員学習会を年２回開催し、職員の支援力向上に資する。 
③ OJTを充実させるとともに、OFF-JTとして関係機関（母子福祉等）の見学や研修等 
に参加し、職場の支援力の向上や施設間のネットワークの向上を図る。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）健康管理 

① 体重計、血圧計を所定の場所に準備し、利用者の健康管理に役立てる。 

② 予防接種、出産準備等に関連する支援では、地元の保健師との連携を強化する。 

（２）保健衛生 

貯水槽清掃（年１回）、簡易水道水質検査（年１回）、防虫消毒（年２回）、雑排水清 

掃（年１回）を実施する。 

（３）環境整備 

  ① 利用者の当番制による、各階共用部分の清掃を実施する。 

  ② 専門業者による居室清掃やリフォームを実施する。 

  ③ 施設敷地内の樹木剪定を行い、環境美化を行う。   

５ 施設の社会化 

（１）施設機能の地域開放（ボランティア等活動のため集会室の開放）を行う。 

（２）地域清掃に職員及び利用者が参加し、地元地域との交流を行う。 

（３）地域の関係機関（地元区要保護児童対策地域協議会・地元区社会福祉法人施設等連 

絡会等）との連携を図る。 

（４）利用者の子育て生活の充実を図るため、区内の母子関係機関と連携を行う。 
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宿所提供施設 新幸荘（定員：75 世帯 134 人）         [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

引き続き、感染症拡大防止策の徹底を図る。敷地が広く居室数も多い施設であり、厚生

部と連携して、設備や環境の維持・更新を図り、安全安心な施設運営を継続する。 

施設説明会・施設見学の実施、施設の特徴や利用方法等を記載した施設概要を作成し、

福祉事務所等へ随時配布を行うなど、施設広報を強化して利用率向上を図り、75 世帯 134

人の定員充足に努めていく。 

入所属性では、女性単身世帯が３分の２を占めている。夫や家族等からの DV、精神障が

い、自立した生活が困難であることなどが、主要な入所理由となっている。一方で、世帯

利用は増加傾向にあり、子育てや教育、疾病や障がい、離婚問題、対人関係の不和など、

重複する複雑な課題を抱えているケースが多い。このことを踏まえ、引き続き職員の支援

力向上を図り、さらに利用価値のある施設運営を行っていく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）安心安全な施設管理運営の実施 

① 適宜 BCP の更新を図り、施設の安全管理を徹底する。 

② 災害・感染症発生時等の対応について、複数回の訓練を実施する。 

③ 地元警察との連携及び防犯カメラの活用で、不審者対策を強化する。 

④ 施設内の定期点検により危険個所の早期発見と、速やかな改善対応を行う。 

⑤ 女性・子どもに対応した災害備蓄品等を配置・更新し、環境整備を促進する。 

⑥ 各居室に簡易消火器を設置し、防災対策を強化する。 

（２）柔軟、かつ、迅速な入所受入及び充実した施設環境の提供 

① 厚生部と連携し、速やかな入所受け入れを行う。 

② 備品配置、居室整備・居室清掃の効率化を図る。 

③ 修繕等が必要な場合、迅速に実施する体制を整備し速やかな入所受け入れを行う。 

④ 福祉事務所向けの施設概要を作成し、適宜配布を行い、施設への理解を広める。 

（３）関係機関との連携強化 

① 緊急時におけるブロック施設の応援体制を強化し、日常業務を維持する。 

② DV 問題や疾病等、利用者の状況を福祉事務所等と共有し、協働して対応を行う。 

③ 長期利用世帯等の課題が生じた場合は、福祉事務所及び厚生部、専門家等と連携 

し、適切な対応を行う。 

（４）支援力強化 

① 少人数職場であることを活かし職員全員に日々OJT を行い、スキルアップを図る。 

② 朝の引継ぎ時など日々支援の進捗を確認し、課題があれば各職員から対応法等につ 

いて意見交換を行うと共に、利用者状況の共有を図る。 

（５）年間目標 

 
 

施設定員 

（75 世帯 134 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

月初平均利用率 

（世帯/定員） 

地域移行率 

（世帯/退所世帯数） 

令和７年度目標 35.0％ 45.0％ 95.0％ 

令和６年度実績（見込み） 24.7％ 39.5％ 95.0％ 

令和５年度実績 33.8％ 41.7％ 95.5％ 

３ 管理運営 

（１）日常の支援 

① 安心安全な施設生活の確保 

ア 防災防犯に関わる各種研修への参加し、職員の研鑽を図る。 

イ 定期的な施設内点検を実施し、危険物や不具合箇所の早期発見と改善を行う。 

ウ 館内消毒や三密対策を徹底し、感染症拡大防止策を徹底する。 

エ 個人情報保護の管理を徹底し、利用者の個人情報漏洩等の事故を防止する。 

用者の生活に必要な支援を提供する。 
④ 施設及び地域情報の提供 
ア 入所時、当所における生活情報（緊急避難方法・場所、病院等）を分かりやすく 
説明し、必要に応じて、公的機関等の地域情報も提供する。 

イ 利用者懇談会を年４回実施し、施設の予定（行事・工事等）の連絡等を行う。 
（２）子ども支援事業 

① 子どもたちに「遊びと学びの場」を提供して居場所作りを行う。 
② 身近な相談相手となる子ども支援員を配置し、子どもの目線で気軽に話し合いや相 
談が行うことにより、情操豊かな子どもに成長できるような環境を提供する。 

③ 対象者に応じた学習方法を取り入れることにより、事業の活性化に努める。 
④ 月１回の特人厚子ども支援事業等巡回指導を活用し、子ども支援の充実を図る。 

（３）自立支援・転出促進 
  ① 入所前後、厚生部及び福祉事務所と連絡・調整し、転出に向けての支援ニーズを明 

確にして、計画的な支援を実施する。 
② 利用者とは入所時に支援方針を確認し、自立阻害要因の確認・軽減を計画的に行う。 

  ③ 利用者に緊急一時保護事業の利用期限（３カ月）を踏まえた転出促進を図る。 
  ④ 支援状況を定期的に確認し、必要に応じて福祉事務所等とケース検討会を実施する。 
  ⑤ 福祉事務所に支援方針、経過報告、退所報告を書面で提出し、支援内容を共有する。 
（４）諸行事 

 夏祭りやクリスマス等の季節による行事を行い、利用者に楽しみを提供する。 
（５）防災関係 
  ① 消防避難訓練を年３回実施する（土日、夜間想定訓練を含む）。 
  ② 障がい者福祉施設と共同で総合防災訓練を実施する（年１回）。 
  ③ 災害備蓄品及び防災用品の点検、整備、補充を行う。 
（６）感染症予防・再発防止に対する取り組み 
  ① 感染症対策委員会を年４回開催する。 
  ② 食中毒等の感染防止について、職場内外の講師を招き、学習会を年２回実施する。 
（７）職員会議等 
  ① 職員会議を月２回開催し、運営・支援上の課題、利用者情報等を確認・検討する。 

② 外部講師を招き職員学習会を年２回開催し、職員の支援力向上に資する。 
③ OJTを充実させるとともに、OFF-JTとして関係機関（母子福祉等）の見学や研修等 
に参加し、職場の支援力の向上や施設間のネットワークの向上を図る。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）健康管理 

① 体重計、血圧計を所定の場所に準備し、利用者の健康管理に役立てる。 

② 予防接種、出産準備等に関連する支援では、地元の保健師との連携を強化する。 

（２）保健衛生 

貯水槽清掃（年１回）、簡易水道水質検査（年１回）、防虫消毒（年２回）、雑排水清 

掃（年１回）を実施する。 

（３）環境整備 

  ① 利用者の当番制による、各階共用部分の清掃を実施する。 

  ② 専門業者による居室清掃やリフォームを実施する。 

  ③ 施設敷地内の樹木剪定を行い、環境美化を行う。   

５ 施設の社会化 

（１）施設機能の地域開放（ボランティア等活動のため集会室の開放）を行う。 

（２）地域清掃に職員及び利用者が参加し、地元地域との交流を行う。 

（３）地域の関係機関（地元区要保護児童対策地域協議会・地元区社会福祉法人施設等連 

絡会等）との連携を図る。 

（４）利用者の子育て生活の充実を図るため、区内の母子関係機関と連携を行う。 
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オ 安否確認を確実に履行し、日々の利用者の状況把握を行う。 

カ 管理人との情報連携を緊密にし、夜間・休日の緊急連絡体制を強化する。 

キ 苦情解決制度を適正に運用し、利用者の権利擁護を推進する。 

② 入所受付 

ア 厚生部と適宜調整を行い、柔軟な受入を行う。 

イ 職員間で居室状況の共有を図り、必要な整備等を実施し、迅速な受入を行う。 

③ 自立支援 

ア 入所時、施設や支援方針等について丁寧に説明を行うこと、寄せられる各種の相 

談へ素早く対応することで、利用者との信頼関係を構築する。 

イ 利用者の状況把握に努め、福祉事務所等と連携した利用者支援を展開する。 

ウ 利用者支援事業等を活用し、ニーズに即した支援を行う。 

エ 委託によるカウンセリングを必要に応じて実施し、利用者の心身安定を図る。 

オ 職員間の情報共有を徹底し、担当不在時でも的確に対応ができる体制をとる。 

カ 情報機器を効果的に活用し、支援業務に関わる必要な情報収集を図る。 

キ 各種研修や勉強会等に参加し、知識技能の研鑽と共有を図る。 

④ 転出促進 

ア 福祉事務所へ転出要件等を確認し、利用期限内での計画的な転出促進を図る。 

イ 転宅後の自立した地域生活を見据え、地域社会資源の有効な活用を行う。 

ウ 各種住宅相談や協力不動産会社を活用し、迅速に転出先の確保を図る。 

エ 都営住宅の随時募集、特別割当募集など、利用者ニーズに応じた活用を図る。 

（２）諸行事 

① 感染症拡大防止策を徹底し、季節に合わせた行事を参集しない形式で実施する。 

② 広い敷地を活かし、利用者が参加できる屋外での園芸活動を実施する。 

③ 年４回利用者懇談会を実施し、利用者から意見を聴取できる場を設ける。 

（３）消防・防災等  

① 消防設備点検（年２回）を実施する。 

② 消防避難訓練（年３回）を実施し、利用者及び職員の防災対策意識の向上を図る 

③ 定期的な災害用備蓄品・防災用品等の点検ならびに計画的な補充を行う。 

(４) 職員会議・研修等 

① 業務日誌及び法人内 LAN を活用し、職員間の情報共有を徹底する。 

② 職員会議（月１回）を開催し、施設管理運営上の課題を検証・検討する。 

③ 職員会議において、支援会議を開催し、利用者支援上の課題を検証・検討する。 

④ 職員の研修受講を奨励し、学んだ知識について業務への有効活用を図る。 

⑤ 職員個々の育成段階に合わせた OJT を実施し、業務のスキルアップを図る。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 安全衛生に関わる情報提供を継続し、利用者の意識啓発、知識向上を促進する。 

② 貸出物品について、都度の消毒及び除菌を徹底し、衛生維持を行う。 

③ 防虫消毒（年２回）、排水管高圧洗浄（年１回）を実施する。 

（２）環境整備 

① 除草及び樹木剪定を定期的に実施し、敷地内の環境を整備する。 

② 専門業者による居室清掃、床清掃等を実施して衛生的な施設環境を維持継続する。 

５ 施設の社会化 

（１）深川消防署や避難拠点等が実施する地域防災活動に協力する。 

（２）他の福祉施設や小中学校等とコミュニケーションを図り、地域連携を促進する。 

（３）江東区保健所と保健衛生に係る情報連携を図る。 

（４）クリーンデーを開催し、施設周辺の環境保全に協力する。 

（５）施設概要の更新を図り、適宜福祉事務所へ配布・説明を行い施設広報を促進する。  
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宿泊所 綾瀬荘（定員：34 世帯 75 人）            [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

 宿泊所綾瀬荘は、特人厚の指定管理施設として運営を開始してから９年目を迎える。

緊急一時保護事業に特化した施設として、非生活保護世帯のみを受け入れ、様々な理由

により居所をなくした世帯を地域生活へと移行してきた。令和４年度からコロナの影響

もあり入所の減少も見受けられたが、現在は入所率も回復し、23 区の関係機関から緊急

一時事業の施設として幅広く活用されている。 

入所理由として一番多いのは、DV 避難によるものである。令和５年度においても、DV

被害利用者の割合は全体の 63.2％を占めており、年々増加の傾向をたどっている。DV 被

害の利用者の多くは母子世帯であることから、令和７年度も引き続き心身の健康回復、

家事・育児等の生活力回復と向上を目指し、カウンセリングを中心としたストレス軽減、

子どもと向き合う時間の増加が可能となる備付け家電の貸与を進めていく。また、「利用

者アンケート」で要望のあった電気ポット、扇風機等を貸与し、利用者が生活する上で

快適に暮らしていけるよう生活全般における日用品貸与の充実を図る。 

地域との関係においては、施設・利用者ともに町会の会員となっており、今後も防災

等町会行事に積極的に参加し、良好な関係を継続していく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）安全で安心できる居住環境の提供と施設運営 

  ① オートロック・防犯カメラの活用により DV 追跡者等の侵入を防止し、DV 避難世 

帯が安心して生活できる環境を提供する。 

② 建物・施設設備の状態を定期的に把握し、不具合時は迅速に対応する。 

③ 備付け家電のほか、日用品等の貸出物品を充実し、利用者の家事負担の軽減と生 

活向上を図り、生活しやすい施設運営を目指す。 

（２）緊急入所受入れ及び円滑な地域移行への促進 

① 福祉事務所、厚生部からの入所依頼に即応できるよう居室整備を徹底する。 

② 福祉事務所や利用者と定期的に生活状況の確認を行い、地域生活を見据えた丁寧 

な支援を行う。地域移行時には、住宅相談の活用により利用期間内での自立・転出 

を促進する。 

（３）退所世帯へのアフターケア 

   必要に応じ退所世帯の生活状況の把握、相談対応を行い、地域生活の定着化を図 

る。また、カウンセリングを退所後も活用して利用者の孤立を防ぐ。 

（４）精神疾患への理解と対応 

近年、躁鬱病や統合失調症など精神疾患を持つ利用者の入所が多いことから、疾 

病への理解や対応力を培うため、外部講師による勉強会を開き、職員の利用者支援 

の向上を図る。 

（５）年間目標 

施設定員 

（34 世帯 75 人） 

月初平均在籍率 
（人/定員） 

月初平均利用率 
（世帯/居室） 

地域移行率 
（世帯/退所世帯数） 

令和７年度目標   50.0％   55.0％   100.0％ 

令和６年度実績（見込）   45.0％   50.0％    98.0％ 

令和５年度実績   30.0％   32.3％    98.0％ 
 

 

オ 安否確認を確実に履行し、日々の利用者の状況把握を行う。 

カ 管理人との情報連携を緊密にし、夜間・休日の緊急連絡体制を強化する。 

キ 苦情解決制度を適正に運用し、利用者の権利擁護を推進する。 

② 入所受付 

ア 厚生部と適宜調整を行い、柔軟な受入を行う。 

イ 職員間で居室状況の共有を図り、必要な整備等を実施し、迅速な受入を行う。 

③ 自立支援 

ア 入所時、施設や支援方針等について丁寧に説明を行うこと、寄せられる各種の相 

談へ素早く対応することで、利用者との信頼関係を構築する。 

イ 利用者の状況把握に努め、福祉事務所等と連携した利用者支援を展開する。 

ウ 利用者支援事業等を活用し、ニーズに即した支援を行う。 

エ 委託によるカウンセリングを必要に応じて実施し、利用者の心身安定を図る。 

オ 職員間の情報共有を徹底し、担当不在時でも的確に対応ができる体制をとる。 

カ 情報機器を効果的に活用し、支援業務に関わる必要な情報収集を図る。 

キ 各種研修や勉強会等に参加し、知識技能の研鑽と共有を図る。 

④ 転出促進 

ア 福祉事務所へ転出要件等を確認し、利用期限内での計画的な転出促進を図る。 

イ 転宅後の自立した地域生活を見据え、地域社会資源の有効な活用を行う。 

ウ 各種住宅相談や協力不動産会社を活用し、迅速に転出先の確保を図る。 

エ 都営住宅の随時募集、特別割当募集など、利用者ニーズに応じた活用を図る。 

（２）諸行事 

① 感染症拡大防止策を徹底し、季節に合わせた行事を参集しない形式で実施する。 

② 広い敷地を活かし、利用者が参加できる屋外での園芸活動を実施する。 

③ 年４回利用者懇談会を実施し、利用者から意見を聴取できる場を設ける。 

（３）消防・防災等  

① 消防設備点検（年２回）を実施する。 

② 消防避難訓練（年３回）を実施し、利用者及び職員の防災対策意識の向上を図る 

③ 定期的な災害用備蓄品・防災用品等の点検ならびに計画的な補充を行う。 

(４) 職員会議・研修等 

① 業務日誌及び法人内 LAN を活用し、職員間の情報共有を徹底する。 

② 職員会議（月１回）を開催し、施設管理運営上の課題を検証・検討する。 

③ 職員会議において、支援会議を開催し、利用者支援上の課題を検証・検討する。 

④ 職員の研修受講を奨励し、学んだ知識について業務への有効活用を図る。 

⑤ 職員個々の育成段階に合わせた OJT を実施し、業務のスキルアップを図る。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 安全衛生に関わる情報提供を継続し、利用者の意識啓発、知識向上を促進する。 

② 貸出物品について、都度の消毒及び除菌を徹底し、衛生維持を行う。 

③ 防虫消毒（年２回）、排水管高圧洗浄（年１回）を実施する。 

（２）環境整備 

① 除草及び樹木剪定を定期的に実施し、敷地内の環境を整備する。 

② 専門業者による居室清掃、床清掃等を実施して衛生的な施設環境を維持継続する。 

５ 施設の社会化 

（１）深川消防署や避難拠点等が実施する地域防災活動に協力する。 

（２）他の福祉施設や小中学校等とコミュニケーションを図り、地域連携を促進する。 

（３）江東区保健所と保健衛生に係る情報連携を図る。 

（４）クリーンデーを開催し、施設周辺の環境保全に協力する。 

（５）施設概要の更新を図り、適宜福祉事務所へ配布・説明を行い施設広報を促進する。  
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３ 管理運営 

（１）日常の援助と関係機関との連携 

① 利用者の世帯状況の把握に努め、個別課題の解決に向けた支援を展開する。 

支援経過は支援計画書・経過報告書・退所報告書等を定期的に福祉事務所へ報告し、 

情報共有を図る。 

② 警察、児童相談所、保健所、学校等関係機関と連携し、安心安全な住環境を提供 

する。 

③ 毎日の安否確認や声かけにより、生活状況や心身の健康状態を把握する。 

④ 退所後の生活に必要な地域の社会資源に関する情報を提供し活用を促す。 

（２）自立促進・転出促進 

① 住宅相談、緊急一時保育などの利用者支援事業を活用し、利用期間内の円滑な転 

宅を進める。 

② 都営住宅の定期募集のほか、特割・毎月募集を積極的に活用する。 

（３）諸行事 

① 利用者懇談会（年４回） 

② 季節行事：端午の節句、七夕、ハロウィン、クリスマス会、ひな祭りなど 

③ 防災館体験ツアー 

④ 小学校夏休み・冬休み勉強会 

（４）消防・防災等 

① 火災、地震、水害を想定した自衛消防訓練（年４回） 

② 消防設備の点検（年２回） 

③ BCP・水害対策マニュアルの整備 

④ 災害備蓄品の定期点検と補充（年１回） 

（５）その他 

苦情解決制度や第三者委員について入所時に案内し、利用者の権利擁護に取り組 

む。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 感染症や食中毒防止に関する情報提供 

② 血圧計・体重計の貸出や、地域医療機関と連携した健康管理の推進 

③ 排水管、受水槽、雨水槽の清掃及び水質検査の実施 

④ 居室・共用部分の防虫対策として、防虫トラップの巡視点検と交換を毎月実施 

（２）環境整備 

① 定期巡回による建物状況の確認及び適切な修繕 

② 退所後の迅速な居室整備の徹底 

５ 施設の社会化 

（１）地域で行われる町会防災訓練に参加し、地域防災体制を強化する。 

（２）施設・利用者ともに町会に加入するとともに町会行事等に積極的に参加し、町会 

への取り組みを強化する。利用者に町会の会員として地域の一員であることを認識 

してもらい、地域移行に繋げる。 

（３）ゴミ集積所のない近隣住民に、施設のゴミ集積所を提供する。 
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宿泊所 千歳荘（定員：34 世帯 48 人）             [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

当所は、非生活保護世帯が利用できる緊急一時保護に特化した宿泊所として運営を開始

してから７年目を迎える。この間、非生活保護世帯への支援のノウハウを蓄積し、入所時の

アセスメントの充実と関連機関への情報共有を適切に行うことで、きめ細やかな利用者支

援を展開してきた。その結果、高い水準で目的達成率を維持し、利用者の地域移行に寄与す

ることができている。しかし、施設の老朽化や非保護世帯限定の施設であること等を一因と

して、入所者の減少傾向が続いている。 

そのため、令和７年度は施設整備・管理維持をさらに強化するとともに、23 区から求め

られている迅速な入所受入れと、利用者の生活に寄り添った支援を行い、ニーズに応えた退

所を実現させていく。また、施設の支援内容等を関連機関に周知する機会を積極的に作り、

施設利用者の増加を目指す。 

２ 主要目標と取組み 

（１）法人及び関係機関との連携強化による施設利用者の増加 

   福祉事務所への訪問や関係機関等が参加する各種会議で施設紹介を行う。また、ブロ

ック中核施設の千駄ヶ谷荘や法人の宿所提供施設・宿泊所と連携しての施設説明会等

を検討し、入所率の向上を目指す。 

（２）迅速な入所受入れと利用者支援の充実 

   事業対象者を迅速に受入れることで、23 区の負託に応える。入所時のアセスメント

を的確に行い、多種多様な課題を解決するとともに、関係機関と連携して、転宅先確保

に向けた支援を行う。支援経過は、支援計画書・経過報告書・退所報告書等により定期

的に報告し、情報共有を図る。 

（３）安心安全で快適な施設生活の提供 

   利用者が安心して生活できるように施設環境を整備する。行事等も利用者の意見を

反映させながら、幅広い年齢層の利用者が楽しめるように充実させる。 

（４）将来を見据えた人材育成 

   OJT を充実させることで安定した宿泊所運営を行うとともに、あり方検討報告や更生

施設の救護施設への転換・受託に対応していくためにも、千駄ヶ谷荘と連携し会議・研

修・学習に参加・受講することで、多種多様な課題に対応できる職員を育成する。 

（５）年間目標 

施設定員 
（34 世帯 48 人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

月初平均利用率 

（世帯/居室） 
地域移行率 

（世帯/退所世帯数） 

令和７年度目標 30.0％  30.0％ 100.0％ 

令和６年度実績（見込み） 15.8％ 15.9％ 95.0％ 

令和５年度実績 26.7％ 28.7％ 100.0％ 

  

３ 管理運営 

（１）日常の支援 

   ① 安心安全な生活の確保 

  ア 安否確認と日常的な声掛け等による利用者の状況把握 

  イ 緊急受診等、安心して受診できるよう地域の医療機関等との日常的な連携の強化 

ウ 不審者侵入防止対策の推進（門扉・防犯カメラ等の活用、定期巡回等） 

３ 管理運営 

（１）日常の援助と関係機関との連携 

① 利用者の世帯状況の把握に努め、個別課題の解決に向けた支援を展開する。 

支援経過は支援計画書・経過報告書・退所報告書等を定期的に福祉事務所へ報告し、 

情報共有を図る。 

② 警察、児童相談所、保健所、学校等関係機関と連携し、安心安全な住環境を提供 

する。 

③ 毎日の安否確認や声かけにより、生活状況や心身の健康状態を把握する。 

④ 退所後の生活に必要な地域の社会資源に関する情報を提供し活用を促す。 

（２）自立促進・転出促進 

① 住宅相談、緊急一時保育などの利用者支援事業を活用し、利用期間内の円滑な転 

宅を進める。 

② 都営住宅の定期募集のほか、特割・毎月募集を積極的に活用する。 

（３）諸行事 

① 利用者懇談会（年４回） 

② 季節行事：端午の節句、七夕、ハロウィン、クリスマス会、ひな祭りなど 

③ 防災館体験ツアー 

④ 小学校夏休み・冬休み勉強会 

（４）消防・防災等 

① 火災、地震、水害を想定した自衛消防訓練（年４回） 

② 消防設備の点検（年２回） 

③ BCP・水害対策マニュアルの整備 

④ 災害備蓄品の定期点検と補充（年１回） 

（５）その他 

苦情解決制度や第三者委員について入所時に案内し、利用者の権利擁護に取り組 

む。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 感染症や食中毒防止に関する情報提供 

② 血圧計・体重計の貸出や、地域医療機関と連携した健康管理の推進 

③ 排水管、受水槽、雨水槽の清掃及び水質検査の実施 

④ 居室・共用部分の防虫対策として、防虫トラップの巡視点検と交換を毎月実施 

（２）環境整備 

① 定期巡回による建物状況の確認及び適切な修繕 

② 退所後の迅速な居室整備の徹底 

５ 施設の社会化 

（１）地域で行われる町会防災訓練に参加し、地域防災体制を強化する。 

（２）施設・利用者ともに町会に加入するとともに町会行事等に積極的に参加し、町会 

への取り組みを強化する。利用者に町会の会員として地域の一員であることを認識 

してもらい、地域移行に繋げる。 

（３）ゴミ集積所のない近隣住民に、施設のゴミ集積所を提供する。 
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  ② 充実した生活支援 

  ア 福祉事務所と連携しながら個々のニーズに即した支援の実施 

  イ 利用者支援事業及び各種社会資源を活用した支援 

  ウ 潤いのある生活の提供のため、アロマテラピーや季節行事の充実、多目的室整備 

  エ 利用者の心身の安定を図るため、専門のカウンセラーによるカウンセリングの実施 

(２)自立促進・転出促進 

① 利用者支援事業や法テラス等の活用による自立を促進 

② 利用者の状況把握に努め、関係機関との連携強化による転宅支援を展開 

③ 住宅相談等の利用者支援事業の活用、地域の仲介業者及び引越業者の紹介、都営住宅 

等公営住宅の情報提供 

（３）諸行事 

① 定例行事：懇談会(年４回)、七夕、夕涼み会、ハロウィン、クリスマス、ひな祭り 

② 緑化整備活動：園芸、クリーンデー、草取りなどの緑化整備活動 

（４）消防・防災等 

① 法人防災一斉訓練・総合的な防災訓練の実施 

② 定期総合消防訓練（年３回）の内容の充実と利用者の防災意識の向上 

③ 自然災害やコロナ等の感染症を踏まえた BCP の検証と見直し 

④ 消防設備の点検・各種災害を考慮した災害用備蓄品の適正管理 

（５）職員会議・研修等 

① 利用者情報管理システムや指導業務日誌、定例職員会議等による利用者情報の共有 

② 援護管理人との連携強化による施設管理の徹底 

③ OJT による人材の指導・育成、各種研修参加を通した職員資質・支援力の向上 

④ 職員の研修・勉強会・検討会等への参加の機会を提供し、得た知識を所内で共有  

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 感染症対策を継続（館内の換気・消毒、体温計の貸出、体調不良時の医療機関の受診 

支援、感染症 BCP の充実） 

② 施設内衛生管理の徹底（受水槽清掃、飲料水の水質検査、防虫消毒等） 

③ ブロック施設の看護師・栄養士と連携し健康管理・栄養指導を行うことにより、地域 

移行後の生活を見据えた支援を展開 

（２）環境整備 

① 施設内の共用部分の換気の徹底と衛生用品の配置 

② 季節感を得られるような所内装飾等の工夫 

③ 花壇や中庭の緑化整備を通じた環境意識の向上 

５ 施設の社会化 

（１）地域の関係機関（小中学校、医療機関、警察、消防、行政機関等）との連携 

（２）町内会等地域組織との協力関係の促進、地域行事への参加 

（３）地元区の DV 防止ネットワーク代表者会議への参加と関連支援団体との連携 

（４）地域の社会福祉情報の収集と積極的な活用及び利用者への周知 
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母子生活支援施設 のぞみ荘（定員：20 世帯）           [令和７年度業計画] 

１ 施設の概況 

 特別区内の母子世帯は約３万５千世帯（令和２年国勢調査）で、父子を含むひとり親世帯

のおよそ半数が相対的貧困にあるとされる（令和３年度厚生労働省調査）。そのような社会

状況において、世帯を分離することなく親子の生活を維持、支援する母子生活支援施設の潜

在的ニーズは本来高いものと想像される。しかし、のぞみ荘の実際の施設入所率は令和３年

以降減少を続けており、令和７年度は暫定定員が設定される見通しにある。 

 地域で支援を必要とする世帯に対し、必要な支援を提供できるようにするためには広報

活動が重要であり、地域で実際に支援を行う子ども家庭支援センターや保健センター、ある

いは学校、保育園、民生児童委員等の関係機関への母子生活支援施設の支援機能の周知徹底

と、より一層の連携と協力関係の構築が求められている。 

 また、退所後のアフターケア利用者への支援を継続することで、地域生活での支援をより

充実したものとしつつ、それを他のひとり親世帯にも展開できるよう、「子どもの居場所支

援」の拡充を図ることが必要である。 

２ 主要目標と取組み 

（１）充足率の向上に向けた、広報等の取組み 

① 広域利用の促進に向けた行政関係機関に対する広報活動の拡充 

② 協定締結区における一層の利用促進 

（２）利用者支援の充実化と新規取組の実施 

① 自立支援計画に基づいた専門的、計画的な支援の提供 

② アフターケアの充実化と「子どもの居場所支援」の継続実施 

③ 児童福祉施策の動向を踏まえた親子ショートステイ等の関連事業の検討 

（３）安心安全な生活の確保と保健衛生環境の整備 

① 計画的な修繕による住環境の維持 

② 安否確認と入退出管理等による安心安全な生活の確保 

③ 定期消毒等、保健衛生環境の整備 

（４）児童福祉分野における人材育成 

① 個別研修計画による児童福祉分野の専門的な人材育成 

② 東社協母子福祉部会の各種委員会への参加（母子支援委員会、子どもを考える会等） 

 

施設定員 

（20 世帯） 

月初平均在籍率 

（世帯/定員） 

地域移行率 

（世帯/退所者数） 

令和７年度目標 90.0％ 100.0％ 

令和６年度実績（見込み） 70.0％ 100.0％ 

令和５年度実績 83.3％ 100.0％ 

  

３ 管理運営 

（１）日常生活支援 

① 家族関係を育む支援 

母と子の双方の思いに配慮しつつ、家族関係の調整・再構築を支援する。 

② 子どもへの支援 

乳幼児については、心身の発達、健康、母との関わり（愛着形成）を定期的に確認し、 

検診や予防接種、離乳食等、養育状況の確認を行う。 

児童については、放課後学習会を開催し、学習習慣の定着や学力向上を支援する。 

  ② 充実した生活支援 

  ア 福祉事務所と連携しながら個々のニーズに即した支援の実施 

  イ 利用者支援事業及び各種社会資源を活用した支援 

  ウ 潤いのある生活の提供のため、アロマテラピーや季節行事の充実、多目的室整備 

  エ 利用者の心身の安定を図るため、専門のカウンセラーによるカウンセリングの実施 

(２)自立促進・転出促進 

① 利用者支援事業や法テラス等の活用による自立を促進 

② 利用者の状況把握に努め、関係機関との連携強化による転宅支援を展開 

③ 住宅相談等の利用者支援事業の活用、地域の仲介業者及び引越業者の紹介、都営住宅 

等公営住宅の情報提供 

（３）諸行事 

① 定例行事：懇談会(年４回)、七夕、夕涼み会、ハロウィン、クリスマス、ひな祭り 

② 緑化整備活動：園芸、クリーンデー、草取りなどの緑化整備活動 

（４）消防・防災等 

① 法人防災一斉訓練・総合的な防災訓練の実施 

② 定期総合消防訓練（年３回）の内容の充実と利用者の防災意識の向上 

③ 自然災害やコロナ等の感染症を踏まえた BCP の検証と見直し 

④ 消防設備の点検・各種災害を考慮した災害用備蓄品の適正管理 

（５）職員会議・研修等 

① 利用者情報管理システムや指導業務日誌、定例職員会議等による利用者情報の共有 

② 援護管理人との連携強化による施設管理の徹底 

③ OJT による人材の指導・育成、各種研修参加を通した職員資質・支援力の向上 

④ 職員の研修・勉強会・検討会等への参加の機会を提供し、得た知識を所内で共有  

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 感染症対策を継続（館内の換気・消毒、体温計の貸出、体調不良時の医療機関の受診 

支援、感染症 BCP の充実） 

② 施設内衛生管理の徹底（受水槽清掃、飲料水の水質検査、防虫消毒等） 

③ ブロック施設の看護師・栄養士と連携し健康管理・栄養指導を行うことにより、地域 

移行後の生活を見据えた支援を展開 

（２）環境整備 

① 施設内の共用部分の換気の徹底と衛生用品の配置 

② 季節感を得られるような所内装飾等の工夫 

③ 花壇や中庭の緑化整備を通じた環境意識の向上 

５ 施設の社会化 

（１）地域の関係機関（小中学校、医療機関、警察、消防、行政機関等）との連携 

（２）町内会等地域組織との協力関係の促進、地域行事への参加 

（３）地元区の DV 防止ネットワーク代表者会議への参加と関連支援団体との連携 

（４）地域の社会福祉情報の収集と積極的な活用及び利用者への周知 
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また、遊びや行事等での関わりを重視し、不登校や障がい等については個別プログラ 

ムで対応し、児童の特性に合った支援を提供する。 

③ 母への支援 

心身の健康回復、家事・育児能力等の回復と向上、就労支援、離婚・手当申請等の各 

種手続き補助、住宅相談、レスパイト保育（母の疲労軽減、一時休息）等を行い、母の 

社会的・経済的自立を目指すとともに、適切な養育環境の維持を支援する。 

④ DV、被虐待、性暴力被害体験を持つ母子への支援 

心理療法担当職員や提携団体のカウンセリングのほか、医療機関、保健センター、子 

ども家庭支援センター、児童相談所、教育機関等と連携し、安心感と情緒的安定性の回 

復を支援する。 

⑤ 安心安全の提供 

計画的な修繕により住環境を整備するほか、職員、警備員による宿直や、入退室管理 

の徹底、防犯カメラによる安全確保を行う。警察署、消防署、町会とも連携する。 

（２）自立促進・地域生活移行支援 

① 就労、就労継続、転職を支援するほか、保育園の申請、利用手続や補助保育等を行う。 

② 心理療法担当職員による心理検査等、適性を考慮して就労意欲を喚起する。 

③ 都営・区営住宅等の公営住宅の入居案内や事務手続きの補助、転出支援を行う。 

④ アフターケアの利用勧奨のほか、地域関係機関と連携して地域への定着支援を行う。 

（３）年間行事 

① 全体行事（利用者懇談会（月１回）、親子遠足、利用者誕生日お祝い等） 

② 季節行事（母の日、こどもの日、夏祭り、ハロウィン、クリスマス、ひな祭り等） 

③ 子どもプログラム（子ども会議、夏季宿泊キャンプ、料理教室、進級お祝い遠足等） 

④ 母プログラム（生活能力向上・リフレッシュ・リラクゼーション行事、乳幼児世帯 

向け茶話会等） 

（４）消防・防災対策 

① 消防・防災訓練（月１回）   ② BCP 確認・見直し（年１回） 

（５）所内会議、関係機関との連携会議 

① 施設内会議（職員会議、担当別会議、チーム会議、ケース検討会） 

② 研修等受講（施設内職員学習会、職員個別研修計画に基づく研修） 

③ 第三者評価、自己評価（施設行事の効果測定等） 

④ 関係機関との会議（東社協母子福祉部会、母子保護会議、虐待防止等部会、要保護児 

童対策地域協議会、合築施設との管理会議等） 

（６）ヒヤリハット報告、再発防止の検証 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 利用者の健康管理（健康相談（月１回）、定期健康診断（年４回）、予防接種推進） 

② 施設内の衛生管理（事務所・共用部の感染防止対策（毎日）、防虫調査（月１回）、 

排水管・汚水管清掃（年１回）、居室・共用部エアコン洗浄（年１回）） 

（２）環境改善・整備 

① 居室リフォーム・設備の計画的な更新    ② 館内美化・緑化の推進 

③ 町会主催行事への協力、参加   ④ オンライン学習環境の提供 

５ 施設の社会化 

（１）学習支援・食の支援等を通じた「子どもの居場所支援」の実施 

（２）地域住民向け行事（もちつき会、OG 交流会等）の実施 

（３）近隣の学生ボランティアの受入れ、拡充 

（４）社会福祉士等実習生の受入れによる福祉人材育成への貢献 

（５）施設所在区社会福祉法人連絡会等への参加による地域福祉への貢献 
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母子生活支援施設 メゾン・ド・あじさい（定員：母子 10（9+1））世帯[令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 
本年度は 10 年間の指定管理施設期間の折り返しとなる５年目にあたる。令和５年度から

検討を重ねてきた特定妊婦の受入については、区を事業者とする妊産婦等生活援助事業が
創設され、メゾン・ド・あじさいでは同事業の生活支援（施設受入による産前産後の特定妊
産婦支援）を実施予定である。母子居室 10 世帯のうち１室を同事業の専用居室に転用する
ことで、母子世帯居室は９室に変更される（合計 10 室）。従来の母子世帯に特定妊婦支援加
えた新たな指定管理事業として、母子生活支援施設の高機化・多機能化を目指していく。 
２ 主要目標と取組み 
（１）小規模施設の特性を生かした安心安全な生活環境の提供 

10 世帯という小規模施設の特性を活かしたきめ細かな関わりを通じて、母子が安心 
して相談できる雰囲気づくりと安心安全な生活環境を整備する。 

（２）母子それぞれの自立支援計画に基づいた計画的な支援 
世帯が将来的に安定した地域生活を送ることを目標に、世帯ごとに母子支援員、少年 

指導員、保育士、心理療法担当職員等のチームによる計画的な支援を実施する。 
（３）アフターケアによる地域生活移行後の継続的支援 

施設を退所した母子世帯が地域において安心した生活を送ることをサポートするた 
め、アフターケアによる定期的な訪問・電話相談、行事参加促進等、支援を継続する。 

（４）複合施設、関係機関及び地域との緊密な連携による支援 
子ども家庭総合支援センター内の各施設との相互協力や情報共有を強化するととも 

に、関係機関との緊密な連携による支援体制を構築する。また、地域における活動や行 
事への参加により、施設に対する理解の促進を図る。 

（５）施設利用促進に向けた取組み 
   入所充足率の向上に向けて、設置区の実施機関と協議を進めるとともに、関係機関等 

への広報活動を行う。 
（６）妊産婦等生活援助事業（生活支援）の実施 
   設置区実施機関及び関係機関と連携し、妊産婦及び産後の母子が安心して生活でき 

るよう支援を、母子生活支援施設一体として実施する。 
（７）緊急一時保護事業の円滑な実施 

設置区の依頼に基づき円滑な受入れを行い、安心安全な運営を進める。 
（８）「あじさい長期計画」に基づく取組み（トワイライトステイ事業） 

受入ニーズ等を踏まえて、設置区との協議を進める。 
施設定員 

（10 世帯） 
月初平均在籍率 
（世帯/定員） 

地域移行率 
（世帯/退所世帯数） 

令和７年度目標 60.0％ 100.0％ 
令和６年度実績（見込み） 40.0％ 100.0％ 
令和５年度実績 40.1％ 100.0％ 

 

３ 管理運営 
（１）日常の援助 

① 産前・産後事業の実施 
ア 産後毎日行う安否確認及び居室訪問により、母の養育状況と子の発育状況を確認 
イ 実施機関が設置する「支援コーディネーター」を中心として各関係機関と連携し、
円滑な入所受け入れ、母体の健康確認及び産後の養育に向けた生活支援を実施 

ウ 産前・産後事業のための職員研修を実施 
② 乳幼児への支援 
ア 預かり保育等を通じた乳幼児の心身の発育支援や健康状態、離乳食等の養育状況 
の把握及びアセスメントを実施 

イ 保健所等との連携による定期健康診断や予防接種の着実な実施 
ウ 母との関わり（愛着形成）の確認及び安定した生活習慣を促進・維持 

③ 子ども（小学生以上）への支援 
ア 個別のアセスメント及び自立支援計画に基づく、子ども自身の意向や状況に応じ 
 た多様な生活・学習支援等支援を実施 
イ 子ども会議の定期的な開催等を通じた子どもの意見表明を尊重した支援を実施 
ウ 子どもの情緒的成長及び発達の促進を目的とした、放課後プログラム、長期休暇 

また、遊びや行事等での関わりを重視し、不登校や障がい等については個別プログラ 

ムで対応し、児童の特性に合った支援を提供する。 

③ 母への支援 

心身の健康回復、家事・育児能力等の回復と向上、就労支援、離婚・手当申請等の各 

種手続き補助、住宅相談、レスパイト保育（母の疲労軽減、一時休息）等を行い、母の 

社会的・経済的自立を目指すとともに、適切な養育環境の維持を支援する。 

④ DV、被虐待、性暴力被害体験を持つ母子への支援 

心理療法担当職員や提携団体のカウンセリングのほか、医療機関、保健センター、子 

ども家庭支援センター、児童相談所、教育機関等と連携し、安心感と情緒的安定性の回 

復を支援する。 

⑤ 安心安全の提供 

計画的な修繕により住環境を整備するほか、職員、警備員による宿直や、入退室管理 

の徹底、防犯カメラによる安全確保を行う。警察署、消防署、町会とも連携する。 

（２）自立促進・地域生活移行支援 

① 就労、就労継続、転職を支援するほか、保育園の申請、利用手続や補助保育等を行う。 

② 心理療法担当職員による心理検査等、適性を考慮して就労意欲を喚起する。 

③ 都営・区営住宅等の公営住宅の入居案内や事務手続きの補助、転出支援を行う。 

④ アフターケアの利用勧奨のほか、地域関係機関と連携して地域への定着支援を行う。 

（３）年間行事 

① 全体行事（利用者懇談会（月１回）、親子遠足、利用者誕生日お祝い等） 

② 季節行事（母の日、こどもの日、夏祭り、ハロウィン、クリスマス、ひな祭り等） 

③ 子どもプログラム（子ども会議、夏季宿泊キャンプ、料理教室、進級お祝い遠足等） 

④ 母プログラム（生活能力向上・リフレッシュ・リラクゼーション行事、乳幼児世帯 

向け茶話会等） 

（４）消防・防災対策 

① 消防・防災訓練（月１回）   ② BCP 確認・見直し（年１回） 

（５）所内会議、関係機関との連携会議 

① 施設内会議（職員会議、担当別会議、チーム会議、ケース検討会） 

② 研修等受講（施設内職員学習会、職員個別研修計画に基づく研修） 

③ 第三者評価、自己評価（施設行事の効果測定等） 

④ 関係機関との会議（東社協母子福祉部会、母子保護会議、虐待防止等部会、要保護児 

童対策地域協議会、合築施設との管理会議等） 

（６）ヒヤリハット報告、再発防止の検証 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 利用者の健康管理（健康相談（月１回）、定期健康診断（年４回）、予防接種推進） 

② 施設内の衛生管理（事務所・共用部の感染防止対策（毎日）、防虫調査（月１回）、 

排水管・汚水管清掃（年１回）、居室・共用部エアコン洗浄（年１回）） 

（２）環境改善・整備 

① 居室リフォーム・設備の計画的な更新    ② 館内美化・緑化の推進 

③ 町会主催行事への協力、参加   ④ オンライン学習環境の提供 

５ 施設の社会化 

（１）学習支援・食の支援等を通じた「子どもの居場所支援」の実施 

（２）地域住民向け行事（もちつき会、OG 交流会等）の実施 

（３）近隣の学生ボランティアの受入れ、拡充 

（４）社会福祉士等実習生の受入れによる福祉人材育成への貢献 

（５）施設所在区社会福祉法人連絡会等への参加による地域福祉への貢献 
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  プログラムを実施 
エ 担当職員との関係構築及び個別の課題対応を目的とした、個別プログラム・不登 
校児プログラムを実施 

④ 母への支援 
ア  担当職員及び心理療法担当職員によるアセスメントを実施 

イ  自立支援計画に基づく、母の意向に応じた日常生活支援（家事・育児支援、体調管 

理支援、家計支援、疲労軽減・一時休息のためのレスパイト保育等）を実施 

ウ  各種申請手続き補助、家計支援等の日常生活スキル向上のための支援を実施 

エ  DV、虐待等被害からの回復支援（通称名の使用、住民票の閲覧制限措置等の支援、 

弁護士等との連携、自助グループ等の活用等） 

⑤ 子育て支援 

ア  母の状況に応じた補完保育、休日等保育、通園通学支援を実施 

イ  担当職員及び心理療法担当職員の面談による親子関係の振り返りを実施 
⑥ 虐待への対応 
ア  母子の生育歴や生活歴、疾病等を理解した上で虐待リスクを事前にアセスメント 
し、様々な生活場面での母子の状況を施設全体で共有 

イ  虐待発覚時の速やかな関係機関通告及び子どもの安全確保を最優先とした対応 
ウ  関係機関との緊密な連携に基づく親子関係の調整 
⑦ 安心安全の提供 
ア  建物内の入退出管理による防犯・不審者対策の徹底及び防音対策の実施 
イ  職員及び夜間支援員による宿直体制や警察・消防との連携による安全体制の確保 

（２）自立促進及び地域生活移行支援 

① 求職活動支援（ハローワーク等の活用、補助保育及び保育資源の活用等） 

② 公営住宅（都営住宅母子世帯向け特別割当、都区定期募集）の活用による転出支援 

③ アフターケアによる地域生活継続支援（定期訪問、電話相談、諸行事参加等） 

（３）諸行事 

① 全体行事（利用者懇談会、親子遠足等） 

② 季節行事（こどもの日、夏祭り、ハロウィン、クリスマス会、ひな祭り等） 

③ 子ども向け行事（子ども会議、キャンプ、進級祝い遠足等） 

④ 母向け行事（母のリフレッシュ、リラクゼーションなどを目的としたプログラム） 

⑤ 学童放課後プログラム、長期休暇プログラム（工作、調理実習、実験等） 

（４）消防・防災等 

① 消防訓練（月１回）、センター合同防災訓練（年２回）   ② 地震対策（随時） 

③ 防災に関する利用者学習会（年１回） 

（５）職員会議等 

① 施設内会議（職員会議、支援会議、世帯別チーム会議、ケース検討会） 

② 関係機関会議（あじさい連絡会、要保護児童対策地域協議会、母子福祉部会の定期会 

議、研修等の相互参加）    ③ 児童福祉関係等の研修参加 
４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 利用者の健康管理（嘱託医による健康相談、定期健康診断、予防接種） 

② 施設内の衛生管理（防虫消毒、環境測定、各種感染症対策の徹底） 

（２）環境整備 

① 町会主催の清掃活動への参加（月２回）   ② 職員による施設内の日常清掃の実施 

③ 設置区のエコ活動行事への参加 
５ 施設の社会化 

（１）学生ボランティアの活用（学習会、行事への参加等） 

（２）大学や専門学校等からの現場実習（社会福祉士、保育士等）の受入れ 

（３）地域向け行事の開催に向けた設置区との協議の実施 

（４）設置区の社会福祉法人連絡会への参加及び合同行事への参加  
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自立支援センター 千代田寮（定員：男性単身 92 人）       [令和７年度事業計画] 

１ 施設の概況 

千代田寮は令和７年８月で満５年の事業期限となり、次期開設予定とする自立支援セン

ター中央寮移行に向けて円滑に事業を進めていく最終年度となる。 

第１ブロックの各福祉事務所と積み上げてきた良好な関係を引き継ぎ、就労による自立

と社会復帰に向け、これまでの事業分析・検証を行い、利用者支援の充実及び職員育成と

満足度の向上に取り組みつつ、中央寮への事業移行に向けて着実に準備をしていく。 

利用者層は精神的な課題と重複疾患、女性や性的マイノリティ等、これまでの路上生活

者対策事業による支援が困難であった対象者が入所している。同性支援策強化としては女

性利用者等の支援を可能とするために同性職員による丁寧かつ相談しやすい環境を構築さ

せている。さらには年齢層や性別、一人ひとりの疾病や障がい、課題に寄り添いながら就

労自立による地域定着の実現に向けて共に挑戦し、寄り添う支援を効果的に実践すること

で一人でも多くの利用者が社会復帰による自立促進に努めていくことが重要である。 

緊急一時保護事業・自立支援事業では、若年層や発達障がい等の課題を抱えた利用者が

増加傾向にあり、精神科医・臨床心理士との連携を密にし、カウンセリングを活用するこ

とで利用者個々の状況に応じた支援方針の調整を行い、目標である就労自立退所率の向上

を図っている。また、就労支援を強化する取組みとしてインターネットによる求人検索・

応募を可能にするために Wi-Fi 環境を設置したことで就労支援の拡充を進めていく。 

巡回相談事業では、主に路上生活が長期化するホームレスの対応が求められており、定期

的かつ継続的な巡回相談の実施（週１回の看護師同行を含む）を通して良好な関係性を構

築・維持し、路上生活脱却のための基盤づくりを促進する。また、支援付地域生活移行事業

と連携して高齢・長期路上生活・障害・傷病等の路上生活者への相談を実施する。 

地域生活継続支援事業では、定期訪問・連絡・各種同行支援・OB 会等を通じて日々の生

活の不安や孤独感を解消し、「路上生活に戻らない」ための支援を充実させていく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）福祉事務所に対して事業説明会を開催する。また、入所定例枠を継続しつつ、フリー 

枠は定員まで人数制限を設けずに入所を受入れることで利用率の充足を図る。 

（２）中央寮移転に伴い、移行計画を策定し、切れ目のない事業運営を円滑に進めていく。 

（３）年間目標 

事業（定員） ７年度目標 ６年度実績見込み ５年度実績 

緊急一時保護事業 

（25 人） 

60 人(240.0％) 

月 15 名×４月 

156 人(624.0％) 

月 13 人×12 月 
126 人(504.0％) 

自立支援事業(67 人) 
55 人(82.0％) 

施設 51＋直接入所４ 

120 人(179.1％) 

施設 112＋直接入所８ 

118 人(176.1％) 

施設 111＋直接入所７ 

 

施 設 支 援(45 人) 
51 人(113.3％) 
緊急退所者 60× 
移行率 85.0％ 

112 人(248.8％) 
緊急退所者 160× 

移行率 70％ 

111 人(246.6％) 
緊急退所者 133× 
移行率 83.4％ 

自立支援住宅(22 人) 
29 人(131.8％) 
施設 51 人×50％ 
＋直接入所４名 

58 人(263.6％) 
施設 50＋直接入所８ 

34 人(154.5％) 
施設 27＋直接入所７ 

巡回相談事業(週５回) 
1,360 件(面接相談等) 

月 340 件×４月 

4,128 件(面接相談等) 

月 344 件×12 月 
3,383 件(面接相談等) 

地域生活継続支援事業 加入率 90.0％ 加入率 90.0％ 加入率 75.9％ 

（４）達成目標 

① 就労自立率  50.0％（就労及び年金収入等による自活） 

② 目標達成率  75.0％（①＋半福祉半就労、他施設移管、他施策活用等） 

③ 退所時就労率 80.0％（退所時の就労者。住込自立等内定者を含む） 

  プログラムを実施 
エ 担当職員との関係構築及び個別の課題対応を目的とした、個別プログラム・不登 
校児プログラムを実施 

④ 母への支援 
ア  担当職員及び心理療法担当職員によるアセスメントを実施 

イ  自立支援計画に基づく、母の意向に応じた日常生活支援（家事・育児支援、体調管 

理支援、家計支援、疲労軽減・一時休息のためのレスパイト保育等）を実施 

ウ  各種申請手続き補助、家計支援等の日常生活スキル向上のための支援を実施 

エ  DV、虐待等被害からの回復支援（通称名の使用、住民票の閲覧制限措置等の支援、 

弁護士等との連携、自助グループ等の活用等） 

⑤ 子育て支援 

ア  母の状況に応じた補完保育、休日等保育、通園通学支援を実施 

イ  担当職員及び心理療法担当職員の面談による親子関係の振り返りを実施 
⑥ 虐待への対応 
ア  母子の生育歴や生活歴、疾病等を理解した上で虐待リスクを事前にアセスメント 
し、様々な生活場面での母子の状況を施設全体で共有 

イ  虐待発覚時の速やかな関係機関通告及び子どもの安全確保を最優先とした対応 
ウ  関係機関との緊密な連携に基づく親子関係の調整 
⑦ 安心安全の提供 
ア  建物内の入退出管理による防犯・不審者対策の徹底及び防音対策の実施 
イ  職員及び夜間支援員による宿直体制や警察・消防との連携による安全体制の確保 

（２）自立促進及び地域生活移行支援 

① 求職活動支援（ハローワーク等の活用、補助保育及び保育資源の活用等） 

② 公営住宅（都営住宅母子世帯向け特別割当、都区定期募集）の活用による転出支援 

③ アフターケアによる地域生活継続支援（定期訪問、電話相談、諸行事参加等） 

（３）諸行事 

① 全体行事（利用者懇談会、親子遠足等） 

② 季節行事（こどもの日、夏祭り、ハロウィン、クリスマス会、ひな祭り等） 

③ 子ども向け行事（子ども会議、キャンプ、進級祝い遠足等） 

④ 母向け行事（母のリフレッシュ、リラクゼーションなどを目的としたプログラム） 

⑤ 学童放課後プログラム、長期休暇プログラム（工作、調理実習、実験等） 

（４）消防・防災等 

① 消防訓練（月１回）、センター合同防災訓練（年２回）   ② 地震対策（随時） 

③ 防災に関する利用者学習会（年１回） 

（５）職員会議等 

① 施設内会議（職員会議、支援会議、世帯別チーム会議、ケース検討会） 

② 関係機関会議（あじさい連絡会、要保護児童対策地域協議会、母子福祉部会の定期会 

議、研修等の相互参加）    ③ 児童福祉関係等の研修参加 
４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 利用者の健康管理（嘱託医による健康相談、定期健康診断、予防接種） 

② 施設内の衛生管理（防虫消毒、環境測定、各種感染症対策の徹底） 

（２）環境整備 

① 町会主催の清掃活動への参加（月２回）   ② 職員による施設内の日常清掃の実施 

③ 設置区のエコ活動行事への参加 
５ 施設の社会化 

（１）学生ボランティアの活用（学習会、行事への参加等） 

（２）大学や専門学校等からの現場実習（社会福祉士、保育士等）の受入れ 

（３）地域向け行事の開催に向けた設置区との協議の実施 

（４）設置区の社会福祉法人連絡会への参加及び合同行事への参加  
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３ 管理運営 

（１）緊急一時保護事業・自立支援事業の運営 

① 指導員と各専門員（精神科医、臨床心理士、看護師、司法書士）との連携を強化する 

ことでアセスメントの充実を図り、利用者個々の状況に応じた支援を実践する。 

② 支援段階に沿ったプログラムを充実させ、就労支援及び地域生活定着を促進する。 

③ 職業相談員と緊密に連携することで長期的に就労できる就労先の斡旋を促進する。 

④ 技能・体験講習等を活用し、就労に必要な技能等の習得及び就労意欲促進を図る。 

⑤ Wi-Fi 等のインターネット環境及び貸出用 PC を活用し、効果的な求職活動（求人情 

報取得、履歴書・職務経歴書等作成、web 面接等）への対応を支援する。 

⑥ 自立支援住宅の活用を促進していくと共に、女性等対象者の緊急入所に対応できる 

職員体制を維持し、地域生活を想定した生活訓練を実施する。 

⑦ 専門相談員による各種相談の実施（定時開催）  

・職業相談（週５日） ・法律相談（月１回） ・心理相談（月８回） 

・住宅相談（週１回） ・臨床心理士によるカウンセリング（月２回） 

⑧ 諸行事 ・懇談会（月１回・施設利用者対象） 

（２）巡回相談事業の運営 

① 巡回相談事業実施方針及び同実施計画に基づく巡回相談業務の実施 

② 支援付地域生活移行事業担当者と連携した夜間早朝巡回相談の実施 

③ 各関係機関のニーズに基づき、時間や場所を絞った巡回相談の実施 

（３）地域生活継続支援事業の運営 

① 路上生活者対策事業運営協議会の定める基本方針に基づく「継続支援事業計画」の実 

施（定期訪問、電話相談（月１回以上）及び OB 会開催） 

② 加入率と地域生活定着率の向上（新規利用者／事業終了時の加入率 90％以上） 

（４）その他 

① 専門性を備えた職員育成 

・職員育成計画の策定（職層・職歴・経験等に合わせた所内勉強会の実施） 

・研修体系（集合型・ネット配信型）の充実を図り、参加しやすい環境を整える。 

また、主任、主査を中心とした OJT を実施し、職員育成につなげていく。 

  ② 職員会議等 職員会議（月１回）・各チーム会議（施設・住宅・巡回・月１回） 

③ リスクマネジメント等 

・各 BCP の定期検証及び夜間休日等を想定した消防・避難訓練の実施（毎月） 

・事故発生時における報告書の作成及びヒヤリハット情報の共有、改善対応 

・非常用備品及び消防設備の定期点検・上級救命技能講習の受講 

④ 福祉事務所説明会の開催及び施設パンフレット作成を行い、利用者増加へ繋げる。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 医療機関との連携（滝野川病院による入所時健診、近隣クリニックの受診） 

② 嘱託医による健康相談（週２回夜間含む）、精神科医相談（月３回）、看護師による健 

康相談（随時） 

③ 職員・利用者の検温及び施設内消毒換気等による感染症予防対策の徹底を図る。 

（２）環境整備 防虫消毒・布団乾燥 床清掃（月１回）・シーツ交換（週１回） 

５ 施設の社会化 

（１）地域連絡協議会及び地元商店街と連携した地域貢献活動への参加 

（２）第１ブロック内関係機関（福祉事務所・保健所・他法施設等）との緊密な連携 

（３）施設見学者及び実習生(社会福祉士養成校)の受入れによる福祉従事者の育成 

（４）地域障害者福祉センターへのボランティア参加 
 

-56-



支援付地域生活移行事業 千代田寮（定員：単身８人）      [令和７年度事業計画] 

１ 事業の概況 

令和６年度の事業終了者は７名、内訳として生活保護受給等による居宅生活５名、自活退

所１名、高齢者福祉施設入所１名となり、目的達成率は 100％となった。 

本事業は、高齢・路上生活の長期化・障害・傷病等の理由から居宅生活移行に支援が必要

とされる路上生活者(以下、「利用者」という。)に対して、借上げ住宅での日常生活訓練を

通して継続的支援を実施している。利用者の変化に対応するため関係機関や巡回相談事業

と連携し、医療職巡回・夜間早朝巡回等幅広い支援を展開する。利用意思を示した利用者は

借上げ住宅に移行し、日常生活における課題解決をはかりつつ、自身の力で地域生活を継続

できるように居住支援を実施している。 

令和７年度は引き続き事業継続となり、開始から８年の経過となる。各区重点地域の定住

者は本事業等に繋げたことにより減少され、現在は移動層や実態の把握できない利用者と

接触をするため、定期的に巡回時間を夜間帯に変更している。また、接触回数を増やすこと

で情報収集の範囲を広げ、個々の利用者の状況に即した取り組みを支援していく。 

２ 主要目標と取組み 

（１）巡回相談回数を増やすことで可能な限り道路や公園等で起居する利用者に接触し、 

事業の斡旋による利用率の増加を図る。 

（２）事業継続に伴い、これまで蓄積した実績・経験を人材育成に活かし、さらなる支援力

の向上を図る。 

（３）借上げ住宅を利用し、最長６か月間で個々の課題解決を図る。社会的手続き（住民登

録、年金調査等）の同行支援、福祉サービスの効果的提供及び社会資源活用を行う。 

（４）地域生活移行を見据え、各区福祉事務所及び地域包括支援センター等関係機関と緊密

に連携し、転宅に関する適切な引き継ぎを実施したうえで事業を終了する。 

（５）年間目標 

事業定員 

（８人） 

月初平均在籍率 

（人/定員） 

年間目的達成率 

（人/退所者数） 

令和７年度目標 100％(8.0/8) 100％(8/8) 

令和６年度実績（見込み） 74.4％(6.2/8) 100％(10/10) 

令和５年度実績 83.3％(6.7/8) 100％(7/7) 
 

３ 管理運営 

（１）居住支援及び見守り支援 

① 巡回相談事業と連携し、利用者の福祉ニーズに応じた支援を提供する。また、医療職 

巡回相談により健康状態の確認・医療的助言を行う。 

② 日常生活に必要な諸支援（住民登録、年金調査、障がい・介護認定、法律相談等）、 

社会的手続の支援を行う。 

③ 転宅支援として、協力不動産会社との連携強化及び新規開拓を行い、スムーズな地域 

移行につなげていく。 

（２）関係機関との連携 

福祉事務所及び地域包括支援センター等の関係機関と支援連携・共有化をはかり、必 

  要に応じて関係機関会議の開催を行う。また、事業終了後関係機関から情報連携の求め 

があった場合は、可能な範囲での協力対応を行う。 

（３）安全管理体制 

① 施設夜間体制と連携し、24 時間体制のサポート（電話相談、緊急訪問等）の中、利用

者の安全管理を行う。 

② 避難訓練等を実施し、災害に伴う避難ルートを確定させ被害を最小限にとどめる。  

３ 管理運営 

（１）緊急一時保護事業・自立支援事業の運営 

① 指導員と各専門員（精神科医、臨床心理士、看護師、司法書士）との連携を強化する 

ことでアセスメントの充実を図り、利用者個々の状況に応じた支援を実践する。 

② 支援段階に沿ったプログラムを充実させ、就労支援及び地域生活定着を促進する。 

③ 職業相談員と緊密に連携することで長期的に就労できる就労先の斡旋を促進する。 

④ 技能・体験講習等を活用し、就労に必要な技能等の習得及び就労意欲促進を図る。 

⑤ Wi-Fi 等のインターネット環境及び貸出用 PC を活用し、効果的な求職活動（求人情 

報取得、履歴書・職務経歴書等作成、web 面接等）への対応を支援する。 

⑥ 自立支援住宅の活用を促進していくと共に、女性等対象者の緊急入所に対応できる 

職員体制を維持し、地域生活を想定した生活訓練を実施する。 

⑦ 専門相談員による各種相談の実施（定時開催）  

・職業相談（週５日） ・法律相談（月１回） ・心理相談（月８回） 

・住宅相談（週１回） ・臨床心理士によるカウンセリング（月２回） 

⑧ 諸行事 ・懇談会（月１回・施設利用者対象） 

（２）巡回相談事業の運営 

① 巡回相談事業実施方針及び同実施計画に基づく巡回相談業務の実施 

② 支援付地域生活移行事業担当者と連携した夜間早朝巡回相談の実施 

③ 各関係機関のニーズに基づき、時間や場所を絞った巡回相談の実施 

（３）地域生活継続支援事業の運営 

① 路上生活者対策事業運営協議会の定める基本方針に基づく「継続支援事業計画」の実 

施（定期訪問、電話相談（月１回以上）及び OB 会開催） 

② 加入率と地域生活定着率の向上（新規利用者／事業終了時の加入率 90％以上） 

（４）その他 

① 専門性を備えた職員育成 

・職員育成計画の策定（職層・職歴・経験等に合わせた所内勉強会の実施） 

・研修体系（集合型・ネット配信型）の充実を図り、参加しやすい環境を整える。 

また、主任、主査を中心とした OJT を実施し、職員育成につなげていく。 

  ② 職員会議等 職員会議（月１回）・各チーム会議（施設・住宅・巡回・月１回） 

③ リスクマネジメント等 

・各 BCP の定期検証及び夜間休日等を想定した消防・避難訓練の実施（毎月） 

・事故発生時における報告書の作成及びヒヤリハット情報の共有、改善対応 

・非常用備品及び消防設備の定期点検・上級救命技能講習の受講 

④ 福祉事務所説明会の開催及び施設パンフレット作成を行い、利用者増加へ繋げる。 

４ 保健衛生・環境整備 

（１）保健衛生 

① 医療機関との連携（滝野川病院による入所時健診、近隣クリニックの受診） 

② 嘱託医による健康相談（週２回夜間含む）、精神科医相談（月３回）、看護師による健 

康相談（随時） 

③ 職員・利用者の検温及び施設内消毒換気等による感染症予防対策の徹底を図る。 

（２）環境整備 防虫消毒・布団乾燥 床清掃（月１回）・シーツ交換（週１回） 

５ 施設の社会化 

（１）地域連絡協議会及び地元商店街と連携した地域貢献活動への参加 

（２）第１ブロック内関係機関（福祉事務所・保健所・他法施設等）との緊密な連携 

（３）施設見学者及び実習生(社会福祉士養成校)の受入れによる福祉従事者の育成 

（４）地域障害者福祉センターへのボランティア参加 
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